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Ⅰ．現行計画の総括について 
 

（１）目的 

 本市では、平成２２（２０１０）年度から令和２（２０２０）年度までを計画期間とす

る第５次草津市総合計画を策定し、本市のまちづくりの指針としてきました。 

このたび、第５次草津市総合計画が令和２年度をもって計画期間が終了することから、次

期計画である第６次草津市総合計画の策定に向けて、総括評価を行いました。 

 

（２）評価方法 

第５次草津市総合計画は、「基本構想」と「基本計画」から構成されています。基本構

想はまちづくりの目標となる将来の都市像とその実現に向けたまちづくりの基本的な考え

方を示し、基本計画は基本構想の実現のため、分野別の主要な施策、達成すべき目標や指

標などを示しています。 

本総括評価では、毎年実施している施策評価や、期中・期末評価などを踏まえ、２２の分

野について評価、課題の抽出等を行いました。 

 

総合計画の体系および評価の関連図 

 

 

（３）まとめ 

 第５次草津市総合計画では、「出会いが織りなすふるさと“元気”と“うるおい”のあ

るまち 草津」を将来ビジョンとして掲げ、“活力と魅力のあるまち草津”を創出してい

くため、中長期的な視野のもとに総合的かつ計画的な行政運営として、さまざまな取り組

みを進めてまいりました。 
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草津市自治体基本条例や草津市市民参加条例、草津市協働のまちづくり条例などの制定

や、まちづくり協議会の発足・認定などを通じて、地域の特性を活かしたまちづくりを促

進するとともに中長期の視点で市民との協働の取組を進めてきました。また、市内全小・

中学校への電子黒板やタブレットＰＣ等の導入、幼保一体化などを通じて、子育て・教育

の充実に取り組んできました。さらに、草津川跡地公園の整備や市街地再開発事業、ＪＲ

南草津駅新快速停車など、まちなかの魅力向上につながる取組や、“住む人も、訪れる人

も、「健幸」になれるまち”を目指し、健幸都市づくりに取り組んできました。 

こうした中、計画期間における人口は、令和２年の１３万５千人をピークに、減少へ向

かうと推計しておりましたが、平成２７年国勢調査において既にこの数字を２千人以上上

回り、今後も増加する見込みとなっています。 

市民意識調査においても「総合的に住みやすいまちである」「これからも草津に住み続

けたい」という項目で「そう思う」「ややそう思う」と回答いただいた市民の割合は上昇

傾向であり、いずれも平成３０年度において７５％以上となっています。また、「草津市

民であることに誇りや愛着を持っている」（第１期基本計画中では「まちに親しみや愛着

がある」）という項目でも「そう思う」「ややそう思う」と回答いただいた市民の割合が上

昇していることからも、計画期間中の取組に一定の成果があったものと考えます。 

 

今後におきましても、本総括評価の結果を踏まえ、これまでの取組を進めるとともに、

社会情勢の変化や市民ニーズに柔軟に対応しながら、活力と魅力あるまちづくりをより一

層推進してまいります。  
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（４）まちづくりの基本方向ごとの主な取組実績 

◆『人』が輝くまちへ 

「人権」「男女共同参画」「教育・青少年」「生涯学習・スポーツ」「市民文化」の５つの

分野で下記の事業等の取組を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆『安心』が得られるまちへ 

「子ども・子育て」「長寿・生きがい」「障害福祉」「地域福祉」「健康・保険」「生活・

安心」「防犯・防災」の７つの分野で下記の事業等の取組を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・市内全小中学校へ電子黒板やタブレットＰＣ等のＩＣＴ機器の導入 

・老上小学校を分離新設、老上西小学校の開校 

・三ツ池運動公園、ＹＭＩＴアリーナ供用開始 

・草津クレアホールオープン 

・草津市文化振興条例の制定 

・草津のサンヤレ踊り・芦浦観音寺の日本遺産認定 など 

 

・公立幼保施設の認定こども園化 

・子育て相談センターの設置 

・ミナクサ☆ひろばオープン 

・市内６か所に圏域地域包括支援センターの設置 

・災害時要援護者登録制度の開始 

・健幸都市宣言、健幸都市基本計画の策定 

・人と暮らしのサポートセンターの設置 など 

主な取組実績 

主な取組実績 
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◆『心地よさ』が感じられるまちへ 

 「うるおい・景観」「環境」「住宅・住生活」「上下水道」「道路・交通」５つの分野で

下記の事業等の取組を進めました。 

◆『活気』があふれるまちへ 

「農林水産」「商工観光」「コミュニティ・市民自治」「情報・交流」の４つの分野で

下記の事業等の取組を進めました。 

 

 

 

 

 

 

◆行政の姿勢と役割 

「行財政マネジメント」の分野で下記の事業等の取組を進めました。 

 

 

 

・ガーデンシティの推進 

・草津川跡地公園「ai彩ひろば」、「de愛ひろば」オープン 

・新クリーンセンターの竣工・稼働 

・（仮称）市民総合交流センターの着工 

・niwa＋オープン 

・北中西・栄町地区市街地再開発ビルの着工 

・大江霊仙寺線（川の下工区）の供用開始 

・まめバスの本格運行開始 

・JR南草津駅新快速停車の実現 など 

・草津ブランド協議会の設立 

・観光案内所リニューアルオープン 

・草津市市民参加条例の制定 

・草津市協働のまちづくり条例の制定 

・まちづくり協議会の認定 

・アーバンデザインセンターびわこ・くさつ（UDCBK）の開設 など 

・草津市自治体基本条例の制定 

・草津市健全で持続可能な財政運営および財政規律に関する条例の制定 

・草津市行政システム改革推進計画（第２次、第３次）の策定 など 

主な取組実績 

主な取組実績 

主な取組実績 



（参考）平成３０年度　ベンチマークの目標達成度状況

◆人権

№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 27.0 28.0 29.0 30.0

実績値 23.5 28.4

◆男女共同参画
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 20.0 22.0 24.0 26.0

実績値 15.8 19.8

◆教育・青少年
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 92.0 92.0 93.0 93.0

実績値 90.7 89.3

目標値 90.0 90.0 90.0 90.0

実績値 86.2 85.2

◆生涯学習・スポーツ
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 38.0 39.0 40.0 41.0

実績値 38.3 38.0

目標値 46,200 48,500 50,900 50,900

実績値 41,342 36,316

◆市民文化

№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 21.0 22.0 23.0 24.0

実績値 20.9 21.6

7 文化・芸術の振興
みんなが文化を通じたま
ちづくりに参加してい
る！

文化・芸術の振興が図れて
ると思う市民の割合

％ 90.0%

6
地域協働合校の推

進
子どもと大人の協働でと
もに学びあえる！

地域協働合校事業に関わる
大人の数

人 71.3%

5
生涯学習・スポー

ツの充実
心身ともに豊かで健康的
な毎日が送れる！

学びやスポーツを通して生
きがいを感じている人の割

合
％ 92.7%

4 学校教育力の向上 学校での教育が子供を生
き生きさせている！

「授業がわかる」と感じて
いる児童生徒の割合

％ 94.7%

3
子どもの生きる力
を育む教育の推進

自分の居場所を実感し、
将来を展望した学校生活
を送れる！

「学校が楽しい」と感じて
いる児童生徒の割合

％ 96.0%

2
男女共同参画
社会の構築

男女がともに喜びと責任
を分かち合える！

男女共同参画が進んで
いると思う市民の割合

％ 76.2%

「人」が輝くまちへ

1 人権の尊重 人権と人の多様性を尊重
する人が増える！

人権が尊重されるまちであ
ると思う市民の割合

％ 94.7%

・各ベンチマークの実績値は、各年度末現在の値を基本としています。

・「目標達成度」は第３期基本計画期末のＲ２の目標値に対して実績値がどれだけ近づいたかを示すため、

原則として 《Ｈ３０実績値÷Ｒ２目標値》 として計算しています。
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◆子ども・子育て

№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 98.0 98.0 98.0 98.0

実績値 93.2 96.3

目標値 0 0 0 0

実績値 2 0

目標値 82.0 83.0 84.0 85.0

実績値 82.9 84.5

◆長寿・生きがい
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 47.0 48.0 49.0 50.0

実績値 49.0 40.3

目標値 21.0 22.0 23.0 24.0

実績値 20.4 23.2

◆障害福祉
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 20.0 22.0 25.0 29.0

実績値 13.5 17.9

◆地域福祉
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 3,400 3,500 3,600 3,700

実績値 3,584 3,758

◆健康・保険
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 83.18 83.32 83.47 83.61

実績値 83.17 未定

目標値 31.0 32.0 33.0 34.0

実績値 24.7 28.2

◆生活安心
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 3.7 3.8 3.9 4.0

実績値 3.7 2.8

目標値 19.0 20.0 21.0 22.0

実績値 16.4 17.1

18
暮らしの安心

の確保
安心して消費生活ができ
る！

暮らしの安全が確保されて
いると思う市民の割合

％ 77.7%

17 生活安定への支援 最低限の生活が保障され
ている！

自立を理由として生活
保護を廃止した
ケースの比率

％ 70.0%

16
医療保険制度の適

正運用
医療保険制度が健全に運
用されている！

医療保険制度が健全に運用
されていると感じる市民の

割合
％ 82.9%

15 市民の健康づくり 健康で自立した生活がで
きる期間を延ばす！

健康寿命
※２

年 －

14
「地域力」のある

まちづくり
「向こう三軒両隣」で助
け合える！

対象者に占める災害時
要援護者名簿への

登録者数

人
（累計） 101.6%

13
共に生きる社会

の推進

障害のあるないにかかわ
らず、互いを認め尊敬し
あえるたくさんの出会い
がある！

「共に生きる社会の推進」
についての満足度

％ 61.7%

12

あんしんできる
高齢期の生活
への支援

高齢期にある人が地域で
安心して生活できる！

高齢期の生活への支援に満
足している市民の割合

％ 96.7%

11
いきいきとした
高齢社会の実現

高齢期になっても地域社
会で活躍する人が増え
る！

地域の組織やグループ
に加入している

65歳以上の市民の割合
％ 80.6%

10
安心して子育てが
できる環境づくり

子育てに不安を感じる人
が少なくなる！

子育てしやすいと思う市民
の割合

％ 99.4%

9
就学前教育・保育

の充実
安心して仕事と子育てを
両立できる！

保育所等の待機児童数
※１

人 100.0%

「安心」が得られるまちへ

8
切れ目のない子育

て支援
安心して子育ての相談が
できる！

すこやか訪問の利用率 ％ 98.3%
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◆防犯・防災
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 97 92 89 88

実績値 94.7 83.5

目標値 200 201 202 203

実績値 201 202

目標値 23.0 24.0 25.0 26.0

実績値 20.7 24.1

目標値 0.7 1.1 1.7 2.1

実績値 0.34 1.03

％

件

49.0%22 治水対策の推進 治水対策が進んでいる！
平成27年度末時点の雨水
排水路整備面積に対する進

捗増加率
％

21
災害に強い
まちづくり

消防・防災力が保たれて
いる！

災害に強いまちであると感
じる市民の割合

105.4%

92.7%

20
自助・共助による
防災対策の充実

市民の防災意識が高い！ 自主防災組織数 団体 99.5%

19
犯罪のないまちづ

くり
犯罪認知件数が減る！

人口1万人当たりの
犯罪認知件数
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◆うるおい・景観

№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 40.0 40.0 40.0 45.0

実績値 40.0 40.0

目標値 86.8 89.5 92.3 95.0

実績値 88.9 90.9

目標値 34.0 35.0 36.0 37.0

実績値 32.5 36.0

◆環境
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 24/24 24/24 24/24 24/24

実績値 23/24 19/24

目標値 74 76 78 80

実績値 72 72

目標値 21.8 22.3 22.8 23.4

実績値 19.3 19.2

◆住宅・住生活
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 31.0 32.0 33.0 34.0

実績値 34.7 34.3

目標値 69.0 70.0 71.0 72.0

実績値 67.4 69.3

◆上下水道
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 89.0 89.0 89.0 89.0

実績値 86.8 83.6

目標値 86.0 86.0 86.0 86.0

実績値 83.6 78.9

◆道路・交通
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 25.0 26.0 27.0 28.0

実績値 21.4 24.9

目標値 45.0 45.0 46.0 46.0

実績値 41.6 44.8

目標値 29.0 29.0 30.0 30.0

実績値 25.7 28.6

35
バリアのない
まちづくり

車いすで“まちなか”を
自由に移動できる！

まちに障壁(バリア)が少な
いと思う市民の割合

％ 95.3%

34
公共交通ネット
ワークの構築

公共交通機関が便利で市
内の移動がしやすい！

公共交通機関の利便性に満
足している市民の割合

％ 97.4%

33
安全・安心な道路

整備
安全・安心な道路空間が
ある！

道路空間の安全性に満足し
ている市民の割合

％ 88.9%

32
下水道の安定基盤

づくり

快適な生活環境を維持す
るため、下水道がいつで
も使用できる！

汚水の適正処理に対して
不満を感じてない

市民の割合
％ 91.7%

31 水の安定供給
エコにも配慮したローコ
ストで安全･安心な水を、
いつでも利用できる！

水の安定供給に対して
不満を感じていない

市民の割合
％ 93.9%

30
住まいと住生活の

魅力向上

誰もが住みたい・住み続
けたいと感じる、魅力と
安心がある！

良好な居住環境が形成
されていると感じる

市民の割合
％ 96.3%

29
“まちなか”の

魅力向上

“まちなか”に人がつど
い、ゆっくり楽しんでい
る！

“まちなか”に魅力がある
と感じる市民の割合

％ 100.9%

28
資源循環型社会

の構築
分別の徹底等により、資
源化量が増える！

ごみの資源化率 ％ 82.1%

27
低炭素社会
への転換

低炭素社会づくりに取り
組む市民・事業者等の活
動が活発である！

草津市地球冷やしたい
推進協議会の会員数

者 90.0%

26
良好な環境の
保全と創出

環境基準が常に達成され
ている！

環境管理基準
(BOD)の達成状況

(達成回数／測定回数)
回 79.2%

25
良好な景観の
保全と創出

誰もが快適で心地よいと
感じる場所が増える！

市内および居住地周辺の景
観に好感が持てると感じる

市民の割合
％ 97.3%

24
ガーデンシティの

推進
市民が利用できる公園・
緑地が増える！

公園・緑地面積 ha 95.7%

「心地よさ」が感じられるまちへ

23
草津川跡地の
空間整備

草津川跡地の活用のため
の空間整備が進んでい
る！

整備進捗率
（整備面積／計画面積）

％ 88.9%
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◆農林水産

№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 67.0 68.0 69.0 70.0

実績値 49.5 46.8

目標値 26.0 27.0 28.0 29.0

実績値 26.4 23.9

◆商工観光
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 32.0 34.0 36.0 38.0

実績値 34.8 33.8

目標値 73.0 74.0 85.0 76.0

実績値 71.1 74.5

目標値 39 43 47 51

実績値 33 35

目標値 28.0 29.0 30.0 31.0

実績値 26.5 33.0

目標値 28.0 29.0 30.0 31.0

実績値 26.2 31.9

◆コミュニティ・市民自治
№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 18.0 19.0 20.0 21.0

実績値 15.8 18.2

目標値 52.0 53.0 54.0 55.0

実績値 48.6 45.8

目標値 265 267 269 271

実績値 265 252

◆情報・交流
№ 基本方針 目標像 指標名 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 25.0 26.0 27.0 28.0

実績値 20.7 22.8

目標値 170 180 190 200

実績値 141 135

47
多様な交流活動

の展開
新しい出会いとふれあい
がある！

学生への地域活動依頼件数
（市内分）

件 67.5%

46
まちづくり情報
の提供の充実

地域のまちづくり情報が
簡単に手に入る！

地域のまちづくり情報が簡
単に手に入ると思う市民の

割合
％ 81.4%

45
市民公益活動

の促進
市民公益活動団体が幅広
い分野で活動している！

市民活動等の団体数 団体 93.0%

44
基礎的コミュニ
ティの活性化

基礎的コミュニティ活動
への“参加の窓口”が
様々に用意されている！

町内会の活動に参加してい
る市民の割合

％ 83.3%

43 市民自治の確立 市民主役のまちづくりが
進んでいる！

市民主役のまちづくりが進
んでいると思う市民の割合

％ 86.7%

42 勤労者福祉の増進 安心して働き暮らせる！
働きやすい労働環境である

と感じる市民の割合
％ 102.9%

41 観光の振興 草津を楽しむ観光客が増
える！

観光の振興に満足している
市民の割合

％ 106.5%

40 工業の振興 元気な企業がたくさん集
まる！

創業・第二創業等の企業の
立地件数

企業
（累計） 68.6%

39 商業の振興 市内の商業者が活発に活
動する！

買い物する環境が整ってい
ると思う市民の割合

％ 98.0%

38
中心市街地の活性

化
魅力ある中心市街地に人
が集まる！

中心市街地に魅力があると
感じる市民の割合

％ 88.9%

37 水産業の振興
琵琶湖固有の魚が増え、
その魚を買う人が増え
る！

地元の水産物を購入するよ
う心掛けている市民の割合

％ 82.4%

「活気」があふれるまちへ

36 農業の振興 地元農産物を求める市民
が増える！

地元の農産物を購入するよ
う心掛けている市民の割合

％ 66.9%
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№ 基本方針 目標像 ベンチマーク 単位 H29 H30 R1 R2 目標達成度

目標値 33.8%以内 33.8%以内 33.8%以内 33.8%以内

実績値 - -

目標値 35.0 38.0 41.0 45.0

実績値 33.9 35.3

目標値 28.0 29.0 30.0 31.0

実績値 27.4 27.2

目標達成度
H30年度

基本方針数（割合）
H29年度

基本方針数（割合）

100%～ ７（14％） ２（4％）

76%～99% ３５（70％） ３７（74％）

51%～75% ６（12％） ９（18％）

26%～50% １（2％） １（2％）

1%～25% ０（0％） １（2％）

0% ０（0％） ０（0％）

未定 １（2％） ０（0％）

計 ５０（100％） ５０（100％）

87.7%50

市民との情報共有
の推進と公正の

確保

市政情報等が手に入りや
すい！

市政情報等が手に入りやす
いと思う市民の割合

％

49 職員力の向上 市民に信頼される職員で
ある！

職員の対応に満足を感じて
いる市民の割合

％ 78.4%

「将来負担比率」については、計画期間内の各年度に発表する前年度決算の実績値を記載しています。実績値がR2目標値である「33.8％以内」であれば目標達
成度を100％、33.8％を超えた場合は0％とします。

第３期基本計画の基本方針ごとの目標達成度について

行財政マネジメント

48 健全な市政運営 将来負担比率が適正に維
持される！

将来負担比率
※３

％ 100.0%

「保育所等の待機児童数」については、各年度における「入所決定者数」に「入所保留者数」を加えた人数を全体の申込者数で除した値をパーセント形式で算出
し、目標達成度を記載しております。 （「入所決定者数」＋「入所保留者数」）÷申込者数（全体） ＝ 目標達成度（％）

※１

※２

※３

「健康寿命」については、令和元年末頃にH30の実績値が確定するため、現時点では未定となっています。
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Ⅱ．総括評価シート 

（分野別）



 

 

 

 



◆第５次草津市総合計画総括評価シート

・人権尊重と恒久平和を願う“人権文化”を根付かせ、一人ひとりの人権が尊重される
まちとしていく必要があります。

人権センターにおける人権相談業務

まちづくり
の基本方向 「人」が輝くまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

人権

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

① 「ゆたかな草津　人権と平和を守る都市」宣言のもとに、一人ひとりの人権が尊重される平和社会の実現に向けて、同和
問題をはじめとするあらゆる人権問題の解決を図るとともに、多文化共生社会へ向けた効果的な取り組みを推進します。

①
計画期間内において、あらゆる人権問題の解決のため、人権教育・啓発事業
を実施しながら、人権相談等の人権擁護活動を実施しました。また、各分野
において人権擁護に関する基本方針に基づく施策を推進しました。その結
果、人権が尊重されるまちであると思う市民の割合が増加しており、これま
で継続して取り組んできた、人権教育・啓発事業および相談事業の効果が表
れてきました。

通年 隣保館における各種事業

企業に対する人権啓発推進事業

人権・同和教育研究大会の開催

人権擁護に関する基本方針についての審議

女性のつどい・青年集会の開催

市民のつどいの開催

平和祈念のつどい（旧平和祈念フォーラ
ム）の開催

いのち・愛・人権のつどいの開催

人権セミナーの開催

11



■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆人権文化の醸成
人権尊重と世界恒久平和を願い、地域社会から人権文化の醸成を図ってきています
が、現在も依然として、人権や平和を脅かす状況があります。
◆人権の擁護
「草津市人権擁護に関する条例」に基づき、人権擁護の視点から対策を講じていま
すが、同和問題をはじめする様々な人権問題がさらに多様化・複雑化してきていま
す。

◆人権の尊重
人権や平和を脅かす状況は依然としてあり、同和問題をはじめとする人権問題はさらに
多様化・複雑化してきています。

◆人権の尊重
人権や平和を脅かす状況は依然としてあり、同和問題をはじめとする人権問題はさ
らに多様化・複雑化してきています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆人権文化の醸成
人権の大切さと平和の尊さを踏まえた地域社会づくりに向けて、すべての市民が同
和問題をはじめ、あらゆる人権問題を解決するため行動する必要があります。
◆人権の擁護
同和問題の解決を図るとともに、人権問題全般の多様化・複雑化に対応し、他の相
談機関との連携を強めていく必要があります。

◆人権の尊重
人権尊重と恒久平和を願う“人権文化”を根付かせ、一人ひとりの人権が尊重されるま
ちとしていく必要があります。

◆人権の尊重
人権尊重と恒久平和を願う“人権文化”を根付かせ、一人ひとりの人権が尊重され
るまちとしていく必要があります。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆人権文化の醸成
人権が尊重されるまちであると思う市民の割合は20％台を推移しているが、各種
イベント等の参加者の満足度は概ね８０％以上と高い。
◆人権の擁護
人権相談の成果指標は若干の増加がみられる。又、リピート率は２倍を超え市民の
満足度は向上している。

◆人権の尊重
・人権問題解決のため、人権教育や各種啓発事業を実施しました。
・人権擁護に関する基本方針にかかる事業概要等の作成や人権相談など人権尊重思想の
普及、高揚を図るための人権擁護活動を実施しました。

◆人権の尊重
・あらゆる人権問題の解決のため、人権教育・啓発事業を実施しながら、人権相談
等の人権擁護活動を実施しました。また、各分野において人権擁護に関する基本方
針に基づく施策を推進しました。
・平成２９年度は目標を下回ったものの、平成３０年度は、人権が尊重されるまち
であると思う市民の割合が目標値を上回り、これまで継続して取り組んできた、人
権教育・啓発事業および相談事業の効果が表れてきました。

R2

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

23.0

項目 単位

◆人権文化の醸成
人権と人の多様性を
尊重する人が増える!

人権が尊重されるま
ちであると思う市民
の割合

％
目標値 － 24.0 25.0 26.0 30.0

実績値 23.2 22.1 25.8 21.2 26.8 27.4 26.4 26.0

25.0 27.0 29.0 27.0 28.0 29.0

－ 83.0 85.0 88.0

約 80.0 70.0 70.3
◆人権の擁護

人権侵害を受けた人
が守られる!

人権相談で困りごと
が解決または軽減さ
れた割合

％
目標値

実績値 70.9

23.5 28.4 － －
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

①
・第3次草津市男女共同参画推進計画（後期計画）に基づき、男女共同参画
推進事業として各種学習会や啓発を行ったほか、女性の活躍推進事業とし
て、女性の就業・起業支援や働き方改革の推進、女性の総合相談などを実施
しました。しかし、男女共同参画が進んでいると思う市民の割合は、１５％
～２０％程度で推移しており最終目標２６％には至っておらず、男女共同参
画の推進をさらに進める必要があります。

Ｒ１～

まちづくり
の基本方向 「人」が輝くまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

男女共同参画
① 男女がともに社会の対等な構成員として、家庭や地域のなかで一人ひとりが自らの個性を生かした人生を歩んでいける、
男女共同参画社会の実現を図ります。

Ｒ１．７～

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

（仮称）男女共同参画センターを令和２年
度に設置する予定であり、利用が図られる
よう事業充実について検討していきます。

・男女の人権が尊重され、性別にかかわりなく個性と能力が十分に発揮されるよう、男
女共同参画の社会づくりをさらに進めていく必要があります。
・草津市の女性の労働力率は、国・県の平均値を下回り、「Ｍ字カーブ」の溝は県内市
町で最も低くなっており、女性にとって働き続けにくい環境になっていると考えられる
ことから、女性活躍推進の取組が必要です。

「草津市男女共同参画推進条例」施行１０
周年を迎えることから、ワークショップや
講演会などで条例についての周知を行う
等、あらゆる場面で男女共同参画について
意識啓発を図っていきます。

Ｒ２

成果指標「ワーク・ライフ・バランス推進
企業の登録事業所数（社）」の目標値35社
に向け、ワーク・ライフ・バランスの推進
をはじめ、女性の活躍推進に関する事業を
重点的に実施します。
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－19.3 15.1 17.9 15.8 19.8 －

H28 H29

15.6 15.2 18.8 14.6 17.1

24.0 26.0－ 16.0 18.0 20.0 16.0 18.0 20.0 22.0 20.0 22.0◆男女共同参画社会
の構築

男女がともに喜びと
責任を分かち合え
る！

男女共同参画が進ん
でいると思う市民の
割合

％
目標値

実績値

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H24 H25 H26 H27

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆男女共同参画社会の構築
男女共同参画が進んでいると思う市民の割合は１５％～２０％程度で推移して
いる。市民意識高揚を図るため、幅広い参加者増を目指し、講座の手法変更を
行い、体験型とするなどセミナーの実施方法の見直しを行った。また、協働委
託事業として、活動団体の情報網や人脈を利用して、多方面からの講師選定に
より、参加者の満足度は目標に近い数値が得られた。

◆男女共同参画社会の構築
・第３次草津市男女共同参画推進計画（後期計画）に基づき、男女共同参画推進事
業として各種学習会や啓発を行いました。
・女性の活躍推進事業として、女性の就業・起業支援や働き方改革の推進、女性の
総合相談などを実施しました。
・男女共同参画に対する意識啓発の強化が図れ、推進計画における目標達成に向
け、着実に成果が表れてきました。

◆男女共同参画社会の構築
・第３次草津市男女共同参画推進計画（後期計画）に基づき、男女共同参画推進事
業として各種学習会や啓発を行ったほか、女性の活躍推進事業として、女性の就
業・起業支援や働き方改革の推進、女性の総合相談などを実施しました。
・男女共同参画についての事業を実施した結果、男女共同参画が進んでいると思う
市民の割合が４ポイント増加しましたが、目標値には至っていません。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆男女共同参画社会の構築
男女がともに社会の対等な構成員として、一人ひとりの個性と能力を十分に発
揮できる男女共同参画の社会づくりをさらに進めていく必要があります。

◆男女共同参画社会の構築
男女がともに社会の対等な構成員として、一人ひとりの個性と能力を十分に発揮で
きる男女共同参画の社会づくりをさらに進めていく必要があります。

◆男女共同参画社会の構築
男女の人権が尊重され、性別にかかわりなく個性と能力が十分に発揮されるよう、
男女共同参画の社会づくりをさらに進めていく必要があります。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆男女共同参画社会の構築
固定的な性別役割分担意識にとらわれず、それぞれの個性と能力が十分に発揮
できる社会づくりにおいて、その遅れを国際社会から指摘されています。

◆男女共同参画社会の構築
固定的な性別役割分担意識にとらわれず、それぞれの個性と能力が十分に発揮でき
る社会づくりにおいて、その遅れを国際社会から指摘されています。

◆男女共同参画社会の構築
固定的な性別役割分担意識が依然として解消されず、男女の不平等感が暮らしの
様々な場面で残っています。
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

R1 小１学びの基礎育成（ＭＩＭ）の実施

・ＩＣＴ機器の活用状況において、学校間・教員間で格差があるため、教員対象の研修
会を充実させるとともに、ＩＣＴ教育スーパーバイザ―やスキルアップ指導員による個
別指導を継続して行う必要があります。
・小学校におけるプログラミング教育や英語教育を円滑に実施していくため、担任の業
務を支援する取組が必要です。
・地域や家庭との連携や協働体制を構築した「チーム学校」を推進していくため、コ
ミュニティー・スクールの充実、強化を一層進める必要があります。
・市内の小中学校の学校施設については昭和４０年代から５０年代に建設されたものが
多く、校舎やグラウンド、プールなど全ての施設で一斉に老朽化が著しく進捗している
状況です。
・小学５年生の体力テストの総合点の平均値が、男女とも全国平均を超えることが目標
であり、継続して体力向上プロジェクトに取り組む必要があります。
・子どもが事件や事故に巻き込まれるケースが全国で相次いでいる中、継続して学校安
全に取り組む必要があります。
・関係団体や少年補導委員会、また、警察および学校関係者と連携して非行の未然防止
を中心に取り組んだ結果、補導や犯罪少年は減少傾向にありますが、急激な社会の変化
に伴い、青少年とその家族・関係者が抱える問題が多様化しています。

H26 小学校にタブレットＰＣ配備

H28.３
体育館、武道館の非構造部材耐震化改修の
竣工

①
・平成２２年度より、電子黒板やタブレットＰＣ等のＩＣＴ機器の整備、草
津市教育情報化推進計画の策定等を行い、教育の情報化に努め、子どもたち
の情報活用能力を育成するとともに、主体的・対話的で深い学びの実現をめ
ざしました。
・令和２年度からの小学校英語の全面実施に向け、草津市英語教育推進計画
に基づいて、ＪＴＥ（日本人の英語指導助手）を配置し、ＡＬＴ（外国人英
語指導助手）の巡回指導を実施するほか、６年生を対象としたオンライン授
業を実施しました。
・平成２５年度から継続して道徳教育にかかる文部科学省指定事業を受け、
市内小中学校の道徳教育を推進し、平成３０年度からの道徳の教科化への円
滑な移行に努めました。
・教職員の専門性や指導力向上を図るため、市独自の「教職員夏期研修講
座」や「教育研究奨励事業」を実施しました。また、スキルアップ事業を通
して、教員の授業づくりや学級づくり等に関する個別指導を継続して実施し
ました。
・教室アシスタントの配置等の学校支援体制の充実や今日的課題に対応でき
る教員の指導体制の強化を行いました。また、コミュニティー・スクールを
推進し、学校経営の充実を図ってきました。
・小中学校の全ての教室にエアコンを設置し、子ども達が快適な環境のなか
で学習する場を提供することができました。
・小中学校全ての体育館・武道館の非構造部材の耐震化改修工事を終え、安
全な学習環境の確保を図ることができました。
・小中学校の校舎の非構造部材について計画的に耐震化改修工事を進めてお
り、１１校で工事を終え、安全な学習環境の確保を図ることができました。
・老上西小学校を開校し、適正な学校規模による学校運営と開放感のある新
校舎で子ども達が学ぶことができる環境整備を図ることができました。
・子どもの体力向上のために、小学校体育連盟、立命館大学の協力のもと、
短時間運動プログラムの策定や授業の質の向上等を行う「体力向上プロジェ
クト」に取り組み、体力テストの結果を上昇させることができました。
②
・保護者や地域のボランティアの方々、約４０００名の「スクールガード」
に、登下校時の見守り活動を協力いただきました。また、安全教育を行うと
ともに、防犯ブザーの貸与、通学路の安全環境の整備などに取り組み、学校
安全の推進を図ることができました。
・青少年の健全育成を図るため、地域・学校・関係機関が連携し、啓発活動
や青少年への教育活動を進めました。また、相談業務や支援プログラムを実
施し、非行問題など様々な困難を有する少年たちの立ち直り支援と居場所づ
くりを行いました。

H22

H24.6 通学路の安全点検の実施

H27.6

H28.３ 草津市教育情報化推進計画の策定

H30.３

Ｈ28.4
老上小学校の分離新設、老上西小学校の開
校

H28～ インクルーシブサポーターの配置

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

H25～ 文部科学省指定道徳教育推進地域

まちづくり
の基本方向 「人」が輝くまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

教育・青少年

① 地域社会との連携のもと、一人ひとりの子どもを守り育て、本市の将来を担う次世代が、自らの個性を伸ばして、確かな
学力や豊かな人間性、しなやかでたくましい心と体など、人生を歩むための基礎・基本となる“生きる力”を身につけられ
るよう教育の充実を図ります。
② 青少年が、心豊かで健やかにたくましく成長できるよう、社会全体の中で青少年を温かく見守り、育成していきます。

小中学校体力向上プロジェクト開始

H27.３
草津市通学路交通安全対策実施プログラム
策定

H30.11
草津市通学路安全対策実施プログラムに改
訂（交通安全だけではなく、防犯・防災の
観点を含む）

ＪＴＥ・ＡＬＴの指導体制の拡充

H28～ 看護師の配置

H28～ 教室アシスタントの配置

H28.4～

H23.８
市内全小中学校の全ての教室にエアコンを
設置

ユニット型電子黒板の配備

校舎の非構造部材改修工事を3校／年ずつ
実施（Ｒ３に終了）

H26 特別支援学級にｉＰａｄ配備

H27 中学校にタブレットＰＣ配備

H27～ 液晶型電子黒板の配備

草津市英語推進計画の実施

H29～ オンライン授業の推進

H29～
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆学校教育の充実
充実した教育環境のもとで、児童生徒一人ひとりの学力向上を図るとともに、
豊かな心と健やかな体を育成していくことが求められます。
◆学校施設の整備
児童生徒の安全確保を最優先に、財政負担の年度平準化を図りながら、よりよ
い教育環境整備を計画的に行っていく必要があります。
◆青少年の健全育成
地域の青少年を地域で守る意識を地域ぐるみで共有しながら、専門機関等とも
連携した取り組みの展開を図っていくことが重要となっています。

◆学校教育の充実
充実した教育環境のもとで、児童生徒一人ひとりの学力向上を図るとともに、豊か
な心と健やかな体を育成していくことが求められています。
◆学校施設の整備
財政負担の年度平準化を図りながら、施設の大規模改修等を進める必要がありま
す。また、東日本大震災の教訓を踏まえ、天井材や家具等の非構造部材についての
耐震対策が必要です。
◆児童・生徒の支援体制の充実
特別支援教育に関するニーズが増加するとともに、多様化してきているなか、それ
らのニーズに応えるための学校体制の充実や教員の資質の向上が求められていま
す。
◆青少年の健全育成
地域の青少年を地域で守る意識を地域ぐるみで共有しながら、専門機関等とも連携
した取り組みの展開を図っていくことが重要となっています。

◆子どもの生きる力を育む教育の推進
子どもたちが多様化する社会や国際化にも対応できるコミュニティ能力を高め、変
化の激しい時代をたくましく生きる力を身につけることが求められています。
◆学校の教育力の向上
個々の教員の指導力の向上はもちろんのこと、組織としての学校の教育力の向上が
求められています。

◆学校教育の充実
“開かれた行動する教育委員会の運営”のもと、教育振興基本計画を策定しな
がら、児童生徒を守り育てる教育行政を展開しています。
◆学校施設の整備
改築や耐震化が必要な施設の多くについて、一定の整備が進んできています
が、一部に老朽化に伴う改修が必要な施設があります。
◆青少年の健全育成
青少年の問題行動が多様化、低年齢化しており、学校・地域・家庭の教育力の
低下などが指摘されています。

◆学校教育の充実
教育振興基本計画に基づき、児童生徒を着実に育てる教育行政を展開しています。
◆学校施設の整備
学校施設の耐震補強は完了しましたが、施設の大半が昭和40・50年代に建築され
たものであり、経年劣化が著しい校舎等が多数あります。
◆児童・生徒の支援体制の充実
いじめや不登校等生徒指導上の課題、安全・安心な学校づくりに関する課題等、さ
まざまな課題が山積しています。
◆青少年の健全育成
青少年の問題行動が多様化、低年齢化しており、学校・地域・家庭の教育力の低下
などが指摘されています。

◆子どもの生きる力を育む教育の推進
グローバル化や情報化の進展等により予想を超えたスピードで社会が変化し、多様
化が進んでいます。
◆学校の教育力の向上
学校を取り巻く課題が多様化しており、学校現場や教職員の仕事が増加し、複雑
化・困難化しています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題
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第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆学校教育の充実
１．学力向上重点事業を実施・展開したことにより、平成２２年度に成果指標
とした「学校が楽しい」「授業はわかる」と答えた児童生徒の割合が、目標値
を上回った。各事業を、それぞれの学校で積み重ねることにより、子どもの学
習意欲の向上が見られた。
２．各学校が、モデルとなる教育活動を展開し、互いに高まりあいながら教育
課程を発展させることができた。特に、様々な分野で活躍するスペシャリスト
を招いての特別授業では、児童生徒に高い志や夢・希望を持つこと、それらを
実現するために努力すること、社会に貢献すること等の大切さを実感的に学ば
せることができた。
３．特別支援教育にかかわる支援員や加配教員の配置によって、特別支援を要
する児童生徒への個に応じたきめ細かな指導支援を実現することができた。ま
た、各学校と、ことばの教室、通級指導教室さらには発達支援センター等の各
関係機関との連携を推進することにより、特別支援を要する児童生徒だけでな
く、その保護者への支援体制についても充実を図ることができた。
４．夏休みの縮小、他の出張、研修との重なりの中、教職員向けの夏季研修講
座に、H23年度参加者数（1298人）よりも平成24年度の参加者数（1386
人）が増えたことは、教師の学ぶ意欲の表れである。
５．４回以内での終結率は、平成２３年度は８９％、平成２４年度は８０．
６％と目標の５０％を大きく上回った。サポートチーム会議を通して、SSW的
手法が教職員に理解され、指導、助言を活かした効果的な対応をすることで、
問題の早期解決が可能になった。
◆学校施設の整備
・学校図書館の図書については、当初は、図書のデータベース化に伴う図書の
廃棄等により、整備率は必ずしも伸びなかったが、データベース化の完了後
は、確実に伸びてきている。また、市立図書館との連携や、図書館司書、学校
図書館運営サポーター支援員の配置など、児童生徒が利用しやすい学校図書館
となるよう、ソフト面での充実にも力を注いだ。
・小中学校の耐震化については、平成２３年度をもって完了した。
・小中学校の大規模改修については、耐震化工事にあわせて実施してきた。
・老朽化した施設や設備の改善と増加する児童数に対応した調理能力が確保で
き、安全・安心でおいしい学校給食を提供することができた。
◆青少年の健全育成
・青少年の主張発表大会や育成大会、「みんなでトーク」に参加していただく
中で、青少年の健全育成について市民の方の意識を高めることができた。ま
た、愛の声かけパトロールや挨拶（あいさつ）運動を展開することにより、地
域のつながりを深めることができた。
・成人の日記念式典・２０歳のつどいにおいて、新成人からなる実行委員が企
画や準備、当日進行をして、新成人自らの手で作り上げた式典・つどいとな
り、実行委員を中心に、地域にかかわっていく意識が高められた。
・青年海外協力隊に参加された方の赴任国の様子等、貴重な体験談を聞くこと
で、子どもたちが国際社会に目を向け、自分の夢や将来について考えるきっか
けとなった。
・アドベンチャーキャンプでは、野外生活を通じて自然の偉大さを肌で感じる
とともに、よりよい人間関係を形成し、リーダーとしての基礎を培うことがで
きた。
・青少年問題協議会を実施し、青少年健全育成にかかる関係機関および団体相
互の情報交換を行い、対応について共通認識を図ることができた。･県・市など
の専門相談機関の充実、相談の分散により相談件数が減少した。補導啓発活動
により管内の補導・犯罪少年が減少傾向してきた。

◆学校教育の充実
・少人数学級実現のための教員加配やＩＣＴ教育の推進、図書館教育の充実、教職
員の授業力向上等に取り組みました。
・少人数指導やＩＣＴを活用した草津型アクティブ・ラーニング等に取り組むこと
で、児童生徒の学習意欲の向上や学習習慣の定着に効果がありました。
・スキルアップアドバイザーによる支援や各種研修講座等により、授業の質が向上
してきました。
◆学校施設の整備
・老朽化が進む学校施設を計画的に大規模改修工事等を進めることで学習環境の充
実を図ることができました。
・平成25年からの4年間で常盤小学校、志津小学校、山田小学校、笠縫小学校（体
育館）、新堂中学校の大規模改修工事を実施することにより、快適な学習環境を整
備することができました。
◆児童・生徒の支援体制の充実
・いじめや不登校等、生徒指導に関する取組等により、安全で安心な学校づくりを
進めました。
・生徒指導や教育相談、特別支援教育等に関わる諸課題に対応できる体制づくり
や、通学路交通安全対策実施プログラムの策定、児童生徒への保健指導等により安
全で安心な教育環境づくりを進めました。
・学校給食センターにおいて、減塩や手作り、地産地消など、安全でおいしい学校
給食の提供に取り組みました。
◆青少年の健全育成
・青少年の健全育成のための啓発事業や、立ち直りのための支援プログラムの実
施、相談に応じました。
・地域・学校・関係機関との連携を深めながら、啓発活動・支援活動に努めた結
果、街頭啓発や育成大会などの機会を捉え、意識高揚を図れたとともに、相談業務
を通じ、多くの少年・家族を支えることができました。

◆子どもの生きる力を育む教育の推進
・小学校の英語教育において、令和２年度からの新学習指導要領全面実施への円滑
な移行のために、草津市英語教育推進計画に基づき、全小中学校の授業公開や各中
学校区で小中の連携を図った取組を行いました。また、国際化に対応できるコミュ
ニケーション能力を身に付けさせるため、JTEの配置とともに、ALTの配置とその
拡充や７小学校で６年生を対象にオンライン授業を実施しました。
・児童生徒の豊かな心の育成を図るため、ALL草津で「子どもの心に響く道徳教
育」に取り組みました。文部科学省指定の「道徳教育の抜本的改善・充実にかかる
支援事業」を取り入れ、学校と地域が一体となって道徳教育の推進に努めました。
・子どもたちの情報活用能力の育成と教員が子どもたちと向き合う時間を確保する
ために、ICT機器の整備・更新を行い、ICTを有効に活用したアクティブ・ラーニン
グによる授業改善を推進するとともに、校務の情報化を図りました。
・いじめの未然防止のために、「草津市いじめ防止基本方針」を改訂するとともに
いじめ防止強化月間を設定し、各学校でいじめ防止の取組をしました。
・子どもの体力向上のために、体力向上プロジェクトに取り組みました。
・保護者や地域のボランティアの方々、約４，０００名の「スクールガード」に、
登下校時の見守り活動を協力いただきました。また、安全教育を行うとともに、防
犯ブザーの貸与、通学路の安全環境の整備などに取り組みました。
・青少年の健全育成を図るため、地域・学校・関係機関が連携し、啓発活動や青少
年への教育活動を進めました。また、相談業務や支援プログラムを実施し、非行問
題など様々な困難を有する少年たちの立ち直り支援と居場所づくりに努めました。
・「英語の授業が好き」と答える児童の割合が平成２９年度の８１．２％から平成
３０年度には８３．４％に増えました。
・「自分にはよいところがある」と答える児童生徒の割合が平成２９年度の７５．
４％から平成３０年度には８３．０％に増えました。
・「電子黒板やタブレットPCを活用した授業はわかりやすい」と答える児童生徒の
割合が、平成２９年度が９０．５％で、平成３０年度は８８．７％であり、約９割
の児童生徒が肯定的に捉えています。
・立命館大学や小学校体育連盟の協力のもと、取り組んだ結果、小学校５年生の新
体力テストの結果が男子は全国平均を上回ることができました。女子については、
全国平均に迫るところまで、成績が向上しました。
・子どもの安全・安心のために通学時の安全対策が進みました。
・「挨拶（あいさつ）運動」の推進や、「愛の声掛けパトロール」をはじめとする
啓発活動などの青少年の健全な育成のための活動を、家庭・学校・地域が一体と
なって進めました。また、青少年に関する個別の問題について、平成２９年度は９
０６件、平成３０年度は７７９件の相談活動を行いました。
◆学校の教育力の向上
・教職員夏期研修講座において、教職員の専門性や指導力向上を図るため、市独自
の研修を実施しました。
・教育研究奨励事業では、４つの部門を設定し、教育現場における意欲的かつ創意
あふれる学級、学年、学校の経営ならびに学習指導方法の改善と充実を図りまし
た。
・スキルアップ事業では、校長の授業ビジョン実現に向けて、教員に授業づくりや
学級づくり等に関する個別指導を行いました。また、全校、学年別、教科等の授業
研究を通して学校全体の指導力の向上を図りました。
・教室アシスタントの配置等の学校支援体制を充実します。今日的課題に対応でき
る教員の指導体制の強化等により「チーム学校」を構築しました。
・コミュニティ・スクールを推進し、学校経営の充実を図りました。
・学校施設の老朽化や、非構造部材の耐震化に対応するため、小中学校の大規模改
造工事や非構造部材の改修工事を実施しました。
・夏期研修講座受講生満足度　９８．７％
・教育研究奨励事業応募点数　３９点
・スキルアップ事業
　 　年間のべ支援者数　５９３人
　 　ＩＣＴスキル訪問回数　４４６回
・教室アシスタント等が、特別な支援を要する児童・生徒や小学校１年生児童、中
学校１年生の生徒等の学校生活をサポートし、就学前から就学に向けて、小中の接
続期の担任だけではできにくいきめ細やかな個々の対応を行い、「授業がわかる」
と感じている児童生徒を維持しています。また、管理職や中堅リーダー的な先生を
中心に「チーム学校」として、組織での対応を意識できてきています。
・コミュニティ・スクールを平成２９年度には小学校全１４校で、平成３０年度に
は中学校全６校で実施しました。地域・保護者の組織的かつ継続的な連携と協働体
制の確立が進みました。
・平成２９～３０年度の２年間で志津南小、老上中、松原中学校の校舎棟、常盤小
学校の体育館の大規模改修工事と渋川小、玉川小、草津第二小、老上小、笠縫東
小、南笠東小、草津中、玉川中学校の非構造部材改修工事を実施し、施設の更新と
非構造部材の耐震対策の効果が見えました。
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■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29

◆学校教育の充実

「学校教育が充実し
ている」と考える市
民が増える！

学校教育の充実に満
足している市民の割
合

％

目標値

H24 H25 H26 H27

－ 29.0 32.0 35.0

実績値 27.1 27.4 29.3 29.5

学校での教育が子ど
もを生き生きさせて
いる!

「授業がわかる」と
感じている児童生徒
の割合

目標値 88.0 88.0

実績値 89.6 87.4 89.2 87.7 86.2 85.2 － －

89.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

◆学校施設の整備
子どもの学習環境が
充実している！

小・中学校の耐震化
率

％

目標値 －

小中学校の大規模改
修計画(H24～H28)
の進捗率(進捗面積/
計画面積)

目標値

93.7 100.0 100.0

実績値 87.4 93.9 100.0

目標値

100.0

29.0 61.0 85.0 100.0

実績値 29.0 52.0 75.0 100.0

91.6 90.9 90.7 89.3 －

91.0 91.0 92.0 92.0 92.0 92.0

－

◆青少年の健全育成
青少年が地域の中で
健やかに成長してい
る！

青少年からの相談件
数

件
目標値 － 1,200 1,200 1,200

◆児童・生徒の支援
体制の充実

子どもが安全に、安
心して学習に取り組
めている！

「学校生活が楽し
い」と感じている児
童生徒の割合

％

840 704 984 863

700

93.0 93.0

実績値 91.8 90.8

700 700 700

実績値 680 841 673 755
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

Ｈ27.3 ふれあいグラウンド改修工事完了

まちづくり
の基本方向 「人」が輝くまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

生涯学習・スポーツ

① 誰もが楽しく生きがいを感じ、生涯を通じて自己を高めることができるよう、学習できる環境を充実していきます。
② 家庭・地域・学校の連携のもとで行っている地域協働合校については、大学等との連携、地域に貢献できる人材の育成な
どを進めて、地域社会のますますの発展へと結びつけていきます。
③ 市民が心身ともに健やかな生活を送ることができるよう、誰もが自分の健康状態や年齢、体力に合わせたスポーツを楽し
むことができる環境づくりを進めます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

Ｈ30.3 「体系的な生涯学習システムの構築」につ
いての提案

①
生きがいのある心豊かな生活を送るため、生涯学習ガイドブック「誘・遊・
友」による学習情報の提供や、立命館大学等との連携による講座を実施する
ことで、多様な学習ニーズへの対応に努めました。また、「学びや経験を生
かす」学習ボランティア活動を推進するため、「草津市ゆうゆうびとバン
ク」の発行を行い、学習ボランティアの登録促進を行いました。また、バン
ク登録者による講座を開催することで、多くの市民が学びの場に参加する機
会の提供を行うことができました。
図書館においては「草津市の図書館計画」に基づいて今まで図書館を利用さ
れていない市民へ向けた利用拡大のための施策や機能充実に取り組みまし
た。また学習情報の拠点として、年齢・対象別の事業の実施や小学・中学・
高校との連携強化など読書環境の整備に努めました。他施設・他機関との連
携も深めながら地域の中の情報拠点として、まちづくり、地域づくり、すべ
ての市民に役立つ図書館を目指した、市民サービスの拡大が図れつつありま
す。
②
地域協働合校活動においては、市内全小学校に地域コーディネーターを配置
し（平成３１年度からは社会教育法に位置付けられた「地域学校協働活動推
進員」としての委嘱を開始）、学校と地域のパイプ役として多くの地域資源
や人材を発掘・活用した事業を実施しました。地域協働合校の活動を通じ
て、多くの市民が社会・地域とつながることができ、これからの地域を支え
る土壌である「ひとづくり」への一歩として効果があったと考えられます。
また、地域特有のふるさと体験活動や、伝統食の調理、防災体験など、それ
ぞれの特色を生かした体験型事業が主流となっており、内容面での充実が図
られつつあります。
③ 市民が心身ともに健やかな生活を送ることができるよう、社会体育施設の
計画的な改修や、「草津市民スポーツレクリエーション」や「チャレンジス
ポーツデー」といったイベントの開催など、誰もが気軽にスポーツを楽しむ
ことができる環境づくりを進めました。

Ｈ22.9 三ツ池運動公園供用開始

Ｈ27.4～ 「地域コーディネーター」を市内7小学校
地域協働合校推進組織に設置

Ｈ27.11 志津運動公園の廃止
三ツ池運動公園防球ネット設置工事完了

Ｈ28.3 社会教育事例集の発行

Ｈ27.4

Ｈ29.9 三ツ池テニスコート暫定供用開始

・人生１００年時代が到来している中、講座全般について、参加者が固定化・高齢化し
ていることから、より幅広い世代にそれぞれの講座に参加いただくことで継続した学び
を進めることが必要となってきています。
・個々の学びが地域の課題解決に繋がっていないという課題があります。
・多様化する学習ニーズに応えるために、個々の学びや経験を活かしながら学びを深め
る学習ボランティア事業の活性化を図る必要があります。
・図書館では、市民の読書環境を整備するため、必要な資料の充実を図る必要がありま
す。
・長年の事業の推進により「地域が子どもを見守り育てる」といった意識が定着してき
ており、また、小学校に地域コーディネーターが配置されたことにより、コーディネー
ターのネットワークを生かして、支援者の確保や新たな活動の広がりといった効果が生
まれていますが、事業内容の固定化、支援ボランティアの固定化や高齢化といった課題
があり、負担軽減を視野に入れた関わり方を検討する必要があります。
・社会体育施設等の老朽化が進んでおり、安全にスポーツ活動に取り組めるよう、継続
して施設改修等を行う必要があります。
・高齢化が進む中、スポーツを通じた健康づくりのニーズがますます高まっていること
から、個々のライフステージに応じ、健全で豊かなスポーツライフに向けた取り組みを
行う必要があります。

「地域コーディネーター」を市内全小学校
地域協働合校推進組織に設置

Ｈ29.4 各学区・地域の「市民センター（公民
館）」を廃止し、地域まちづくりセンター
を設置
「学びの地域支援講座」開講

Ｈ28.4～

「草津市の図書館運営計画」の策定

Ｈ28.3 草津市スポーツ推進計画策定

Ｈ23.4 草津市スポーツ振興計画策定

Ｈ26.8 （仮称）野村スポーツゾーン整備基本計画
策定

Ｒ1.6 ＹＭＩＴアリーナ供用開始

Ｈ30.10 ＩＣタグによる図書館システムの運用開始

Ｈ31.4～ 「地域学校協働活動推進員」委嘱

Ｈ30.11 （仮称）草津市立プール整備基本計画策定
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆生涯学習施設の整備・充実とネットワーク化
専用の文化芸術等の展示・発表の場、また、絵画・工芸等の専用の実習室や
オーケストラ、吹奏楽、合唱団等の練習の場の充実が求められます。
◆生涯学習活動の振興
より多くの市民の、多様な生涯学習ニーズに応えられるよう、講座等のいっそ
うの充実を図ることが求められます。
◆地域学習社会の形成
地域づくりの取り組みとの連携をさらに強め、また、子どもがより主体的に取
り組むことのできる段階へと移行を図っていく必要があります。
◆市民スポーツの振興
市民スポーツの一層の振興のため、スポーツによる仲間づくり・健康づくりの
支援や、施設・設備の整備などが求められています。

◆生涯学習の振興
地域協働合校の開始以降、大人と子どもの協働による地域学習社会づくりを進めて
きましたが、子どもがより主体的に取り組むことのできる段階への移行を図ってい
く必要があります。
◆市民スポーツの推進
市民スポーツのいっそうの推進のため、スポーツによる仲間づくり・健康づくりの
支援や、施設・設備の整備などが求められています。

◆生涯学習・スポーツの充実ー生涯学習機会の充実
多様な生涯学習ニーズに応えられるよう、講座等の充実を図るとともに、スポーツ
に関わる関係団体との連携・協力を強化しながら、市民の豊かで健康的な生活を支
援する取り組みを進める必要があります。
◆地域協働合校の推進
子どもの「豊かな学び」を伸ばし、ひいては地域を支えるひとづくりとしていくた
め、より多くの地域の人たちが関わる活動を進めていくことが求められています。

◆生涯学習施設の整備・充実とネットワーク化
市民の生涯学習活動は、活発な広がりを見せていますが、その活動や成果を発
表するための場が不足しています。
◆生涯学習活動の振興
学びを通しての“生きがいの発見”の機会づくりは、市民が生涯にわたって充
実した生活を送るうえで、ますます欠かせないものとなってきています。
◆地域学習社会の形成
地域協働合校の開始以来、地域の子どもと大人が、学び・かかわり・喜び・認
め合って協働し、「共育ち」を得る地域学習社会づくりを進めてきています。
◆市民スポーツの振興
スポーツは、楽しみ・仲間づくり・健康づくりなど、市民が生涯にわたって健
康で豊かな生活を送るうえで様々な効果があり、多くの市民が親しんでいま
す。

◆生涯学習の振興
学びを通しての“生きがい発見”の機会づくりはますます重要となっていますが、
市民の生涯学習の活動や成果を発表するための場が不足しています。
◆市民スポーツの推進
スポーツは、楽しみ・仲間づくり・健康づくりなど、市民が生涯にわたって健康で
豊かな生活を送るうえで様々な効果があり、多くの市民が親しんでいます。

◆生涯学習・スポーツの充実ー生涯学習機会の充実
学びやスポーツを通しての“生きがい発見”の機会づくりは、市民が生涯にわたっ
て豊かで健康的な生活を送るうえでますます欠かせないものとなっています。
◆地域協働合校の推進
平成10年に開始した地域協働合校が定着しており、各小学校に地域とのパイプ役で
ある地域コーディネーターを配置し、さらにその活動の充実を図っています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

20



39.0 40.0 41.0

実績値 38.3 38.0 － －

50.852.7 56.9 49.1 51.9 54.8 50.0

38.0

50.0 52.0 54.0 56.0

◆地域学習社会の形
成

世代の交わりのもと
で地域の学びが深ま
る！

地域協働合校の参加
者数

千人
（延べ）

地域協働合校事業に
関わる大人の数

人

47.0 48.0 50.0

◆市民スポーツの振
興

スポーツを楽しむ市
民が増える！

スポーツに親しむ市
民の割合

％

目標値 －

学びやスポーツを通
して生きがいを感じ
ている人の割合

目標値

実績値 45.4

50,900 50,900

実績値 41,342 36,316 － －

173.0 176.0 179.0

実績値 約140.0 約140.0 約140.0 約139.0

目標値 －

目標値 46,200 48,500

実績値 － 16,621 28,175 23,363

28,250 28,300 28,350 28,400

実績値 27,685 25,327 25,728 26,561

◆生涯学習活動の振
興

暮らしの中で「学
び」を楽しむ市民が
増える！

生涯学習ガイドブッ
ク「誘遊友」に掲載
の講座の受講者数

人
目標値 －

生涯学習講座の参加
者数

件
目標値

16,600 16,700 16,800

◆生涯学習施設の整
備・充実とネット
ワーク化

いつでも誰でも楽し
く集って学べる！

「ゆうゆうびと講
座」の参加者数

人
目標値

H24 H25 H26 H27

－ 140 150 160

実績値 122 216 132 143

◆生涯学習施設の整備・充実とネットワーク化
・昭和５８年開館の市立図書館は、経年劣化等に伴い、設備等の老朽化に対応
するため大規模改修工事を実施した。
・各市民センター（公民館）において生涯学習にかかる各種講座等の実施およ
び自主教室等貸館業務を行なうことにより、地域活動の促進につながり、地域
の活動拠点としての役割を果たした。
◆生涯学習活動の振興
・「立命館びわこ講座」については、市民の関心が高い分野を中心に実施し、
平成23年度から「草津」に関する内容をプログラムに取り入れながら講座を開
講し、講座終了後に実施した内容を市ホームページでも紹介するなどし、内容
の充実に努めた。また、「淡海生涯カレッジ草津校」については、「環境文化
の創造」をテーマに８カ月にわたる連続講座として実施した。
・学習ボランティア人材情報誌「草津市ゆうゆうびとバンク」を作成し、公民
館や学校、公共施設に設置し、市民の生涯学習活動への支援を行った。また、
バンク登録者を支援する「ゆうネットくさつサポーター」と協力し、「ゆうゆ
うびと講座」等における講師とするなど、学習ボランティア活動の育成・支援
を行った。さらに、ゆうゆうびとバンク登録者による地域協働合校推進事業へ
の参加の割合が増加傾向にあり、学校活動への支援にも寄与した。
◆地域学習社会の形成
・平成１０年度から取組みを継続してきた結果、「地域協働合校」が目指す理
念・基本方針が市民に定着し、多くの市民の協力のもと継続的に事業の実施が
できている。
・地域の教育資源（人・もの）の活用を効果的に図れるよう、地域の方に様々
な面で支援していただけるように努めた。（例：地域の方に学区・地区での活
動や学校の授業、クラブ活動での指導者、ボランティア等として支援していた
だいた。）
・ゆうゆうびとバンク登録者に地域協働合校推進事業への指導者として参加し
ていただき、その割合が計画前に比べて増加し、幅広い体験・学習活動を行う
ことができた。
◆市民スポーツの振興
・スポーツ関係団体と連携を図り、スポーツ教室の増加など、市民がスポーツ
を親しめる環境づくりに努めた結果、スポーツ実施率の向上につながった。
・社会体育施設の整備や改修に向けた準備業務を進めた。

◆生涯学習の振興
・生きがいのある心豊かな生活を送るため、生涯学習の機会や情報提供を行うとと
もに、「学びや経験を生かす」学習ボランティア活動の支援を行いました。
・学習情報の拠点として、幅広い年齢層の市民が参加できる図書館事業の実施や
小・中学校の学校図書館との連携強化など読書環境の整備の充実に努めました。
・地域協働合校活動において、市内全小学校に地域コーディネーターを配置し、学
校と地域のパイプ役として多くの地域資源や人材を発掘・活用した事業を実施しま
した。
・ベンチマークは目標値に達しませんでしたが、講座や生涯学習イベント、地域協
働合校活動を通じて、多くの市民が社会・地域とつながることができ、図書館で
も、人口増加の中利用率20％を維持することができました。これからの地域を支え
る土壌である「ひとづくり」への一歩として効果があったと考えられます。
◆市民スポーツの推進
・市民スポーツのいっそうの推進のため、スポーツによる仲間づくり・健康づくり
の支援や、施設・設備の整備などを行いました。
・平成25年度からの4年間で、必要な施設・設備の改修を行った結果、施設利用者
の満足度が増加しました。

◆生涯学習・スポーツの充実
・立命館大学と共催で「立命館びわこ講座」を、市主催で「学びの地域支援講座」
等を開講しました。また、市や社会教育関係施設で実施する生涯学習に関する講座
やイベント等の情報を集めた生涯学習ガイドブック「誘･遊・友」を発行するなど、
様々なアプローチ方法での学習情報の配信に努めました。さらに、学習ボランティ
アを育成し、広く市民の生涯学習を支援するため、「ゆうゆうびとバンク」の登録
制度の運用、各種支援を行いました。
・スポーツ協会・体育振興会・総合型地域スポーツクラブ・スポーツ推進委員・大
学等との連携・協力を強化し、各種事業を効率的・効果的に取り組み、生涯スポー
ツや競技スポーツ等の市民スポーツ活動を推進しました。
・社会体育施設に必要な修繕や改修等を行うとともに、指導者やボランティアの育
成等を図ることで、誰もが快適にスポーツができる環境を整えます。また、国内
トップレベルのスポーツ等の観戦機会の充実を図り、スポーツに対する関心を高め
ました。
・「スポーツ環境の充実」「新たなにぎわいの創出」「スポーツ健康づくりの推
進」を実現し得る施設として、（仮称）草津市立プールを整備するため、（仮称）
草津市立プール整備基本計画を策定しました。
・生涯学習のきっかけづくりや、市民の学びや知識・経験を生かした社会参加を促
すことが出来ました。
・草津市スポーツ推進計画における各施策内容について、草津市スポーツ推進審議
会を開催し、関係機関と意見交換の場を持つことにより、各施策における実効性の
向上に努めることができました。
・平成３０年度に（仮称）草津市立プール整備基本計画を策定し、（仮称）草津市
立プールの施設整備の方向性等を定めました。
◆地域協働合校の推進
・全小学校に地域コーディネーターを配置し、学校や地域の懸け橋となり活躍して
いただき、地域協働合校の良さを伝えていただくことで事業のさらなる活性化を図
りました。
・地域特有のふるさと体験活動や、伝統食の調理、防災体験など、それぞれの特色
を生かした体験型事業が主流となっており、内容面での充実が図られつつありま
す。

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

・シティセールスの取組は、将来の少子高齢社会を見据えて、自治体が今後も活力を持
続するため、いかに「住民」や「資源」を確保するのか知恵を出し合うものでありま
す。ふるさと寄附件数の増加、たび丸の活動、住みよさランキングなど様々なシティ
セールス活動により、草津市の認知度は徐々に向上していますが、さらに市民や企業、
行政が一丸となって取り組む必要があります。
・草津市文化振興計画に位置付ける重点プロジェクトの展開に向けて、研究や準備を進
めていく必要があります。
・本市の長い歴史の中で生まれ、守り伝えられてきた歴史資産には、担い手の高齢化や
都市化の進行等により、管理・継承が困難な状況になっている地域の文化遺産や、宅地
開発等により明らかになった多くの埋蔵文化財などがあり、これらの的確な保存・活用
に向け、対応を検討していく必要があります。
・草津の歴史などに関心のない層への情報発信やイベントの内容・実施日、時間帯など
に工夫する必要があります。

まちづくり
の基本方向 「人」が輝くまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

市民文化

① 市民文化醸成の取り組みを軸としながら、これまで以上に人と人の出会いとふれあいを活発にしていくことで、市民一人
ひとりが「まちに対する愛着」や「草津市民であることの自負と誇り」を実感し、“ふるさと草津”を語ることができる市
民となっていけるようなまちづくりを進めていきます。
② 歴史資源の適切な保全と活用、伝統文化の継承を図るとともに、市民の芸術・文化活動の振興に努め、多彩で豊かな市民
文化をさらに高めていきます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

Ｒ2.3 史跡芦浦観音寺跡整備基本計画策定

Ｒ2.3 草津市文化財保存活用地域計画策定

Ｒ3.3

史跡草津宿本陣楽座館オープン

Ｈ25.3 草津市シティセールス戦略基本プラン策定

Ｈ27.1 草津クレアホールオープン

Ｈ30.4 草津宿本陣歴史資料調査に着手

Ｈ30.3 草津市文化振興計画策定

Ｒ2.3 史跡草津宿本陣保存活用計画策定

史跡草津宿本陣整備基本計画策定

Ｈ30.5 草津のサンヤレ踊り・芦浦観音寺の日本遺
産認定

①
・計画期間中、「草津市シティセールス戦略基本プラン」を策定し、毎年度
更新するアクションプランに沿って、戦略的な情報発信やふるさと寄附運営
を実施しました。
 ②
・「草津市文化振興条例」の施行および「草津市文化振興計画」の策定を行
い、同条例および同計画に基づき、市民の文化・芸術活動の振興を図るほ
か、市民やアーティストの交流の機会を設けることができました。また、文
化的資産を活用した事業により、文化を生かしたまちづくりに取り組むこと
ができました。
・宅地開発に伴う埋蔵文化財の発掘調査をはじめとした文化財調査の実施
で、地域の貴重な歴史を解明することができました。
・史跡草津宿本陣の第２次保存整備事業を完了し、貴重な文化財の保護を図
ることができました。
・市民の参画を得ながら、指定未指定を含む本市のすべての文化財の保存活
用に向けた取り組みを進めるため、「草津市歴史文化基本構想」を策定しま
した。
・史跡草津宿本陣の魅力向上を図るとともに、広く市域内外にその魅力を発
信するため、その歴史を展示・紹介する楽座館を建設しました。

Ｈ23.4 草津アミカホールに指定管理者制度導入

Ｈ26.4

Ｈ31.3 史跡芦浦観音寺跡保存活用計画策定

Ｈ31.3 草津市歴史文化基本構想策定

Ｒ1.6 街道交流館の開館20周年記念事業として
テーマ展やトークショーを実施

Ｈ30.3 史跡草津宿本陣第２次保存整備事業の完了

Ｈ29.7 草津市文化振興条例施行
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第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆市民文化の醸成
・市民が“ふるさと草津の心”を持ち、草津市に愛着や誇りを持っていただけ
るよう草津市の魅力を戦略的かつ効率的・効果的に発信するため、シティセー
ルスのあり方を検討し、草津市シティセールス戦略プラン策定のための、基礎
調査報告書をまとめた。
・市民の文化芸術の振興につながるよう種々の事業展開を行い、市民の文化芸
術に親しむきっかけづくりにするとともに、気軽に触れることのできる機会の
提供をすることができた。
・「ふるさと草津俳句会」の投句数が減少傾向にある。
・草津アミカホールについては平成２３年度から指定管理者制度を導入し、自
主事業数や集客人数が大幅に増え、多くの市民に利用していただくことができ
た。
◆歴史資産の保全と活用
・埋蔵文化財の発掘調査については、原因者と調整を図りながら調査を着実に
進めた。
・草津宿本陣の指定地全域の保存整備に向けて、き損建物の修理工事を着実に
進めた。
・史跡草津宿本陣、草津宿街道交流館における公開および普及事業を展開し市
民の歴史文化への理解を深めた。

◆市民文化の醸成
・平成24年度に策定した「草津市シティセールス戦略基本プラン」に基づき、各種
事業を展開しました。
・市民文化への意識を醸成するため、草津市美術展覧会、くさつ市民・アートフェ
スタ等の事業を開催し、市民が気軽に文化に触れることができる機会を提供しまし
た。
・主なものとして「ＫＵＳＡＴＳＵ ＢＯＯＳＴＥＲＳ」設置、くさつ魅力発信塾の
開催（魅力発見ＣＭ作成等）、たび丸によるＰＲ活動、ふるさと寄附制度の活用、
イナズマロックフェスティバル前哨イベント後援などを行いました。
・平成25年度からの4年間で、ベンチマークの目標値を超える文化行事・催事等の
参加者があり、文化活動に関わる市民を増やすことができました。
◆歴史資産の保全と活用
・各種開発に係り発掘調査を実施し、地域の歴史の実態解明に努めました。
・史跡草津宿本陣の保存整備を計画的に進めるとともに草津宿街道交流館や本陣楽
座館にて文化財の公開および普及啓発事業を実施し、本陣をはじめとする文化財の
魅力発信に努めました。
・プリムタウン土地区画整理事業を始めとする各種発掘調査を計画通り実施し、地
域の貴重な歴史を解明することができました。
・本陣東地区の土蔵2・4の保存修理を実施し、貴重な文化財の保護を図ることがで
きました。また、本陣楽座館では史跡草津宿本陣の調度品の展示、古典落語等の芸
能鑑賞などを行い、多くの方々に文化財等の魅力を発信することができました。

◆文化・芸術の振興
・ふるさと草津の心（シビック・プライド）の醸成のため、草津市シティセールス
アクションプランに沿って、戦略的な情報発信やふるさと寄附運営を実施しまし
た。
・平成２９年度に文化振興条例の施行および文化振興計画の策定を行い、平成３０
年度より同条例および同計画に基づく各取組を開始しました。また、アートフェス
タくさつや市美術展覧会、俳句のまちづくり事業などの各取組を実施した他、クレ
アホールやアミカホールを活用した文化事業を展開しました。
・まちの歴史文化や伝統を理解し、文化財を通じたふるさと意識の醸成や市民文化
の新たな創造に向け、発掘調査や未指定文化財調査をはじめとした文化財調査を進
めるとともに本市の貴重な歴史資産である史跡草津宿本陣の第２期保存整備事業を
完了し、史跡芦浦観音寺跡の今後の保存活用に向けた基本的な方向性となる保存活
用計画を策定しました。また、市民の参画を得ながら、指定未指定を含む本市のす
べての文化財の保存活用に向けた取組を進めるため、草津市歴史文化基本構想を策
定しました。
・市民が草津の歴史文化に愛着を持つことができるよう、例年実施している草津宿
街道交流館でのテーマ展示や歴史講座を実施し、草津宿の魅力発信に努めました。
また、草津宿本陣歴史資料調査に着手、青花紙保存育成事業の実施など、本市の貴
重な歴史の解明と保存継承に向けての取組を行いました。
・平成２９～３０年度の２年間で、ふるさと寄附金額が大きな伸びをみせ、市の認
知度やイメージ向上の効果がみられました。
・上記の各取組を実施し、多様な発表・展示・鑑賞の場を市民へ提供することで、
市民の文化・芸術活動の振興を図ることができました。また、市民やアーティスト
の交流の機会を設けるほか、文化的資産を活用した事業に取り組むことで、文化を
生かしたまちづくりに取り組むことができました。
・史跡草津宿本陣と草津宿街道交流館との両館入館者数
　　平成２９年　３３，０６９人
　　平成３０年　３３，０７２人
・平成２９～３０年度の２年間で、４件の文化財を指定することができ、新たな地
域の歴史資産を保存活用し、次世代へ継承する礎を築きました。
　文化財指定件数
　・平成２９年　３件（全９３件）・平成３０年　１件（全９４件）

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆市民文化の醸成
生活文化・地域文化・芸術文化を継承し、誰もがこれらにふれる機会を充実さ
せ、ネットワーク化を図る必要があります。
◆歴史資産の保全と活用
各種文化財等を適切に保全するとともに、その情報等を積極的に発信し、市民
の貴重な財産を次世代へ大切に継承していく必要があります。

◆市民文化の醸成
生活文化・地域文化・芸術文化を継承し、誰もがこれらにふれる機会を充実させる
ことで、“ ふるさと草津の心（シビック・プライド） ”をさらに醸成していく必要
があります。
◆歴史資産の保全と活用
各種文化財等を適切に保全するとともに、その情報等を積極的に発信し、市民の貴
重な財産を次世代へ大切に継承していく必要があります。

◆文化・芸術の振興
文化を通じた交流や出会いがまちづくりに生かせるよう、文化振興施策を総合的か
つ計画的に実施する必要があります。また、歴史資産を市民の貴重な財産として、
次世代へ継承していく必要があります。
◆歴史資産の保全と活用
・草津の歴史文化の特色である宿場町や街道について関心を高め、ふるさと草津に
愛着をもってもらえる事業展開や情報発信する必要があります。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆市民文化の醸成
市民の草津への愛着や市民文化への意識の高まりなどをまちづくりの中心に組
み入れ、“ふるさと草津の心（シビック・プライド）”を醸成していくことが
求められます。
◆歴史資産の保全と活用
地域に根ざした歴史資産は、まちの歴史や文化、伝統を理解するために、ま
た、市民文化を新たに発展させるために欠くことのできないものです。

◆市民文化の醸成
市民の草津への愛着や市民文化への意識の高まりなどをまちづくりの中心に組み入
れ、“ ふるさと草津の心（シビック・プライド） ”の醸成に取り組んでいます。
◆歴史資産の保全と活用
地域に根ざした歴史資産は、まちの歴史や文化、伝統を理解するために、また、市
民文化を新たに発展させるために欠くことのできないものです。

◆文化・芸術の振興
市民の文化活動を支援するとともに、市民参加を基本とした文化事業に取り組んで
います。また、地域に根ざした歴史資産が市民文化の新たな発展への機会となるよ
う情報発信等に取り組んでいます。
◆歴史資産の保全と活用
・開館20周年を迎えた草津宿街道交流館や史跡草津宿本陣において魅力ある展覧会
や講座、イベント等を開催し、ふるさと草津に対する市民の関心を高めてまいりま
す。
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21.0 22.0 23.0 24.0

実績値 20.9 21.6 － －

28,737 29,553 28,712

◆文化・芸術の振興
みんなが文化を通じ
たまちづくりに参加
している！

文化・芸術の振興が
図れていると思う市
民の割合

件
目標値

30,330

28,500 30,300 30,600 30,900 31,200

34,071 33,348 33,329

－ 27,500 28,000

◆市民文化の醸成
みんなが文化を通じ
たまちづくりに参加
している！

市民音楽祭等文化行
事・催事の参加者
（発表者・出品者・
鑑賞者）数

人
目標値

◆歴史資産の保全と
活用

文化財への興味や理
解を持つ人が増え
る！

史跡草津宿本陣の入
館者等の数

人
(延べ)

目標値

実績値

実績値

約27,000

6,480 6,738

－ 4,500 4,800 5,000 6,450 6,500

2,920 7,945 6,213 6,343

H28 H29

6,600 6,700

6,939 6,846

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H24 H25 H26 H27
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

H24.3 発達支援センターが児童発達支援センター
の指定を受ける。

H24.4 障害児通所支援の支給決定業務を実施

H28.7

H25.4 民間保育施設1施設移転改築定員増

公立幼保施設2施設こども園化

民設児童育成クラブ3施設開設

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

子どもの居場所１か所設置

①
・切れ目ない支援については、保健師・助産師・保育士が相談に対応し、専
門性を活かした相談支援を実施し、継続支援が必要な場合は、個別支援計画
を立てて養育支援会議で報告し、関係機関との連携強化を図ることができま
した。また、専門職による訪問事業において、子育て等に関する不安や悩み
に関する不安の軽減を図るとともに、新たな子育て支援施設であるミナクサ
☆ひろばを開設し、親子交流の場や子育て情報の提供に加え、子育て相談の
場の充実を図りました。
・保育施設等の新規整備等を通じて、保育定員を1,277人分増加させること
ができました。
   また、弾力運用による受入児童数の確保や保育士等の安定的な確保に向け
た取組を通して、待機児童数の解消を図るとともに、就学前教育・保育内容
の充実や保育者のスキルアップに向けた研修・サポート体制の充実に取り組
み、質の高い就学前教育・保育の提供を行うことができました。
・家庭相談員の増員、専門職の配置等家庭児童相談体制の充実を図るととも
に、要保護児童対策地域協議会において、関係機関連携のもと児童虐待の早
期発見と早期対応に努めました。
・児童発達支援センターの指定を受け、通所支援と地域支援の充実に取り組
むとともに、障害児福祉計画を策定し、身近な地域で発達支援のサービスを
利用できるように障害児支援の提供体制の整備に取り組みました。また、乳
幼児期から成人期にかけて関係機関と連携しながら切れ目ない支援の推進を
図るため、第2期草津市発達障害者等支援システムの整備に向けた行動指針
を策定しました。
・多様な保育ニーズに対応できる児童育成クラブの充実のため、支援員等の
専門性の向上を図るとともに、入会希望者数の増加に合わせて子ども・子育
て支援事業計画で定めた以上の定員の確保を進め、待機児童の解消に努めま
した。
・ひとり親家庭の自立と生活の安定のため、母子・父子自立支援員が相談に
対応し、児童扶養手当の給付、日常生活の支援、就労支援制度の推進、子ど
もの居場所の提供を行うことができました。
・児童手当等の支給や乳幼児・小中学生の医療費助成等により、子育て家庭
の経済的負担の軽減を図りました。

H22.4 民間保育施設改築定員増

H23.4 家庭的保育施設3施設創設

民間保育施設1施設創設

小規模保育施設6施設創設

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

子ども・子育て
① 子どもの健やかな育ちを守るとともに、家族のあり方の変化に応じて多様化が進んでいる子育て支援のニーズに対応し、
保育・在宅保育支援の充実を図っていきます。また、地域ぐるみの子ども・子育ての見守り・応援の取り組みを強めていきま
す。

民間保育施設1施設分園創設

H29.4 小規模保育施設2施設創設

民間保育施設1施設増築定員増

家庭的保育施設2施設創設

H26.4 民間保育施設1施設増築定員増

H28.4

民間保育施設1施設分園創設

民設児童育成クラブ3施設開設

民間保育施設1施設分園創設

H27.4 民間保育施設2施設増築定員増

民間保育施設1施設認可化移行

・核家族化や地域とのつながりの希薄化が進んでいることから、妊娠や家庭での子育て
等に不安等があるときに、気兼ねなく相談をしていただける環境を整えるよう取り組み
を進めていますが、今後は関係機関との連携をより緊密なものにしていく必要がありま
す。また、草津市の子育て支援について、市民の皆さまが十分に認識をしているとはい
えない状況にあることから、草津市の取り組みについて周知に努める必要があります。
・「草津市子ども・子育て支援事業計画」の中間見直しを平成29年度に実施したとこ
ろ、保育需要が当初計画を上回る水準で推移していることが判明し、新たな定員の確保
が必要となったことから、民間保育所の新設に係る公募等を実施し、保育定員の確保を
図っております。
　また、就学前の学びが小学校以降の教育につながっていくよう、教育委員会や小学校
と連携し研究や実践に取り組むとともに、待機児童の解消および質の高い就学前教育・
保育の実施のために不可欠である保育士等の安定的な確保と人材育成を強化していく必
要があります。
・児童虐待防止に対する相談件数は年々増加しています。相談員の増員を行いました
が、相談ケースの複雑化や対応の長期化等から相談員が抱えるケース数は飽和状態にあ
ります。
・医療的ケア児から発達障害まで、障害児支援のニーズの多様化が進み、サービスの利
用者も増加する一方で、サービスの利用につなげ、関係機関との連携が求められる障害
児相談支援事業所が地域に不足しています。
・就学前保育の需要の増大等の影響から、放課後児童の居場所に対する需要も増加して
います。
・ひとり親家庭の自立支援においては、貧困の連鎖防止の観点から、親への支援に加え
て、子どもへの支援についても強化する必要があります。
・児童手当については、子育て家庭の経済的負担の軽減を図るとともに、手続きの簡略
化を図っていきます。

小規模保育施設定員拡大

H28.6 健康増進課内に子育て相談センターを設置

小規模保育施設2施設創設

民間保育施設3施設創設

民間保育施設1施設定員増

家庭的保育施設定員増

家庭的保育施設1施設創設

民設児童育成クラブ4施設開設
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民設児童育成クラブ3施設開設

子どもの居場所２か所目設置R1.6

民間保育施設1施設こども園化定員増

民間保育施設1施設創設

R2.12 市北部の子育て支援中核拠点施設として
「（仮称）市民総合交流センター子育て支
援拠点施設」を開設予定

H31.4 民設児童育成クラブ2施設開設

第2期草津市発達障害者等支援システムの
整備に向けた行動指針策定

①
・切れ目ない支援については、保健師・助産師・保育士が相談に対応し、専
門性を活かした相談支援を実施し、継続支援が必要な場合は、個別支援計画
を立てて養育支援会議で報告し、関係機関との連携強化を図ることができま
した。また、専門職による訪問事業において、子育て等に関する不安や悩み
に関する不安の軽減を図るとともに、新たな子育て支援施設であるミナクサ
☆ひろばを開設し、親子交流の場や子育て情報の提供に加え、子育て相談の
場の充実を図りました。
・保育施設等の新規整備等を通じて、保育定員を1,277人分増加させること
ができました。
   また、弾力運用による受入児童数の確保や保育士等の安定的な確保に向け
た取組を通して、待機児童数の解消を図るとともに、就学前教育・保育内容
の充実や保育者のスキルアップに向けた研修・サポート体制の充実に取り組
み、質の高い就学前教育・保育の提供を行うことができました。
・家庭相談員の増員、専門職の配置等家庭児童相談体制の充実を図るととも
に、要保護児童対策地域協議会において、関係機関連携のもと児童虐待の早
期発見と早期対応に努めました。
・児童発達支援センターの指定を受け、通所支援と地域支援の充実に取り組
むとともに、障害児福祉計画を策定し、身近な地域で発達支援のサービスを
利用できるように障害児支援の提供体制の整備に取り組みました。また、乳
幼児期から成人期にかけて関係機関と連携しながら切れ目ない支援の推進を
図るため、第2期草津市発達障害者等支援システムの整備に向けた行動指針
を策定しました。
・多様な保育ニーズに対応できる児童育成クラブの充実のため、支援員等の
専門性の向上を図るとともに、入会希望者数の増加に合わせて子ども・子育
て支援事業計画で定めた以上の定員の確保を進め、待機児童の解消に努めま
した。
・ひとり親家庭の自立と生活の安定のため、母子・父子自立支援員が相談に
対応し、児童扶養手当の給付、日常生活の支援、就労支援制度の推進、子ど
もの居場所の提供を行うことができました。
・児童手当等の支給や乳幼児・小中学生の医療費助成等により、子育て家庭
の経済的負担の軽減を図りました。

H31.3

公立幼保施設1施設こども園化

家庭的保育施設定員増

H30.4

小規模保育施設2施設創設

市南部の子育て支援中核拠点施設として
「ミナクサ☆ひろば」を開設

子ども家庭部に課として子育て相談セン
ター（子育て分野を強化）を設置

第1期障害児福祉計画策定

・核家族化や地域とのつながりの希薄化が進んでいることから、妊娠や家庭での子育て
等に不安等があるときに、気兼ねなく相談をしていただける環境を整えるよう取り組み
を進めていますが、今後は関係機関との連携をより緊密なものにしていく必要がありま
す。また、草津市の子育て支援について、市民の皆さまが十分に認識をしているとはい
えない状況にあることから、草津市の取り組みについて周知に努める必要があります。
・「草津市子ども・子育て支援事業計画」の中間見直しを平成29年度に実施したとこ
ろ、保育需要が当初計画を上回る水準で推移していることが判明し、新たな定員の確保
が必要となったことから、民間保育所の新設に係る公募等を実施し、保育定員の確保を
図っております。
　また、就学前の学びが小学校以降の教育につながっていくよう、教育委員会や小学校
と連携し研究や実践に取り組むとともに、待機児童の解消および質の高い就学前教育・
保育の実施のために不可欠である保育士等の安定的な確保と人材育成を強化していく必
要があります。
・児童虐待防止に対する相談件数は年々増加しています。相談員の増員を行いました
が、相談ケースの複雑化や対応の長期化等から相談員が抱えるケース数は飽和状態にあ
ります。
・医療的ケア児から発達障害まで、障害児支援のニーズの多様化が進み、サービスの利
用者も増加する一方で、サービスの利用につなげ、関係機関との連携が求められる障害
児相談支援事業所が地域に不足しています。
・就学前保育の需要の増大等の影響から、放課後児童の居場所に対する需要も増加して
います。
・ひとり親家庭の自立支援においては、貧困の連鎖防止の観点から、親への支援に加え
て、子どもへの支援についても強化する必要があります。
・児童手当については、子育て家庭の経済的負担の軽減を図るとともに、手続きの簡略
化を図っていきます。

H30.3
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆母子保健等の充実
少子化や小世帯化、都市化と地域関係の希薄化、若年・高齢出産の増加、社会
経済情勢の悪化などにより、家庭の“子育て力”が弱まっています。
◆就学前教育・保育の充実
学びの基礎となる体力や豊かな情操、道徳性を培うために幼稚園、保育所
（園）において就学前の子どもの教育・保育を実施しています。
◆放課後児童対策の充実
放課後児童の家庭に代わる生活の場として良好な環境のもと、遊びや生活を通
したその子どもの健全育成を図っています。
◆地域ぐるみの子ども・子育て支援
子育てに不安や悩みを抱える家庭が増え、さらには子育て家庭の経済的困窮や
児童虐待問題なども増加し深刻化しています。

◆母子保健等の充実
少子化や小世帯化、都市化と地域関係の希薄化、若年・高齢出産の増加、社会経済
情勢の悪化などにより、家庭の“子育て力”が弱まっています。
◆就学前教育・保育の充実
女性の社会進出や経済情勢の悪化等に伴う共働きの増加や就労形態の多様化によ
り、保育需要の増大や多様な保育ニーズが発生しています。
◆放課後児童対策の充実
放課後児童の家庭に代わる生活の場として良好な環境のもと、遊びや生活を通した
子どもの健全育成を図っています。
◆地域ぐるみの子ども・子育て支援
子育てに不安や悩みを抱える家庭や、経済的困窮の家庭、ひとり親家庭が増えてい
ます。また、児童虐待相談件数も増加しています。

◆切れ目のない子育て支援
少子化や小世帯化、都市化と地域関係の希薄化、若年・高齢出産の増加、社会経済
情勢の悪化などにより、家庭の“子育て力”が弱まっています。
◆就学前教育・保育の充実
女性の社会進出等に伴う共働きの増加や就労形態の多様化により、保育需要の増大
や多様な保育ニーズが発生しています。
◆安心して子育てができる環境づくり
子育ての悩みがある家庭や、ひとり親家庭、経済的困窮の家庭が増え、児童虐待相
談件数も増加しています。また、放課後児童の居場所に対する需要が増加していま
す。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆母子保健等の充実
「子育てが孤立している」「子どもとの接し方がわからない」など、子育てに
不安や問題を抱える家庭を、地域社会として支援する必要があります。
◆就学前教育・保育の充実
就学前の教育の充実を図るために、幼保が連携し、教育・保育の取り組みの統
一を図る必要があります。
◆放課後児童対策の充実
必要とする放課後児童がすべて入会できる児童育成クラブ等の整備と、その毎
日の生活の場としての環境の充実が求められています。
◆地域ぐるみの子ども・子育て支援
地域の子育て支援ネットワークの充実とともに、特別な支援を必要とする子ど
もと家庭については、その自立を促進する基盤の強化が求められています。

◆母子保健等の充実
「子育てが孤立している」「子どもとの接し方がわからない」など、子育てに不安
や問題を抱える家庭を、地域社会として支援する必要があります。
◆就学前教育・保育の充実
待機児童の解消と合わせ、幼児教育・保育の質的な充実を図るとともに、幼保の連
携強化と保育・教育内容の統合化を図る必要があります。
◆放課後児童対策の充実
必要とする放課後児童がすべて入会できる児童育成クラブの整備と、日々の生活の
場としての環境の充実が求められています。
◆地域ぐるみの子ども・子育て支援
子育て支援の充実とともに、特別な支援を必要とする子どもと家庭には、関係する
機関が連携を図りながら支援に取り組むことが求められています。

◆切れ目のない子育て支援
「身近に相談できる人がいない」「子どもとの接し方がわからない」等、」家庭で
の子育てに不安等があるときに、気兼ねなく頼れる相談機能の充実が求められてい
ます。
◆就学前教育・保育の充実
待機児童の解消が喫緊の課題であるほか、幼保の連携強化や、就学前教育・保育の
内容の統合および質の向上を進める必要があります。
◆安心して子育てができる環境づくり
特に配慮が必要な子どもと家庭に対し、手を差し伸べ、関係機関が連携し、寄り
添って対応する必要があります。児童育成クラブの整備と多様なニーズへのさらな
る対応が求められています。
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第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆母子保健等の充実
・H18.4.1にオープンした「草津市小児救急医療センター」は、H23.3.31ま
で5年間延べ87,928人の子どもの急患を診療してきたが、社会医療法人誠光会
草津総合病院を同センターの開設・運営を行う病院としての指定更新を目前に
小児科医師の確保が出来なかったことから、H23.4.8に指定取消しとなり、そ
の後も休止状態が継続している。
・新生児訪問（すこやか訪問）は全数訪問を目指し、未訪問のケースに対し通
知による個別勧奨を実施し訪問率の向上を図るとともに、未訪問ケースについ
ては、関係機関との連携により状況把握を行い、養育者の子育て支援に努め
た。さらに、少子化対策の一環として、H24年度より不育治療費助成事業を実
施し、経済的負担の軽減を図り、母子保健サービスのさらなる充実に努めた。
◆就学前教育・保育の充実
・私立認可保育園１園の新設と1園の増改築により、１６０人の保育定員増を行
い、引き続き、３園の増改築・分園整備を推進した。
・平成２２年度から、家庭的保育事業を開始し、平成２４年度までに６箇所
（定員計１８人）の開設を行った。
・公立幼稚園において、耐震化を完了するとともに、老朽化が進む笠縫幼稚園
の園舎改築を実施した。
・公立保育所において、耐震化を推進するとともに、老朽化が進む第五保育所
の園舎改築に着手した。
・発達障害への認知度の高まりと、切れ目のない相談支援の継続を求める利用
のニーズを受け、通所支援、地域支援、相談支援を一体的に行なう「発達支援
センター」として再編した。また、早期療育を実施する湖の子園では、事業内
容を充実し、週５日通園のクラスを設置し、毎日の生活リズムを積み上げ、保
育所・幼稚園など更に大きな集団にスムーズに移行していけることを目指し
た。
◆放課後児童対策の充実
・放課後児童の居場所となる児童育成クラブの施設整備や施設改修を行うこと
により、就学児童を持つ家庭の仕事と子育ての両立を支援することができた。
・「放課後子ども教室」については、学童保育対象学年の延長のためのモデル
事業として実施してきたが、市内の小学校に空き教室がほとんどなく、実施で
きる曜日や時間帯が限られること、また活動を支えていただく地域の方々によ
るサポーターの安定的な確保が困難であることなどの課題があったなかで、児
童育成クラブの受け入れ対象学年を段階的に引き上げたこと、定員や施設の拡
充を図ったことなど、児童育成クラブ事業の充実に努めたことから、平成２３
年度をもって終了とした。
◆地域ぐるみの子ども・子育て支援
・つどいの広場については、草津駅前に増設するなど、事業の拡大を図り、利
用者の増加を図ることができた。また、市子育て支援センターやファミリー・
サポート・センターを、市庁舎内に移転し、市民の方が利用しやすいよう、子
育て支援の総合窓口として、ワンストップサービスを提供するなど、充実を
図った。
・家庭児童相談室の体制を充実するとともに、関係機関と連携し、児童虐待の
対応や予防に努めた。
・児童扶養手当受給資格者が父子家庭についても拡大され、相談業務等につい
てもひとり親家庭への支援の充実を図った。
・平成２２年度からの「子ども手当」（平成２４年度から「児童手当」に変
更）の導入により、子育ての経済的負担の軽減を図った。

◆母子保健等の充実
・妊娠・出産・子育てにかかる母親の不安を軽減するため相談や支援体制の充実を
図りました。
・子育て相談センターを開設し、専門職による総合相談窓口として周知するととも
に、母子健康手帳の発行を機に、必要な支援につなげることができました。
・産後電話相談や産後ケア事業の実施により、産後から子育て初期の不安を抱える
母親への支援ができました。
◆就学前教育・保育の充実,
・平成27年度に草津市就学前教育・保育カリキュラムを策定し、保育所・幼稚園・
こども園が協働して、創意工夫ある教育・保育内容の創造に努めました。
・発達支援が必要な子どもに対して支援し、待機児童の解消のために施設整備を行
いました。
・保育需要の増大や多様な保育ニーズに対応するため、民間保育所等を新たに6園、
小規模保育施設を8園開設するなど、施設整備による定員拡大を行い、待機児童の解
消に努めてきました。
◆放課後児童対策の充実
・児童育成クラブの運営の充実や民設児童育成クラブの整備の促進等により、仕事
と子育ての両立を支援し、放課後児童の健全育成を図りました。
・平成25年度からの4年間で公設児童育成クラブ1か所および民設児童育成クラブ6
か所を開設し、待機児童解消を図りました。
◆地域ぐるみの子ども・子育て支援
・子育てに関する不安や負担感の軽減につながるよう地域の子育て支援機能の充実
を図りました。
・相談体制の充実等による要保護児童等の早期発見および適切な保護や支援に取り
組みました。
・1歳までの乳幼児を養育している家庭に子育て応援ヘルパーを派遣し、子育ての不
安・負担の解消を図りました。
・ひとり親家庭の生活の安定を図るため、子どもの居場所づくりに取り組みまし
た。
・児童手当の支給や就学前児童・小中学生の医療費助成により、子育てに伴う負担
軽減を図りました。
・平成26年度には、つどいの広場1か所を新規開設し、子育て支援機能を強化しま
した。
・平成28年度から1歳までの乳幼児を養育している家庭に育児・家事等を行う子育
て応援ヘルパーを派遣することで、家庭環境の安定と家庭の孤立防止を図りまし
た。
・ひとり親家庭の中学生を対象に子どもの居場所を設置し、家庭環境の安定や学習
支援、食の提供を行いました。

◆切れ目のない子育て支援
・子育て相談センターにおいて、専門職による全戸訪問や子育て支援施設の運営等
さまざまな子育て支援施策を通して、妊娠・出産・子育てにおける切れ目ない相談
支援をワンストップで行いました。また、関係機関と連携しながら、必要な情報や
支援を提供しました。
・保健師・助産師・保育士が相談に対応し、専門性を活かした相談支援を実施する
ことができました。また、継続支援が必要な場合は、個別支援計画を立てて養育支
援会議で報告し、関係機関との連携強化を図りました。
・訪問事業においては、平成２９・３０年度ともに９０％以上の家庭に訪問を実施
することができ、様々な不安や悩みへの助言を行うことで、不安の軽減を図ること
ができました。
・子育て支援施設の充実においては、平成３０年度にミナクサ☆ひろばを開設し、
親子交流の場や子育て情報の提供に加え、子育て相談の場の充実を図りました。。
◆就学前教育・保育の充実
・待機児童の解消のため、保育施設等の新規整備等を通じて保育定員の増加を図り
ました。（小規模保育施設整備補助⇒H29：2施設、定員合計38人、H30：2施
設、定員合計38人　／既存民間保育所施設整備補助⇒2施設、定員75人増　※その
他、H30年度から支援を開始し、令和元年中に定員増予定の施設が2施設、定員合
計90人　／新設民間保育所施設整備補助⇒平成30年度から支援を開始し、令和元
年度中に定員増予定の施設が1施設、定員合計80人）
・弾力運用により、平成29・H30年度において173名の入所者数拡大を図りまし
た。
・待機児童の解消のため、保育士確保対策として私立認可保育所等を対象に支援を
実施しました。（保育士宿舎借上支援事業費補助⇒H29：5施設、11人　H30：6
施設、14人　／保育体制強化事業費補助⇒H29：6施設　H30：7施設　／保育士
等処遇改善費補助⇒H29：17施設、678人　H30：19施設、721人）
・保育士トライアル研修や県内初となる保育園バスツアーなどの開催により、保育
士等の安定的な確保と広報活動を強化し、保育士等の確保を行いました。
・市指針やカリキュラム等を活用し、教育委員会との連携のもと、公開保育や授業
などの実践研究や研修会を開催し、就学前教育・保育の質の向上を図りました。
◆安心して子育てができる環境づくり
・要保護児童対策地域協議会において代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会
議を開催し、ケースの進捗管理・情報共有や役割分担等で関係機関相互の連携を深
め、適切なケース対応を行いました。（代表者会議⇒H29：2回、H30：２回　／
実務者会議⇒H29：６回、H30：6回　／個別ケース会議⇒H29：120回、
H30：185回）
・平成29年度に家庭相談員を１名増員、平成30年度に専門職の正規職員（社会福
祉士）を配置し、家庭児童相談体制の充実を図りました。（家庭児童相談件数⇒
H29：1,358件、H30：1,755件　うち虐待相談⇒H29：702件　Ｈ30：949
件）
・母子・父子自立支援員2名による相談体制を整え、日常生活の支援や就労支援制度
の推進、子どもの居場所の提供など、ひとり親家庭の自立と生活の安定を図りまし
た。（児童扶養手当受給者数⇒Ｈ29：685人、Ｈ30：675人　／自立支援教育訓
練給付金⇒Ｈ29：3人、Ｈ30：2人　／高等職業訓練促進給付金⇒Ｈ29：14人、
Ｈ30：13人　／子どもの居場所：１か所）
・発達障害児等の支援が必要な子どもとその家庭に対して、関係機関と連携しなが
ら、相談支援や児童発達支援（療育）等を実施しました。
・障害児福祉計画を策定し、地域の障害児支援の提供体制の整備に取り組みまし
た。
・待機児童の解消のため、民設児童育成クラブの開設による定員の増加を図りまし
た。（民設児童育成クラブ施設整備事業費補助⇒H29：3施設（3小学校区分　定員
合計110人）　、H30：2施設（3小学校区分　定員合計120人））
・児童手当の支給や乳幼児・小中学生の医療費助成等により、子育て家庭の経済的
負担の軽減を図りました。（対象児童数⇒Ｈ29：延べ232，,807人、Ｈ30：延べ
232,，213人）
・平成２９年１０月から、小学１年生から３年生までの医療費の助成範囲を入院に
加えて通院についても拡大をしました。
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H30 R1 R2

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位

◆母子保健等の充
実

子育てに不安を感じ
る人が少なくなる！

すこやか訪問の利用
率

％

H27 H28 H29

98.0

実績値 93.6 97.2 98.0 94.7 94.9 95.8 94.0 96.2

98.0 98..0 98.0 98.0 98.0 98..0目標値 － 95.0 96.0 97.0 98.0

93.2 96.3 － －

◆就学前教育・保育
の充実

安心して子どもを預
けられる！

保育所待機児童数 人
目標値 － 0 0

実績値 92 95 138 144 2 0 －

60 30 0 0 0

－

保育所の入所率（年
度末）

％
目標値 100 100 100 100

実績値 88.5 85.3 91.1 93.4

◆放課後児童対策の
充実

放課後の子どもが地
域で安心して過ごせ
る！

児童育成クラブの定
員

人
目標値 1,080 1,170

実績値 810 870 930 980 1,030 1,040

－ 840 900 970 1,030 1,050

1,235 1,375

◆安心して子育てが
できる環境づくり

子育てに不安を感じ
る人が少なくなる！

子育てしやすいと思
う市民の割合

％
目標値

実績値 約13.0 約17.1 約21.2 約22.5 21.6

◆地域ぐるみの子ど
も・子育て支援

家庭の子育て力が高
まる！

つどいの広場利用数
千人

(延べ)

目標値 － 24.0 29.0 32.0

実績値 82.9 84.5 － －

35.0 38.0 41.0 44.0

25.1 30.1 28.1

82.0 83.0 84.0 85.0
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

草津あんしんいきいきプラン第６期計画を
策定

H25.7 圏域地域包括支援センターを市内６箇所に
設置

H26.3 草津市認知症施策アクション・プランを策
定

H27.3

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

長寿・生きがい

① “元気で長生き”のための健康増進と介護予防の取り組みを充実させるとともに、高齢期における社会参加をいっそう進
めていきます。
また、介護保険制度の適切な運用、生活支援サービスや在宅介護サービスの充実などにより、高齢になっても安心して暮ら
すことができる地域づくりを進めます。 

①
・草津あんしんいきいきプラン第４期計画～第７期計画に基づき、高齢者が
住み慣れた地域で、その有する能力に応じて自立した日常生活を安心して営
むことができるよう、圏域地域包括支援センター設置による高齢者の相談支
援体制の充実や、認知症に関する施策や知識普及と理解促進を計画的に進め
る認知症施策アクション・プランの策定、住民主体により介護予防の推進、
要支援・要介護の状態（総合事業対象者を含む）にあっても、誰もがその人
らしく豊かな高齢期を過ごすための、基盤整備や介護サービスの適正化な
ど、医療・介護・介護予防・住まいおよび自立した日常生活の支援が包括的
に確保される「地域包括ケアシステム」の構築の推進を図り、一人ひとりが
いきいきと輝き、安心して暮らすことのできるまちづくりを推進しました。

H24.3 草津あんしんいきいきプラン第５期計画を
策定

R2,7 （仮称）草津市認知症があっても安心なま
ちづくり条例を制定予定

介護給付等費用適正化事業(主要５事業)を
実施

H28.7 草津市認知症初期集中支援チーム（にっ
く）を設置

H29.4 介護予防・日常生活支援総合事業を実施

H30.3

・高齢者が、自らの生きがいづくりや介護予防のため、就労やボランティア活動など、
様々な社会参加の場を提供し、福祉分野にとどまらない活躍を促す必要があります。
・草津あんしんいきいきプラン第７期計画に基づいて、介護サービスの充実をはじめ、
各種施策・事業を総合的に進める必要があります。

草津市認知症施策アクション・プラン第２
期計画を策定

H30.3 草津あんしんいきいきプラン第７期計画を
策定

H29.9
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆いきいきとした高齢社会の実現
高齢期にある人が、自らの健康を維持し、知識や経験・技術を活かして社会参
加できるよう、そのための機会を充実させていくことが求められています。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
制度理解の促進と個別のニーズを踏まえた適切なサービス提供を基本に、介護
予防や認知症対策へのいっそうの取り組み充実が求められます。

◆いきいきとした高齢社会の実現
高齢期にある人が、自らの健康を維持し、知識や経験・技能を生かして社会参加で
きるよう、そのための機会を充実させていくことが求められています。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
制度理解の促進と個別のニーズを踏まえた適切なサービス提供を基本に、介護予防
や認知症対策へのいっそうの取り組みの充実が求められます。

◆いきいきとした高齢社会の実現
高齢期にある人が、自らの健康を維持し、知識や経験・技能を生かして社会参加で
きるよう、そのための機会を充実させていくことが求められています。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
制度理解の促進と個別のニーズを踏まえた適切なサービス提供とともに、地域での
介護予防や認知症対策へのいっそうの取り組みの充実が求められています。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆いきいきとした高齢社会の実現
いきいきとした高齢社会の実現にむけて、高齢期の健康と生きがいづくりがま
すます重要となってきています。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
誰もが安心して高齢期が迎えられるよう、介護保険サービスを基本とした生活
支援のサービスを基本とした生活支援のサービスを整備して提供していきま
す。

◆いきいきとした高齢社会の実現
いきいきとした高齢社会の実現に向けて、高齢期の健康と生きがいづくりがますま
す重要となってきています。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
誰もが安心して高齢期が迎えられるよう、介護保険サービスを基本とした生活支援
のサービスを整備し提供してきています。

◆いきいきとした高齢社会の実現
いきいきとした高齢社会の実現に向けて、高齢期の健康と生きがいづくりがますま
す重要となってきています。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
誰もが安心して高齢期が迎えられるよう、介護保険サービスや生活支援のサービス
の充実が必要となっています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆いきいきとした高齢社会の実現
支援制度の見直しにより、地域サロンの普及拡大に取り組み、高齢者一人ひと
りがいきいきと輝き、安心して暮らすことのできるまちづくりの推進に寄与し
た。地域サロンの設置数が大幅に増加した。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
・介護予防事業は、各事業とも一定の成果をあげており、特に「いきいき百歳
体操」は、実施団体数が計画（目標）以上の拡がりがあった。また、出前講座
を通じて啓発活動に取り組んだ。
・介護保険サービスは、施設整備量が草津あんしんいきいきプランの第４期計
画通りに達成できた。また、訪問介護サービス利用率、および通所介護サービ
ス利用率も、草津あんしんいきいきプラン第４期計画を大幅に上回り、介護保
険サービスの充実と適切な利用の促進がされている。一方、介護保険制度の適
切な運用については、介護保険料収納率および不服申し立てによる審査差戻し
件数についての指標ともに計画値を達成しており、介護保険制度の適切な運用
がされていると分析する。
・認知症対策は、サポーター養成講座の受講者が増加し、認知症のことを正し
く理解する人が増加することで、地域での認知症の高齢者が暮らしやすい土壌
づくりが進んでいる。
・相談窓口の地域包括支援センターが3職種の専門職（社会福祉士、保健師、主
任ケアマネ）の連携で、総合的な支援が実施できた。また、高齢者支援のた
め、職種ごとの専門性を生かし、他の関係機関と専門職のネットワーク構築を
進めた。
・年金制度の適切な運用については、広報啓発と相談や手続き時の適切な対応
が図られた。

◆いきいきとした高齢社会の実現
・高齢者の自らの健康や社会参加の促進のため、拠点の運営や老人クラブの活動、
高齢者の技能を生かせる場であるシルバー人材センターの活動への支援を行いまし
た。
・老人福祉センターや多世代交流施設において、高齢者の健康づくりや介護予防等
の講座・イベント等の展開、生きがいづくりを推進する老人クラブの活動への支援
を行い、高齢者の社会参加の促進に取り組みました。
・シルバー人材センターを通じて、高齢者の技能を生かし就労できる機会の確保に
取り組み、就労者数（登録会員）が増加しました。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
・草津あんしんいきいきプラン第５期計画・第６期計画に基づき、介護サービスの
充実や介護予防事業の普及、高齢者の相談支援体制の充実を図るなど、一人ひとり
がいきいきと輝き、安心して暮らすことのできるまちづくりに取り組みました。
・市内全ての６中学校区に地域包括支援センターを設置し、高齢者の相談支援体制
の充実を図りました。
・認知症アクションプランを策定し各種事業を実施することで、認知症に関する知
識普及と理解促進を図るとともに、認知症の人と家族への支援を行いました。
・「いきいき百歳体操」や「草津歯(し)口からこんにちは体操」に取組む団体を支援
し、市内で介護予防体操に取り組む団体が増加しました。

◆いきいきとした高齢社会の実現
・高齢者の自らの健康や社会参加の促進のため、拠点の運営や老人クラブの活動、
高齢者の技能を生かせる場であるシルバー人材センターの活動への支援を行いまし
た。
・老人福祉センターや多世代交流施設において、高齢者の健康づくりや介護予防等
の講座・イベント等の展開、生きがいづくりを推進する老人クラブの活動への支援
を行い、高齢者の社会参加の促進に取り組みました。
・シルバー人材センター通じて、高齢者の技能を生かし就労できる機会の確保に取
り組み、就労者数（登録会員）が増加しました。。
◆あんしんできる高齢期の生活への支援
・草津あんしんいきいきプラン第６期計画・第７期計画に基づき、介護サービスの
充実や介護予防事業の普及、高齢者の相談支援体制の充実を図るなど、一人ひとり
がいきいきと輝き、安心して暮らすことのできるまちづくりに取り組みました。
・要支援・要介護の状態（総合事業対象者を含む）にあっても、誰もがその人らし
く豊かな高齢期を過ごすことができるよう、基盤整備と適正な介護保険事務に取り
組み、介護サービスの適正水準の維持・向上を図ることができました。
・介護保険制度等の理解促進と利用支援、要介護認定、ケアマネジメント、事業者
のサービス提供体制および介護報酬請求においてチェック体制を整備し、適正化に
取り組みました。
・高齢者の身近な相談窓口である地域包括支援センターにおいて、市民をはじめ
様々な関係機関や地域の活動団体等から相談を受けました。
・認知症アクションプランを策定し各種事業を実施することで、認知症に関する知
識普及と理解促進を図るとともに、認知症の人と家族への支援を行いました。
・「いきいき百歳体操」や「草津歯（し）口からこんにちは体操」に取り組む団体
を支援し、市内で介護予防体操に取り組む団体が増加しました。
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■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29

◆いきいきとした高
齢社会の実現

高齢期になっても地
域社会で活躍する人
が増える！

地域の組織やグルー
プに加入している65
歳以上の市民の割合

％
目標値

H24 H25 H26 H27

58.0 60.0 47.0 48.0 49.0 50.0－ 71.0 73.0 75.0 54.0 56.0

－

◆あんしんできる高
齢期の生活への支援

困った時に相談でき
る窓口を知っている
人が増える！

高齢者相談件数 件
目標値 － 7,000 7,200 7,600

43.9 42.7 38.0 49.0 40.3 －実績値 約70.0 70.0 81.4 51.5 47.3

8,000 8,100 8,200 8,300

実績値 5,763 10,181 9,031 7,395 11,905 17,564 16,237 17,741

高齢期にある人が地
域で安心して生活で
きる！

高齢期の生活への支
援に満足している市
民の割合

％
目標値 21.0 22.0 23.0 24.0

実績値 20.4 23.2 － －
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

第2次草津市障害者計画策定

Ｈ25.3 第1次草津市障害者計画（後期計画）策定

Ｈ27.3 第4期草津市障害福祉計画策定

Ｈ30.3

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

障害福祉
① 「障害のある人もない人も、誰もが生き生きと輝けるまち」を目指し、障害福祉サービス等の充実などによって生活の安
心・安全を守ることを基本としながら、障害がある・ないにかかわらず、誰もが自らの意思によって自己実現を図ることがで
きる地域社会づくりを進めていきます。

①
・「障害のある人もない人も、誰もが生き生きと輝けるまち草津」を目指
し、直近では平成30年3月に策定した第2次草津市障害者計画および第5期
草津市障害福祉計画・第1期草津市障害児福祉計画において数値目標等を定
め、施策を実施しました。
　具体的には、障害のある人へのさらなる理解が求められる中、障害者福祉
センターにおけるふれあい・交流事業や余暇支援、相談支援事業所による計
画相談支援などのケアマネジメント等を実施することで、誰もが当たり前に
参画できる地域社会づくりのため、障害のある人の社会参加を促進しまし
た。

Ｈ24.3 第3期草津市障害福祉計画策定

Ｈ30.3 第5期草津市障害福祉計画策定

Ｒ3.3 第6期草津市障害福祉計画策定予定

・令和元年度に設置予定の基幹相談支援機能の強化をはじめ、基幹相談を中心とした相
談支援体制のさらなる整備・検討が必要となっています。
・啓発活動等を行い障害のある人へのさらなる理解を進める必要があります。
・就労・余暇活動など地域社会の様々な活動への参加機会の拡充をさらに進めていく必
要があります。
・現在整備中の重症心身障害者通所施設をはじめグループホームや短期入所施設、生活
介護事業所等、利用希望者の受け入れのため新たな施設の整備促進を行っていく必要が
あります。
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆障害のある人の生活支援
３障害統合の障害福祉サービスを提供し、障害のある人の生活のための総合的
な支援ができる体制の整備を進めてきています。
◆障害のある人の社会参加の促進
障害のある人が就労・余暇活動など地域社会の様々な活動に安心して参加でき
るよう、その機会拡充を図る必要があります。

◆共に生きる社会の推進
障害のある人の生活の総合的な支援の体制や、就労・余暇活動など地域社会の様々な
活動への参加の機会拡充を図ってきています。

◆共に生きる社会の推進
障害のある人の生活の総合的な支援の体制や、就労・余暇活動など地域社会の様々
な活動への参加の機会拡充を図ってきています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆障害のある人の生活支援
生活支援サービス基盤さらなる整備を行うとともに、適切なケアマネジメント
によるサービス提供を行っていくことが求められています。
◆障害のある人の社会参加の促進
障害のある人もない人も、誰もが自らの意志と能力に基づいて、あらゆる活動
に参画できる地域社会をつくっていくことが求められています。

◆共に生きる社会の推進
障害のある人へのさらなる理解、ケアマネジメントに基づく生活支援の充実と、誰も
が当たり前に参画できる地域社会づくりが求められています。

◆共に生きる社会の推進
障害者差別解消法に基づく取組、障害のある人へのさらなる理解、ケアマネジメン
トに基づく生活支援の充実と、誰もが当たり前に参画できる地域社会づくりが求め
られています。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆障害のある人の生活支援
成果指標とした「草津市のまちづくりについての市民意識調査」の障害のある
人の生活支援に関する市民満足度は、目標値である20％を4％下回る結果と
なったが、個別の生活を踏まえたサービスを提供することにより、満足度が向
上した。
ホームヘルプの実利用人数や1人あたりの利用時間数が増加している。また、障
害者福祉センターにおける相談機能の強化を図ったことにより、相談支援実施
者数が大幅に増加した。
◆障害のある人の社会参加の促進
成果指標とした「草津市のまちづくりについての市民意識調査」の障害のある
人の社会参加の促進に関する市民満足度は、目標値である２０％を７％下回る
ものの、移動支援事業利用者数についても増加がみられる等、社会参加と自己
実現のニーズへの対応が図れた。
コミュニケーション支援事業については、平成２４年度は目標値を上回る利用
件数がとなり、人にやさしい広報紙について、点字および声の広報を希望され
る方に１００％配布することができた。
障害者福祉センターの文化・教養講座受講者数やいきいき・ふれあい交流サロ
ンについては、参加者数が増加してきた。

◆共に生きる社会の推進
・障害のある人へのさらなる理解が求められる中、障害者福祉センターにおけるふれ
あい・交流事業や相談支援事業所による計画相談支援などのケアマネジメントを実施
することで、誰もが当たり前に参画できる地域社会づくりのため、障害のある人の社
会参加の機会を提供しました。
・平成25年からの4年間で、障害者福祉センターにおけるふれあい・交流事業の参加
者数の増加や計画相談支援ができる市内相談支援事業所の新規参入によりケアマネジ
メントに基づく生活支援の充実ができ、障害のある人の社会参加を促進することがで
きました。

◆共に生きる社会の推進
・第２次草津市障害者計画および第５期草津市障害福祉計画・第1期草津市障害児福
祉計画を策定したほか、障害のある人へのさらなる理解が求められる中、障害者福
祉センターにおけるふれあい・交流事業や相談支援事業所による計画相談支援など
のケアマネジメントを実施することで、誰もが当たり前に参画できる地域社会づく
りのため、障害のある人の社会参加の機会を提供しました。
・前述の計画を策定したほか、平成２９年からの２年間で、障害者福祉センターに
おけるふれあい・交流事業の参加者数の増加や計画相談支援ができる市内相談支援
事業所の新規参入によりケアマネジメントに基づく生活支援の充実ができ、障害の
ある人の社会参加を促進することができました。

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H24 H25 H26 H27

◆障害のある人の生
活支援

障害のある人とその
家族が地域で安心し
て生活できる！

居住サポート相談機
関の数

機関
目標値

H28 H29

実績値 0 0 0 0

－

－ 0 1 1

◆障害のある人の社
会参加の促進

障害のあるないにか
かわらず、互いを認
め尊敬しあえるたく
さんの出会いがあ
る！

障害者福祉センター
のふれあい・交流事
業の参加者数

人
(延べ)

目標値 2,150

実績値 1,333 1,662 1,493 2,022 1,759 2,325 2,630

1,700 1,800 1,900 2,000 2,050 2,100

2,834

「共に生きる社会の
推進」についての満
足度

％
目標値 22.0 25.0 29.0

実績値 13.5 17.9 － －

20.0
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

H30.3 第3期草津市地域福祉計画の一部改定
（地域共生社会の推進等）

民生委員・児童委員一斉改選

H28.3 第3期草津市地域福祉計画の策定

H28.12 民生委員・児童委員一斉改選

民生委員・児童委員一斉改選

H23.3 第2期草津市地域福祉計画の策定

R2.3

H25.12

第4期草津市地域福祉計画策定予定

・高齢化をはじめとした社会環境の変化により、地域支え合いの基盤が弱まり、担い手
の減少が進むとともに、地域課題が多様化する中、地域共生社会の実現に向けて、支援
を必要とする人を地域全体で支えるため、地域福祉の担い手の育成や支え合いのネット
ワーク強化、包括的な支援体制の構築が必要です。

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

地域福祉
① 誰もが住み慣れた地域でその人らしく自立し、心豊かな生活を安心しておくることができるように、地域社会の様々な担
い手の力を集めて、ともに生き、支え合う社会づくりを進めます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

R1.12 民生委員・児童委員一斉改選

①
・第２期および第３期地域福祉計画に基づき、市・住民・関係団体がそれぞ
れ役割を担い、地域福祉を推進するとともに、計画改定を行い、地域共生社
会の実現を目指した取組を開始しました。
・民生委員児童委員活動の支援や中間支援組織である草津市社会福祉協議会
と連携した取組等により、地域福祉の担い手を育成しました。
・地域サロンや地域支え合い運送事業等の住民が主体となった活動の広がり
により、地域福祉を支えるネットワークづくりの推進を図りました。
・災害時要援護者支援者登録制度を開始し、登録者の増加に向けた取組を行
い、災害時に援護が必要とする人を地域で支える体制づくりを進めました。

H22.10 災害時要援護者登録制度の開始

H22.12
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆「地域力」のあるまちづくり
少子・高齢化や小世帯化、商店街の衰退などを背景に、隣近所のつながりが希薄
化し、地域コミュニティの持つ「地域力」が低下しています。

◆「地域力」のあるまちづくり
少子・高齢化や小世帯化、商店街の衰退などを背景に、隣近所のつながりが希薄化
し、地域コミュニティの持つ「地域力」が低下しています。

◆「地域力」のあるまちづくり
少子・高齢化や小世帯化、商店街の衰退などを背景に、隣近所のつながりが希薄化
し、地域コミュニティの持つ「地域力」が低下しています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆「地域力」のあるまちづくり
小地域を単位とした相互の支えあいを強め、ひとり暮らし世帯や高齢世帯などが
地域社会から孤立しないよう図っていく必要があります。

◆「地域力」のあるまちづくり
小地域を単位とした相互の支えあいを強め、ひとり暮らし世帯や高齢世帯などが地域
社会から孤立しないよう図っていく必要があります。

◆「地域力」のあるまちづくり
ひとり暮らし世帯や高齢世帯が孤立しないよう、住民間の支えあいとまちづくりや福
祉に関わる各団体の連携をさらに強化する必要があります。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆「地域力」のあるまちづくり
・地域福祉の担い手の育成やネットワークの構築を図るため、市社会福祉協議会
や民生委員児童委員と連携し事業を進めてきた結果、ボランティアの登録数が目
標値を上回る成果が得られた。また、市社協に地域福祉コーディネーターを２名
配置し地域のつなぎ機能を強化するとともに市民コーディネーターの育成を図る
ことができた。
・学区（地区・区）により設置率に差異はあるものの市域全体で見ると、地域サ
ロンの設置数も年々増加し、閉じこもりになりがちな独居高齢者等を見守る地域
住民の目は多くなってきている。
・要援護者支援体制づくりとして災害時要援護者登録については、民生委員児童
委員の協力のもと登録者の人数を増やしていくことができた。

◆「地域力」のあるまちづくり
・地域福祉の担い手を育成し、地域のコミュニケーションを推進するため、民生委員
児童委員活動や草津市社会福祉協議会事業を支援し、地域活動の促進を図りました。
・地域サロンの実施により高齢者等の交流が図られました。
・平成25年度からの4年間で、災害時要援護者登録制度の推進や社会福祉協議会が
行う地域福祉を進める事業展開（福祉活動推進員養成講座、地域支え合い運送支援事
業等）が図られ、地域を支えるネットワークの拡大が図られました。

◆「地域力」のあるまちづくり
・民生委員・児童委員活動の支援や草津市社会福祉協議会と連携した取組を行い、地
域福祉の担い手を育成しました。
・地域サロンの実施により高齢者等の交流が図られました。
・地域共生社会の実現を目指した取組を推進するため、平成３０年３月に第３期草津
市地域福祉計画を改定しました。
・災害時要援護者登録を推進するとともに、地域を支えるネットワークづくりを支援
し、災害時要援護者登録者数の増加や地域支え合い運送を実施する学区が拡大しまし
た。

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H24 H25 H26 H27

◆「地域力」のある
まちづくり

「向こう三軒両隣」
で助け合える！

対象者に占める災害
時要援護者名簿への
登録者数

人
目標値

実績値

3,600 3,700－ 2,500 3,000 3,500 3,200 3,400 3,600 3,800 3,400 3,500

H28 H29

0 2,094 2,785 3,085 3,164 －3,211 3,343 3,315 3,584 3,758 －
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

①
第１期においては、市の健康増進計画である「健康くさつ２１」等に基づ
き、地域の健康づくりのリーダーである健康推進員をはじめ、関係団体等と
連携して、ライフステージに応じた健康づくりや生活習慣病予防に取り組み
ました。また、がん検診については、無料クーポン券を配布し、個別受診勧
奨を行ったことで、がん検診受診者の増加につながりました。救急医療体制
については、平成24年度から湖南保健医療圏域で「湖南広域休日急病診療
所」を運営し、４市合同で休日急病診療体制を整備しました。
第2期においては、かけがえのない命を守り、自分で健康づくりに取り組む
市民を増やすため、平成26年に「草津市自殺対策行動計画」を策定し、平成
28年には健康づくりのきっかけづくりとして「健幸ポイント制度」を開始
し、自ら健康づくりに取り組む市民の増加につながりました。
第３期においては、引き続き、関係機関等と連携した生活習慣病予防に取り
組み、がん検診については、若い世代への個別受診勧奨や、国が示す枠を拡
大して無料クーポン券を配布したことで受診者の増加につながりました。こ
れらの取組を通じて、市民一人ひとりの、自らによる健康づくりの取組を推
進することができました。
②
第１期から第３期を通じて、国民健康保険制度および後期高齢者医療制度の
適正運営のため、適正な資格管理・給付や国民健康保険税、後期高齢者医療
保険料の適正な賦課収納に取り組みました。
　加えて、国民健康保険制度、後期高齢者医療制度ともに１人あたり医療費
の増加や被保険者の健康づくりが課題となっていることから、市や滋賀県後
期高齢者医療広域連合で特定健康診査等実施計画や保健事業実施計画（デー
タヘルス計画）、保健事業推進計画を策定し、特定健康診査と特定保健指導
の実施率向上を中心に、医療費の適正化や被保険者の健康づくりに向けた事
業を進めました。
　国民健康保険制度については高齢者や低所得者が被保険者の多くを占める
ことから、財政運営の健全化を図りながらも被保険者の負担にも配慮しなが
ら毎年の税率設定を行いました。平成３０年度からは国の制度改正により国
保財政が都道府県単位化されたことに伴い、滋賀県国民健康保険運営方針に
おいて県内市町における国民健康保険料（税）率の水準の統一を図る方向性
が示され、これにより県全体で国民健康保険制度の持続可能性が高められる
よう、県と各市町で協議を進めています。
　後期高齢者医療制度については、平成２０年度に施行された新しい制度で
あることから、被保険者から十分な理解が得られるよう、第１期から第３期
を通じて高齢者に伝わりやすい制度周知や事務執行の確立に努め、第５期総
合計画期間中に制度が定着しました。
　福祉医療助成事業については、利用者の経済的負担軽減に向けて第５次総
合計画期間を通じて事業を実施し、平成２９年１０月からは子育て世帯の経
済的負担軽減の観点から、小学１～３年生の通院医療費の助成を開始しまし
た。

通年 がん検診・予防接種・健康推進員活動・健
康相談

H24 糖尿病対策ガイドライン策定

H24

H21 女性特有のがん検診の無料クーポン券配布

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

健康・保険

① 市民の健康の保持増進、疾病の予防・早期発見・早期対応のため、健(検)診や健康教室、健康相談、訪問指導等の実施に
努めるとともに、“健康づくり運動”をさらに進めることで市民一人ひとりの、自らによる健康づくりの取り組みが進むよ
う図っていきます。
② 医療保険制度等の適正な運用を行うほか、市民の健康が守られるよう、これまで以上に保険・医療・福祉の連携を強めて
いきます。

湖南広域休日急病診療所運営開始

H25.3

H26.2 草津市自殺対策行動計画策定

H26.2 草津市糖尿病対策ガイドライン（第２期）

H28.3 草津市国民健康保険保健事業実施計画
（データヘルス計画）策定

第２期草津市特定健康診査等実施計画策定

H25.6 肺がん検診開始

H26.2 健康くさつ２１（第２次）策定

H26.2 第２次草津市食育推進計画策定

H31.3

H28 特定健康診査を無料化

H28.6 健幸ポイント制度開始

H30.1 健康推進アプリ「BIWA-TEKU」開始

第２次草津市自殺対策行動計画策定

・市民一人ひとりの、自らによる健康づくりの取組の推進により、平成２３年から２９
年の間に、健康寿命は0.82歳延伸しています。しかしながら、平成28年から29年で
は、0.22歳短くなっており、その要因として、生活習慣に起因する平均寿命より若い年
代（７０代）の死亡者の増加や介護認定者の増加がみられることから、引き続き、子ど
もの頃からの健全な生活習慣の確立や、介護予防の取組など、よりよい生活習慣の普及
啓発が必要です。
・がんは２人に１人が罹患し、死亡原因の第一位になっています。がんは、早期発見・
早期治療が可能となってきていることから、がん検診は極めて重要であり、様々な機会
をとらえた啓発や、対象に応じた受診勧奨を行い、がんの早期発見のための受診率向上
に努めることが必要です。
・国民健康保険制度については、被用者保険の適用範囲が拡大されたことや、後期高齢
者医療制度に移行する方の増加によって、被保険者数は減少傾向にあります。しかしな
がら、１人当たりの医療費は増加傾向にあり、さらに負担能力の弱い低所得者や高齢者
の被保険者に占める割合が高いことに起因する財政基盤の脆弱さを構造上の問題として
抱えていることから、医療費適正化の取組みや、国や県による財政支援の充実が必要で
す。
・後期高齢者医療制度については、県全体としても、市としても被保険者数が増加傾向
にあり、それに伴って給付費も増加傾向にあります。こうした現状に鑑み、現役世代と
の負担の公平性の観点から国による制度改正が行われ、被保険者の負担が徐々に増加し
てきています。

H30.3 健康くさつ２１（第２次）中間評価

H30.6 胃内視鏡検診開始

第３次草津市食育推進計画策定

草津市糖尿病対策ガイドライン（第３期）

草津市国民健康保険保健事業推進計画（特
定健康診査等実施計画第３期・データヘル
ス計画第２期）策定

H30 国民健康保険制度財政の都道府県単位化
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◆市民の健康づくり
・市健康増進計画である「健康くさつ２１」に基づき、全ての市民が健康でい
きいきと暮らすことができるよう、健康推進員が地域の健康づくりのリーダー
として積極的に活動しており、その事業に参加した市民が増加していることか
ら、事業をきっかけとし自身の健康づくりに取り組む市民が増えていると考え
られる。
・疾病の予防と早期発見・早期治療を目的に、予防接種、健康診査およびがん
検診を実施した。がん検診事業においては、無料で受診できるクーポン券とと
もに、がんやがん検診についての情報提供リーフレット等を個別送付したこと
で、検診受診者は大幅に増加し、がんの早期発見が図れた。
・医療ニーズの多様化に対応すべく開設している休日急病診療所においては、
平成23年度当初から小児救急医療センターが休止となったことに伴い、診療体
制を見直し、平成２４年度からは湖南保健医療圏域で運営を実施した。これに
より患者数は大幅に増加し、休日の初期小児救急患者の受け皿としてその機能
を発揮できたと考えられる。
◆医療保険制度等の適正運用
・きめ細やかな啓発活動を実施することにより、被保険者の制度への理解を促
進し、医療保険制度等の適正運用に努めた。
・医療費の適正化の推進と被保険者の健康管理意識の高揚を図るため実施して
いる特定健康診査・特定保健指導については、個人通知や電話勧奨などを実施
し受診率の向上を図っているが、目標を達成することは難しい状況である。
・平成２０年度に創設された後期高齢者医療制度において、市の業務とされて
いる保険料の徴収にあたり、被保険者が制度を理解し納付できるようきめ細や
かな対応に努めた結果、徴収率の向上が図れた。

◆市民の健康づくり
・かけがえのない命を守り、自分で健康づくりに取り組む市民を増やすため、救急
医療体制整備や自殺対策を推進するとともに、個人、地域の健康づくりのための事
業を進めました。
・けん診の受診勧奨を工夫し、啓発活動を強化することにより各種けん診の受診率
向上が見られました。
・4市合同で休日急病診療体制を整備し、休日の急病への対応が拡充できました。
・健幸ポイント制度や健康のまちづくりモデル事業補助金により、健康づくりに取
り組む人と地域が増えました
◆医療保険制度等の適正運用
・特定健診無料化、未受診者への受診勧奨通知・電話、周知・啓発（広報、横断幕
掲示、公用車へマグネット貼付、南草津駅およびイオンモールでのティッシュ配布
等）を行い、特定健診実施率向上を図りました。
・目標値を下回っていますが、平成28年度実施率（7月末時点暫定）は前年度実績
値を上回っています。

◆市民の健康づくり
・生活習慣の改善を始めとした健康づくりのため、「健康くさつ２１（第２次）」
において「誰もが健康で長生きできるまち草津」、「第３次草津市食育推進計画」
において「ココロ豊かにカラダ元気に　食で育む笑顔があふれるまち草津」を基本
理念に、関係団体等と連携した生活習慣病予防に取り組みました。
・疾病の予防と早期発見のため、女性特有のがん検診について、若い世代への個別
受診勧奨通知や、国が示す対象枠より拡大して無料クーポン券を配布し、受診者の
増加を図りました。
・平成２８年～２９年の１年間で、健康寿命が０．２２歳短くなりました。
・平成２９年度～３０年度の２年間で、受診者の増加が図れ、子宮頸がん検診受診
率は、０．７ポイント増加しました。
◆医療保険制度等の適正運用
・国民健康保険制度、後期高齢者医療制度とも、資格管理事務や給付事務を適正に
行いました。また、国民健康保険の特定健康診査について被用者保険との連携によ
る集団健診の実施や未受診勧奨の外部委託を行い、特定保健指導については、委託
先の拡充や土日実施をするなど、それぞれの実施率向上に向けた取り組みを進め、
医療費の適正化を図りました。さらに、後期高齢者医療制度についても、平成３０
年度からフレイル予防のためのリーフレットの作成・配布を開始しました。
・福祉医療助成事業を実施し、心身障害者やひとり親家庭等の経済的負担の軽減を
図りました。
・国民健康保険制度については、平成２９年度から開始した集団健診（がん検診と
同時実施、３０年度から回数増）や未受診者勧奨の外部委託により、医療費の適正
化を図りました。
　特定健康診査の平成３０年度実施率は過去最高の３８．４％となる見込み（令和
元年６月末時点）であり、取り組みの成果が表れています。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆市民の健康づくり
誰もがよい生活習慣を獲得できるよう正しい知識を周知し、「自分の健康を自
分で守る」「地域の健康づくりをリードする」市民を増やす必要があります。
◆医療保険制度等の適正運用
保険者として現行制度を適切に運用するとともに、被保険者である市民の制度
理解、健康管理の高揚などを図っていく必要があります。

◆市民の健康づくり
自らの健康は自ら守ることを基本に、よりよい生活習慣の普及啓発を進めるととも
に、健（検）診の受診勧奨などを図っていく必要があります。
◆医療保険制度等の適正運用
保険者として現行制度を適正に運用するとともに、被保険者である市民の制度理
解、健康管理意識の高揚などを図っていく必要があります。

◆市民の健康づくり
自らの健康は自ら守ることを基本に、よりよい生活習慣の普及啓発を進めるととも
に、健（検）診の受診勧奨等を図っていく必要があります。
◆医療保険制度等の適正運用
保険者として現行制度を適正に運用するとともに、被保険者である市民の制度理
解、健康管理意識の高揚などを図っていく必要があります。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆市民の健康づくり
健康への関心が高まっている一方で生活習慣病への誤った認識が広がってい
る、また、医療ニーズが多様化しているなどの状況があります。
◆医療保険制度等の適正運用
高齢化の進展や医療の高度化などを背景に、医療保険等の制度を将来にわたっ
て持続可能なものとなるよう見直しが求められています。

◆市民の健康づくり
健康教育などの啓発や広域での医療体制の充実に向けた取り組みなどを進めていま
す。また、疾病予防対策については、健（検）診の受診率は低水準となっていま
す。
◆医療保険制度等の適正運用
高齢化の進展や医療の高度化などを背景に、医療保険等の制度を、将来にわたって
持続可能なものとなるよう見直すことが求められています。

◆市民の健康づくり
生活習慣病による医療費が県内でも高い水準にあり、また健（検）診の受診率は低
水準となっています。
◆医療保険制度等の適正運用
高齢化の進展や医療の高度化を背景に、医療保険等の制度を、将来にわたって持続
可能なものとなるよう見直すことが求められています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題
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32.0

34.2 34.1 37.2 38.0 36.7

50.0 60.0 65.0 40.0 45.0 50.0

◆医療保険制度等の
適正運用

医療保険制度が健全
に運用されている！

特定健康診査受診率 ％
目標値 －

83.32 83.47 83.61

実績値 83.17 未確定 － －

健康で自立した生活
ができる期間を延ば
す!

健康寿命 年
目標値 83.18

医療保険制度が健全
に運用されていると
感じる市民の割合

％
実績値 24.7

目標値

32.6

19.57 19.64 19.71

実績値 19.60 19.64 19.85 20.24

33.0 34.0

28.2 － －

37.8

31.0

55.0

実績値 36.7 35.0

◆市民の健康づくり

自ら健康づくりに取
り組む人が増える！

健康推進員が実施す
る事業への参加者数

千件
(延べ)

目標値

H24 H25 H26 H27

健康で自立した生活
ができる期間を延ば
す!

６５歳の平均自立期
間

年
目標値 19.50

－ 20.0 21.2 22.5

実績値 18.7 24.5 31.4

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

①
生活困窮者自立支援事業を平成２７年度から開始し、平成３０年度からは福
祉の総合相談窓口「人とくらしのサポートセンター」として生活困窮者を含
む複合的な課題に対し相談支援を行いました。相談件数が年々増加傾向にあ
ることから、相談窓口について一定の周知が図れており、支援に繋げる機会
の増大に寄与していると考えています。
また、計画期間中に生活保護者の就労支援対策として就労支援員（就労相談
員）の配置、増員を行いました。さらに、ハローワーク草津と生活保護受給
者等就労自立促進事業に関する協定を締結し、ケースワーカー、就労支援員
（就労相談員）がハローワークと連携し、就労支援を行う環境を整備するこ
とができました。
生活保護を必要とされる方に対しては、訪問調査、資産調査等を実施し、適
正に生活保護を適用しました。
②
・消費生活に関する相談に対応するとともに、被害の防止に向けた消費者教
育や啓発を実施しました。
・畜犬登録・狂犬病予防注射の実施、公道上等の小動物死骸処理をはじめ、
市営火葬場や市営墓地の適正管理等、生活衛生の向上に努めました。

就労支援員の増員（1名→２名）

ハローワーク草津と生活保護受給者等就労
自立促進事業に関する協定締結

市内小学5年生全員に消費者教育啓発冊子
を毎年配布

市民相談室消費相談窓口から、県内5番目
の消費生活センターとして開所

消費生活相談員の増員（3名→4名）
主任相談員制度創設
草津市消費者リーダー会の発足

5月の消費者月間に消費者被害防止キャン
ペーンイベントを毎年開催

就労準備支援事業開始（委託）

・最低限度の生活保障のため、各種社会保障制度や生活保護制度、生活困窮者自立支援
事業、市営住宅の適正運用により、分野横断的な支援を各関係機関が連携して総合的に
実施する必要があります。
・IT関連や携帯・通信機器の普及に伴うトラブルの低年齢化など消費者問題を取り巻く
環境、相談内容も変わりつつあります。
・高齢者を狙った特殊詐欺、架空請求等による被害も後を絶ちません。このため、常に
迅速かつ的確な情報の収集と、関連する法律改正に適切に対応できる知識の習得、関係
機関等との連携が求められています。
・狂犬病予防注射については今後も高い接種率を維持する必要があります。
・市営火葬場については今後、火葬需要の増加が予想されることから、適切に対応でき
るようにする必要があります。

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

生活・安心

① 様々な理由で生活困窮の状態にある人への相談の充実を図るとともに、セーフティーネットの制度を適切に運用していき
ます。
② 消費者・消費者団体の育成・支援と消費者保護対策の充実、公衆衛生の向上などにより、市民の暮らしの安心確保を図っ
ていきます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

H27.4

生活困窮者自立支援モデル事業開始

生活困窮者自立支援事業開始

消費者教育ﾏｽｺｯﾄｷｬﾗｸﾀｰ「クゥとかいな」製
作

H27.9

くらしのサポートセンター設置

市営火葬場・指定管理者制度の導入

人とくらしのサポートセンターに改称し、
福祉の総合相談窓口としてスタート

市内中学校3年生に消費生活の出前講座を
開始

H30.4

H31.4

H28.3

H21.4 消費生活相談員の増員（2名→3名）

H23.4

H24.4

H24.5

H26.2

H26.4

H25.2

H25.4

H25.7
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第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆生活安定への支援
景気動向に伴う企業の低迷・倒産等によって、市民の間に生活の安定をするこ
とが困難な状況が生じています。
◆暮らしの安心の確保
消費者トラブルが複雑化するなか、国では消費者庁を新たに設置し、対応の強
化を図っています。
◆火葬場・墓地の適正管理と公衆衛生の向上
火葬需要に適切に対応し、遺族等へのサービスの向上と墓地の適正管理に努め
ています。

◆生活安定への支援
景気動向に伴う企業の低迷・倒産等によって、市民の間に生活の安定を確保するこ
とが困難な状況が生じています。
◆暮らしの安心の確保
複雑化する消費者トラブルへの対応強化と生活衛生の確保に努めています。

◆生活安定への支援
昨今の経済状況の影響等によって、市民の間に生活の安定を確保することが困難な
状況が生じています。
◆暮らしの安心の確保
複雑化する消費者トラブルへの対応強化と生活衛生の確保に努めています。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆生活安定への支援
生活困窮者に対し、最低限度の生活が保障できるよう適切な制度適用を行っ
た。 被保護者の自立に向けては、平成２１年７月に就労相談員を１名配置
し、就労指導を充実させたこともあり、翌平成２２年度には目標値を上回る成
果が得られた。しかしながら、平成２３年度以降においては、雇用環境の改善
が依然見られず長期化したこと、また精神疾患者の増加により、経済的自立が
難しい環境にあることから、「自立を理由として生活保護を廃止した比率」の
目標値を達成することができなかった。
◆暮らしの安心の確保
・相談件数については、社会経済の変化やその動向、ライフスタイルの多様化
などにより、件数の増減が見られるが、近年は精神疾患や障害者・高齢者の相
談が増加しており、相談時間が長くなる傾向がある。特に家族関係の相談につ
いては、引き続き増加している。内訳としては、「相続・遺言」、「夫婦・親
子」にかかる相談の増加が顕著である。また法律相談の件数は増加しており、
これは相談内容が複雑化し、法的解釈を要する専門的な相談内容が増加した結
果である。【市民相談】
・啓発指導回数は、平成２４年度は実績値が目標値を20件を若干上回った。こ
のことは、前年度に引き続き「個人救済（被害回復）から教育・啓発活動」を
テーマに据え、積極的に啓発活動を展開した結果であり、相談件数においても
直近３ヵ年で最小の件数となったと考えている。なお、相談内容としては社会
情勢を反映して放送・コンテンツ等が181件で第１位で、２位の融資サービス
の58件を３倍以上上回った。【消費生活相談】
・「草津市食の安全こだわり宣言」の募集を中心として、食の安全の啓発を
行った結果、目標としていた平成23年度の600件には到達しなかったものの、
消費者だけでなく、生産者や販売業者からも宣言いただき、自己の食に対する
取組みを見直すきっかけとできた。【食の安全推進事業】
・平成２２年度までの「草津市食の安全アクションプログラム」について、平
成２３年度に５ヵ年の総括報告書をまとめることができ、今後は食の安全こだ
わり宣言を中心に食の安全の啓発活動を進めることを確認することができた。
【食の推進安全事業】
◆火葬場・墓地の適正管理と公衆衛生の向上
・狂犬病予防注射接種率は、飼い主への注射への案内や督促状の送付などを行
うことで、目標を達成することができた。
・野々花霊苑の管理料の徴収についても、利用者の負担の平等の観点からも滞
納につながってはならず、戸別訪問や何度も督促するなどして、１００％の収
納率とすることができた。
・昭和５５年に竣工した火葬場についても、建物の老朽化が進んでいるもの
の、必要な修繕を実施し、施設運営を行った。

◆生活安定への支援
・生活保護が必要な方には生活保護を速やかに適用いたしました。
・平成25年度から就労相談員を増員（1名→2名）し、生活保護からの自立のため
就労支援体制の強化を図りました。
・平成25年度からの4年間で、生活保護の申請が605件あり、533世帯の保護を開
始しました。
・平成25年度からの4年間で、91世帯が就労により生活保護の廃止となりました。
◆暮らしの安心の確保
・市民相談および消費生活相談、出前講座やイベントなどの啓発活動を実施し、市
民の生活上の不安解消や消費者トラブルの被害回復、あわせて生活衛生の向上を図
り、市民が安心して暮らせる取り組みを行いました。
・毎年約25回の啓発活動を実施し、消費者被害防止に努めました。

◆生活安定への支援
・稼働能力のある被保護者が就労により生活保護を脱却できるように、ケースワー
カー、就労支援員（就労相談員）がハローワークと連携し、就労意欲の喚起を行い
ました。
・被保護世帯のうち就労により生活保護を廃止したケースの割合が,平成２９年度は
３．７％となり目標値を達成できました。しかし平成３０年度は、２．８％とな
り、目標値を下回りました。
◆暮らしの安心の確保
・市民相談及び消費生活相談、出前講座やイベントなどの啓発活動を実施し、市民
の生活上の不安解消や消費者トラブルの被害回復、あわせて狂犬病予防注射の実施
など生活衛生の向上を図り、市民が安心して暮らせる取組を行いました。
・消費生活相談については毎年約２５回の啓発活動を実施し、消費者被害防止に努
めました。
・狂犬病予防注射については平成２９～３０年度の２年間とも約７９％という高い
接種率を維持できました。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆生活安定への支援
最低限度の生活保障のため、各種社会保障制度や生活保護制度の適正運用によ
り総合的に支援する必要があります。
◆暮らしの安心の確保
消費生活相談のさらなる増加・複雑化に備え、消費生活相談員による相談体制
の充実と消費団体の育成にいっそう努める必要があります。
◆火葬場・墓地の適正管理と公衆衛生の向上
火葬場の老朽化が進んでいること、また、野々花霊苑など公営墓地に対する空
きへの需要に対応していく必要があります。

◆生活安定への支援
最低限度の生活保障のため、各種社会保障制度や生活保護制度の適正運用により総
合的に支援する必要があります。
◆暮らしの安心の確保
消費者教育・生活相談の充実や消費者団体の育成を図るとともに、継続して生活衛
生を確保する必要があります。

◆生活安定への支援
最低限度の生活保障のため、各種社会保障制度や生活保護制度、生活困窮者自立支
援事業、市営住宅の適用により総合的に支援する必要があります。
◆暮らしの安心の確保
消費者教育・生活相談の充実や消費者団体の育成を図るとともに、継続して生活衛
生を確保する必要があります。
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H30 R1 R2

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位

◆生活安定への支援
最低限の生活が保障
されている！

自立を理由として生
活保護を廃止した
ケースの比率

％

H27 H28 H29

4.0

実績値 5.0 6.6 3.5 1.5 2.8 3.5 3.3 2.5

5.0 5.0 5.0 3.7 3.8 3.9目標値 － 5.0 5.0 5.0 5.0

3.7 2.8 － －

◆暮らしの安心の確
保

安心して消費生活が
できる！

消費生活相談件数 件
目標値 －

968

暮らしの安全が確保
されていると思う市
民の割合

％
目標値

900

実績値 768 1,044 984 951 1,120 1,226 1,118

1,090 1,090 1,090 900 900 900

◆火葬場・墓地の適
正管理と公衆衛生の
向上

飼い犬はすべて狂犬
病の予防注射を行っ
ている！

狂犬病予防接種率 ％
目標値 －

20.0 21.0 22.0

実績値 16.4 17.1 － －

70.0 70.0 70.0

実績値 66.9 73.9 74.9 79.5

19.0
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

まちづくり
の基本方向 「安心」が得られるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

防犯・防災

① 「危機管理」の考え方のもとで、地震や風水害などの自然災害、事故、感染症の流行などに備え、有事の際の適切な対策
がとれるようにしていきます。
② 災害時要支援者対策の充実などを含めて、地域ぐるみによる防犯・防災体制の強化などを図り、地域社会の安全・安心を
よりいっそう高めていきます。
③ まち全体の総合的な防災力を高めるため、市街地中心部の防災空間の確保や適正な土地利用の誘導を図るとともに、住宅
をはじめ建造物や公共施設の耐震化を促進します。
④河川・排水路の適切な維持管理、天井川の平地化と浸水対策の促進、雨水幹線の整備等を進めます。

①
・地域防災計画の改定や、減災シンポジウム、草津市総合防災訓練を毎年開
催したほか、地域に出向き避難所運営訓練やＤＩＧ訓練の実施、出前講座を
実施したことで、各学区でも防災訓練が行われるようになり、有事の際の適
切な行動がとれるよう防災力の向上を図ることができました。
②
・草津市災害時要援護者支援プラン全体計画の策定及び災害時要援護者登録
制度の運用開始を行いました。
災害時要援護者登録制度の運用開始に伴い、多数の町内会からご賛同いただ
き、協定を結び、情報提供を行い、登録者の情報を町内会単位で提供できる
ようになったため、災害時の共助による安否確認、避難の体制づくりの促進
につながりました。
・計画期間において、防犯自主団体への支援、駐輪場巡回啓発業務、各種防
犯啓発活動、町内会への防犯灯、防犯カメラ設置補助などの取り組みを行
い、平成２４年度から、人口1万人当たりの犯罪認知件数での目標値を達成
することができました。
・町内会や学区の防災資機材購入や訓練実施に対して補助を実施し、災害時
の共助の強化を図ることができました。
③
・まち全体の総合的な防災力を高めるため、防災アセスメント調査結果の震
度分布図や浸水想定、土砂災害区域図の情報を共有し、適性な土地利用の誘
導を図りました。また、避難所となる公共施設の耐震化については完了して
おり、旧建築基準法で建てられた住宅の耐震化については無料で耐震化診断
を実施する等、建造物や公共施設の耐震化を促進しました。
④
・洪水・内水ハザードマップの作成、浸水時における緊急時避難協力施設と
しての一時使用に関する協定の締結、雨水幹線の整備を行い、浸水防止対策
が図れました。

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

H22.10～

H21～ 減災シンポジウム実施

草津市災害時要援護者登録制度運用開始

福島県伊達市と災害時相互応援協定締結

H27.1 防災アセスメント調査実施

草津市犯罪情報の共有と相互連携に関する
合意書協定締結

草津市洪水・内水ハザードマップ作成

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

H24.９～

H25.2

H28.1 市内３施設と浸水時における緊急時避難協
力施設としての一時使用に関する協定締結

H29.10 神奈川県伊勢原市と災害時相互応援協定締
結

H25.1

H26.10 市内１５施設と浸水時における緊急時避難
協力施設としての一時使用に関する協定締
結

・草津市では防災対策の充実に不断の努力を続けているところですが、南海トラフ巨大
地震や琵琶湖西岸断層帯地震の発生確率の高まりに加え、地球温暖化に伴う気象状況の
激変化や行政職員の数が限られていること等により、突発的に発生する激甚な災害への
行政主導のハード対策・ソフト対策に限界があります。防災対策を今後も維持・向上す
るためには、官民共通理解のもと、住民主体の防災対策に転換していく必要がありま
す。
・老老介護問題などに顕著に現れているように支援者が高齢化し、災害時に本当に支援
ができるのか不安であるとの意見があります。
地域コミュニティ意識の希薄化により町内会に所属しない方が増えており、地域ぐるみ
の防災体制から外れてしまう世帯の方が増えています。
・自転車盗ワーストランキングの周知や各駐輪場事業者の意識改革の取り組みにより、
自転車盗対策の効果が発揮されてきたが、県内都市部の犯罪率ではワースト１位である
ため、引き続き、街頭での啓発活動を実施するとともに、自転車盗多発場所にて、施錠
確認・巡回啓発に取り組むことでさらなる市民の意識改革を図る必要があります。
・市街地中心部の人口増加や、活性化に伴い、避難者や帰宅困難者の発生は避けられな
いことから、これらに対応できるような防災機能を有した施設の整備の促進を行う必要
があります。
・重点整備による効率的な整備が必要ですが、雨水排除に重要となる一級河川整備の進
捗の遅れが、雨水整備計画の支障となっています。
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◆災害に強いまちづくり
・町内会に対しては、災害図上訓練や出前講座の実施や災害時要援護者登録制
度の開始、減災シンポジウムの開催などを通じて、防災意識の高揚を図るとと
もに、自主防災組織事業補助金を交付することで、各町内会での訓練実施や防
災備品整備を支援し、地域防災力の向上を推進した。また、新たに学区・地区
毎への減災協働コミュニティ事業補助金を創設し、地域全体で取組む防災訓練
等への補助を行い、地域全体の防災体制の強化に取組んだ。
・全国で初の取組みとなるコミュニティＦＭラジオの電波を活用した市内一斉
緊急放送システムの整備や防災行政無線のデジタル化、全小学校への防災備蓄
倉庫の配備、各種防災備蓄（災害用トイレ、浄水装置、仮設給水栓、放射線測
定器等）の増強など、市の防災力の向上に努めた。
・老朽化する消防署の移転改築準備を進めるとともに、非常備消防では、全国
的に消防団員数が減少しているなか、着実な増加に取組んだ。
・地域防災計画にこれまでからある震災対策編、風水害対策編の総点検、総見
直しに加え、大規模事故対策編、原子力災害対策編を新編し、災害対策本部各
部各班の災害対応マニュアルも見直しにも取組んだ。
◆犯罪のないまちづくり
・防犯設備：平成２３年度をもって市内全ての防犯灯の省電力化ならびに市道
における防犯灯一括集中整備を完了した。
・啓発：警察や地域住民と精力的に啓発を実施し、市内で多発する乗物盗やひ
たっくり、振り込め詐欺防止の啓発活動を推進した。
・犯罪率：人口１万人あたりの犯罪件数を表す犯罪率は平成２１年、平成２２
年度ともにワースト１位であったが、地域住民や警察と連携した防犯対策に取
り組んできた結果、平成２３年は犯罪率前年比２５．３件減となり、ワースト
１位からワースト２位へと改善した。しかし、平成２４年には犯罪率は１８
８．６件と前年比プラス３６件と急増し再びワースト１位となった。
・自転車盗対策：市内で特に多発する自転車盗の抑止をはかるため、市レベル
では全国初となる自転車盗多発ワーストランキングの公表に向け、犯罪情報の
共有に関する合意書を草津警察署と締結。ランキングTOP２０の事業者に警察
と合同で指導、啓発を実施した。
◆治水対策
・伯母川の護岸改修を４４４ｍ進めました。
・雨水整備工事を行い、雨水排水路を１３０５ｍ整備しました。

◆自助・共助による防災対策の充実
平成25年度にご近助力みえる化調査を行い、地域の弱点を視覚化することで、その
地域に応じた災害対策を促しました。
・平成26年度より、自主防災組織事業補助金を補助率1／2、補助限度額20万円に
引き上げ、自主防災組織の資機材の充実を図りました。
・平成26年度に一次集合場所看板を各町内会の希望に応じて約600枚配布し、一次
集合場所を啓発することで、共助の促進を行いました。
・平成28年度に山田学区をモデルとして地区防災計画策定支援を行い、滋賀県初の
地区防災計画が策定されました
◆災害に強いまちづくり
・中核的な防災拠点施設として西消防署・コミュニティ防災センターの移転新築を
行いました。
・消防団の体制の強化を図るべく、報酬・出動手当の増額、第8分団の竣工、装備の
充実強化、機能別消防団員を任命しました。
・消防団の体制強化を進めた結果、団員数は増加しており、地域防災力を強化でき
ました。
◆犯罪のないまちづくり
・市内で多発する自転車盗に対する各種対策の実施や、自主防犯団体への支援を通
じて市民の防犯意識の高揚に努めました。
・防犯カメラや防犯灯といった防犯設備の補助・整備を実施しました。
・多発する自転車盗対策や啓発活動、また防犯設備の整備等を進めた結果、犯罪率
は年々減少し、目標値を達成することができました。
◆治水対策の推進
大雨による家屋等の浸水被害の軽減および未然防止を図るための雨水整備や、地域
の雨水排水能力の向上と浸水防止を図るため河川改修工事を実施し、治水対策の進
捗を図りました。

◆自助・共助による防災対策の充実
・自主防災組織の育成等を進め、防災訓練や地域協働での防災教育、災害時要援護
者への個別支援体制づくり、また、住宅耐震化の支援等を進めます。
・市や消防からの組織化の呼びかけ等もあって、平成３０年度は１町内会が自主防
災組織を結成しました。実績値としては、平成３０年度の目標値を達成していま
す。
◆災害に強いまちづくり
・災害時に即応できる防災体制と情報伝達体制等を強化させるほか、計画的な備蓄
確保や地域ごとの防災拠点の整備等に努めます。また、消防・防災体制に係る人的
資源の充実を図るとともに、消防団装備品の整備を進める等、迅速・確実な消防活
動の確保に努めます。
・平成３０年度は、防災備蓄倉庫を２基、中学校に設置し、防災機能を高めること
ができました。また、平成３１年度から、受信ができなくなる旧型のJアラート受信
機について、新型受信機を導入し、情報伝達体制を確保できました。地元における
積極的な募集活動により、平成３０年については、新たに１０名が入団しました。
実消防団員数の増加は、消防・防災体制の強化となります。
◆犯罪のないまちづくり
・街頭啓発の実施や防犯ボランティア団体等への活動支援等を通じて市民の防犯意
識の高揚につなげ、警察や県と連携を図りながら、犯罪抑止に努めます。また、長
寿命を考慮したＬＥＤ防犯灯の設置、また、防犯設備の設置促進等により、犯罪を
未然に防ぐまちづくりを進めます。
・犯罪率は前年度より減少し、目標を達成することができました。特に自転車盗難
は凶悪事件へのゲートウェイ犯罪となっており、多発する自転車盗難対策を重点的
に進めた結果、犯罪認知総件数は対平成２９年比１３７件減（約１１％減）と犯罪
件数の減少につながりました。各種防犯啓発活動などのソフト事業をあわせ、防犯
灯整備による夜間時の安全な通行環境が構築されたことも減少の一因と考えます。
◆治水対策の推進
・大雨による家屋等の浸水被害の軽減および未然防止を図るための雨水整備や、地
域の雨水排水能力の向上と浸水防止を図るため河川改修工事を実施し、治水対策の
進歩を図りました。
・平成２９～３０年度の２年間で、新草津川左岸第２排水区・新草津川左岸第４排
水区・北川第３排水区の雨水幹線整備を行い、浸水防止対策が図れました。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆災害に強いまちづくり
都市基盤整備による防災機能の強化や建築物の耐震化を図るとともに、市民意
識の高揚と防災・消防体制の強化充実が求められています。
◆犯罪のないまちづくり
市民の防犯意識のいっそうの向上と地域防犯活動の展開、また、不安箇所の解
消等によって犯罪を未然に防ぐまちづくりをさらに進める必要があります。
◆治水対策
重点整備による効率的な整備が必要ですが、雨水排除に重要となる一級河川整
備の進捗の遅れが、雨水整備計画の支障となっています。

◆自助・共助による防災対策の充実
市民の防災意識のさらなる高揚と、自助・共助のもとでの防災・減災対策のいっそ
うの強化が求められます。
◆災害に強いまちづくり
市民生活の安心を守るため、消防署の建て替えなど常備・非常備の消防体制につい
て刷新・強化を図ることが必要となっています。
◆犯罪のないまちづくり
市民の防犯意識のいっそうの向上と地域防犯活動の展開、また、不安箇所の解消等
によって犯罪を未然に防ぐまちづくりをさらに進める必要があります。
◆治水対策の推進
重点整備による効率的な整備が必要ですが、雨水排除に重要となる一級河川整備の
進捗の遅れが、雨水整備計画の支障となっています。

◆犯罪のないまちづくり
市民の防災意識のいっそうの向上と、地域防犯活動の展開、また、不安箇所の解消
等によって犯罪を未然に防ぐまちづくりをさらに進める必要があります。
◆自助・共助による防災対策の充実
市民の防災意識のさらなる高揚と、自助・共助のもとでの防災・減災対策のいっそ
うの強化が求められます。
◆災害に強いまちづくり
市民生活の安心を守るため、消防・防災体制について強化を図ることが必要となっ
ています。
◆治水対策の推進
重点整備による効率的な整備が必要ですが、雨水排除に重要となる一級河川整備の
進捗の遅れが、雨水整備計画の支障となっています。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆災害に強いまちづくり
まちづくりの基本として市民生活の安心を守っていくため、地震や火事等の災
害に対するまちの備えを強化充実させていきます。
◆犯罪のないまちづくり
市民一人ひとりの防犯意識と、地域コミュニティの醸成による犯罪抑止力の向
上を図ることで、犯罪のないまちづくりを進めていきます。
◆治水対策
市内に、排水能力が不足している河川が存在していることから、大雨時に河川
の氾濫が危惧されます。

◆自助・共助による防災対策の充実
地震や火事、風水害等の災害に対して、市民が互いに備える関係づくりを強化し、
必要な仕組みを充実させてきています。
◆災害に強いまちづくり
まちづくりの基本として市民生活の安心を守っていくため、地震や火事、風水害等
の災害に対するまちの備えを強化充実させてきています。
◆犯罪のないまちづくり
市民一人ひとりの防犯意識と、地域コミュニティの醸成による犯罪抑止力の向上を
図ることで、犯罪のないまちづくりを進めてきています。
◆治水対策の推進
排水能力が不足している河川が、市内に一定あることから、大雨時に河川・排水路
の氾濫が危惧されます。

◆犯罪のないまちづくり
市民の一人ひとりの防災意識と、地域コミュニティの醸成による防犯抑止力の向上
を図ることで、犯罪のないまちづくりをめざしていきます。
◆自助・共助による防災対策の充実
地震や火事、風水害等の災害に対して、市民が互いに備える関係づくりを強化し、
必要な仕組みを充実させてきています。
◆災害に強いまちづくり
まちづくりの基本として市民生活の安心を守っていくため、地震や火事、風水害等
の災害に対するまちの備えを強化させてきています。
◆治水対策の推進
排水能力が不足している河川が、市内に一定あることから、大雨時に河川・排水路
の氾濫が危惧されます。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題
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2,287

－

89 88

実績値 169.6 132.1 123.4 107.7 94.7 83.5 －

167 162 157 152 97 92

実績値 0.34 1.03 － －

66.1

◆犯罪のないまちづ
くり

犯罪認知件数が減
る！

犯罪認知件数 件
目標値 －

人口1万人当たりの
犯罪認知件数

件
目標値

1,500 1,000 1,000

実績値 2,000 2,118 1,850

平成27年度末時点の
雨水排水路整備面積
に対する進捗増加率

％

目標値 0.7

65.7

実績値 62.1 62.3 60.2 64.3 65.1 65.7 66.0

66.4 65.5 65.9 65.1 65.3 65.4

1.1 1.7 2.1◆治水対策
治水対策が進んでい
る！

雨水排水路整備率 ％
目標値 －

26.0

実績値 20.4 23.8 20.9 21.5 20.7 24.1 － －

24.0 25.0 26.0 23.0 24.0 25.0消防・防災力が保た
れている！

災害に強いまちであ
ると感じる市民の割
合

200 201 202 203

実績値 201.0 202.0 － －

実績値 87.7 93.4 92.5 92.0 91.6 91.7

－ 93.1 95.6 98.0 89.0 90.0

92.7 95.6

91.0 92.0

◆災害に強いまちづ
くり

地域防災の意識が高
い！

自主防災組織率 ％
目標値

H24 H25 H26 H27

地域防災の意識が高
い！

自主防災組織数 件
目標値

％
目標値 23.0

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

市景観計画・市景観条例の制定

H25.1 市屋外広告物条例の制定

H25.11

H30.7 東海道草津宿本陣通り景観形成重点地区の
指定

H31.3 草津宿橋完成

市道大路１５号線供用開始

H29.4 草津川跡地公園（区間２）供用開始

H29.8 第２次草津市みどりの基本計画改定

（仮称）びわこ大津草津景観基本計画策定
予定

第3次草津市みどりの基本計画策定

まちづくり
の基本方向 「心地よさ」が感じられるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

うるおい・景観

① 湖岸・河川空間などを保全・活用しながら緑化を促進し、まちのうるおいをつくっていきます。特に草津川廃川敷地につ
いては、まち全体の魅力をいっそう高める資源として捉え、周辺の歴史的な資源も含めた総合的な活用を図ります。
② 様々な市民の語らいを通じて都市景観や農村景観の良好な形成と誘導を図り、暮らす人・訪れる人の誰もが快適で心地よ
いと感じるようなまちをつくっていきます。

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

①
計画期間中において、にぎわいが創出され、人と自然が触れ合い、うるおい
がもたらされる空間づくりに取り組むため、平成２４年１０月に策定した草
津川跡地利用基本計画に基づき、草津川跡地の整備を進め、区間２および区
間５を草津川跡地公園として平成２９年４月に供用を開始しました。
　また、国道１号人道橋（草津宿橋）の整備に合わせ、周辺の暫定整備を行
い市道大路１５号線の供用を開始しました。
 ガーデニンサークルの支援を行い、公共空間における市民参加による緑化の
推進を行うことができました。また、都市公園等の整備により緑や公共空間
の確保を行うとともに、多様化するニーズに対応できるよう、公園の再整備
や改修を行いました。
②
計画期間中において、「びわこ大津草津景観推進協議会」を設立し、両市で
共有する資源を生かした景観づくりに取り組むほか、市のオープンデータを
活用した景観施策を市民と一緒に検討する（COG2017/2018）など、ふ
るさと草津の心を育む協働のまちづくりを進めることができました。

H24.10 草津川跡地利用基本計画策定

びわこ大津草津景観推進協議会の設立

野村公園体育館建設工事完了

R3.3

・草津川跡地整備事業は、長期にわたる事業期間と多大な事業費を要することから、計
画的な事業実施が必要であり、国や県の財政面・技術面の支援が必要不可欠です。
また、「ガーデンシティくさつの推進」にかかる取り組みについては、更に地域に根差
したものとしていく必要があります。また、公園等の維持管理については、多様なニー
ズを把握し整備や維持管理を行う必要があります。
・良好な景観は、地域住民が愛着を持ち、また来訪者に魅力を感じてもらうことにより
維持され、人々の営みと一体となってさらに魅力ある景観が創出されることから、それ
らの景観資源を回遊する仕掛けづくりが必要です。草津川跡地公園（区間５）供用開始

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

46



◆やすらぎ・憩いの環境づくり
・ロクハ公園の整備については、限られた予算と期限のなか、計画に沿った整
備を行っている。
・まちなみ緑化の推進については、宅地開発における緑化指導を行うととも
に、狼川河川公園や平湖・柳平湖公園の整備に向けて地元調整等を行った。ま
た、緑のまちづくり交流会を開催し、市民活動団体等の交流を行った。
・平成24年度からガーデニングによるまちづくりを進めるため、ガーデニング
講座を実施し、ガーデニングサークルの立ち上げを行った。
・平成22年度に学識経験者や各種団体の代表者、公募市民など22人で構成す
る「草津市草津川廃川敷地土地活用検討委員会」を設置し、草津川跡地利用基
本構想の策定を進めた。また、草津川廃川敷地の土地活用に関する市民アン
ケート調査を行い、平成23年5月には、基本構想を公表した。
・平成23年度にとりまとめた基本構想の実現化を図るために、草津川跡地のよ
り具体的な整備内容を検討するため、学識経験者や各種団体の代表者、公募市
民など17人で構成する「草津市草津川跡地利用基本計画検討委員会」を設置
し、５回の検討を行った。また、市民説明会（１３学区・地区）を行い草津川
跡地利用基本計画の策定に向けて取り組みを進めた。
・平成２４年度に３回の検討委員会と市民説明会（１３学区・地区）を行い、
平成２４年１０月に基本計画を策定した。また、市民ワークショップ、ガーデ
ニングワークショップ、および隣接地権者ワークショップを開催し、市民の意
見を踏まえた基本設計の策定に向けて取り組みを進めた。
◆良好な景観の保全と創出
・市独自の景観計画および景観条例を制定し、平成２４年１０月１日に施行し
ました。また、市独自の屋外広告物条例を制定し、平成２５年１月１日に施行
しました。
これらの条例等に基づいて良好な景観形成の推進を図るために、市民や事業者
等に対しての説明会や普及啓発活動を行いました。

◆草津川跡地の空間整備
・平成25年度から平成26年度に策定した基本設計および実施設計に基づき、平成
26年度に優先整備区間である区間2および区間5の整備に着手し、推進してきた草
津川跡地整備事業について、平成28年度に都市公園としての整備を完了しました。
・計画通り平成28年度に整備工事を終え、平成29年度には都市公園としての供用
開始を迎えることができました。
◆やすらぎ・憩いの環境づくり
・ロクハ公園や平湖・柳平湖公園、狼川河川公園の整備を行い、新規供用を開始し
ました。
・ガーデニングサークルの活動支援を行い、駅周辺等の公共空間におけるガーデニ
ングを実施し、まちなみ緑化を推進しました。
・平成25年度からの4年間で、ガーデニングサークルの自主的活動を促進すること
ができました。
◆良好な景観の保全と創出
・東海道本陣周辺の歴史景観の保全・活用のため、景観形成重点地区指定に向けて
の地域の準備会を設立され、市への指定提案をなされました。
・琵琶湖をはさんだ広域景観施策の推進のため、大津市と「びわこ大津草津景観宣
言」を行い、地方自治法に基づく「びわこ大津草津景観推進協議会」を設立しまし
た。

◆草津川跡地の空間整備
・にぎわいが創出され、人と自然が触れ合い、うるおいがもたらされる空間づくり
に取り組むため、草津川跡地の整備を進めました。
・整備が完了した区間２および区間５について、草津川跡地公園（ａｉ彩ひろば・
ｄｅ愛ひろば）として平成２９年４月に供用を開始しました。
・また、草津宿橋の整備に合わせ、ｄｅ愛ひろばと今後整備予定の区間６をつなぐ
市道大路１５号線を平成３１年３月に供用を開始しました。
◆ガーデンシティの推進
・市民が利用できる公園等を確保するため、野村公園整備事業を実施するととも
に、民間開発において公園や緑地の確保について指導をしました。
・平成２９年度から平成３０年度にかけて野村公園整備工事を実施し、平成３０年
度末に工事か完了しました。
・民間開発等による平成３０年度の新規公園数は６件でした。
◆良好な景観の保全と創出
・宿場町の歴史文化を活かしたまちなみ景観づくりを進めるため、景観形成重点地
区を指定しました。
・眺望景観保全に対する意識の向上を図るため、視点場の整備を行いました。
・歴史街道の連続的な景観形成のため、東海道統一案内看板専門部会で検討を行い
ました。
・重点地区の指定に係る景観計画変更について、平生２９年～３０年度にかけて付
属機関の意見聴取やパブリックコメントを行い、平成３０年７月に重点地区を指定
しました。
・平成２９年度に矢橋帰帆島、平成３０年度に烏丸半島において、眺望ポイントと
してハートマークと説明パネルを設置しました。
・平成２９年～３０年度にかけて専門部会を運営し、行政・市民・事業者の協働の
もと看板を通じた景観まちづくりを進める基盤ができました。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆やすらぎ・憩いの環境づくり
総合公園から街区公園まで、利用目的に応じた公園の整備が求められるととも
に、まちなみに緑を増していくことが求められています。
◆良好な景観の保全と創出
歴史的・文化的資産を生かした景観、自然景観などを保全・活用するととも
に、良好なまちなみ・都市景観の創出を進めていく必要があります。

◆草津川跡地の空間整備
草津川跡地について、市民ニーズの多様性を踏まえた、より有効な空間活用ができ
るよう計画し、事業化していく必要があります。
◆やすらぎ・憩いの環境づくり
総合公園から街区公園まで、利用目的に応じた公園の整備が求められるとともに、
まちなみに緑を増していくことが求められています。
◆良好な景観の保全と創出
市内各地の特性に応じた、良好な景観の保全と活用や、新たな景観の創出に取り組
み、次代を担う子どもたちに良好な景観を引き継いでいく必要があります。

◆草津川跡地の空間整備
草津川跡地の未整備区間について、市民ニーズの多様性を踏まえ、より有効な空間
活用ができるよう計画し、事業化していく必要があります。
◆ガーデンシティの推進
子どもから高齢者まであらゆる世代の利用目的に応じた公園の整備が求めれるとと
もに、施設の老朽化への対応の必要があります。
◆良好な景観の保全と創出
市内各地の特性に応じた、良好な景観の保全と活用や、新たな景観の創出に取り組
み、次代を担う子どもたちに良好な景観を引き継いでいく必要があります。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆やすらぎ・憩いの環境づくり
市域の広範囲で開発事業による宅地化が進んでいますが、市民がやすらぎと憩
いを得られる場所が不足しています。
◆良好な景観の保全と創出
優れた景観は、市民の心に安らぎやゆとりをもたらすだけでなく、この地を訪
れる人にまで感動を与える市民共通の財産です。

◆草津川跡地の空間整備
本市のまちの構造に「緑のみち」として位置づけられる草津川跡地は、広大な空間
の多くが未利用の状況にあり、その活用のための検討を進めています。
◆やすらぎ・憩いの環境づくり
市域の広範囲で開発事業による宅地化が進んでいますが、市民がやすらぎと憩いを
得られる場所が不足しています。
◆良好な景観の保全と創出
良好な景観は、各地域の歴史文化や風土、人々の営みなどの影響を受けながら、長
い時間をかけて形づくられてきた、かけがえのない市民共通の資産です。

◆草津川跡地の空間整備
本市のまちの構造に「緑のみち」として位置づけられる草津川跡地において、未利
用地の整備を計画的に進めています。
◆ガーデンシティの推進
市域の広範囲で開発事業による宅地化が進んでいますが、市民がやすらぎと憩いを
得られる場所が不足しています。
◆良好な景観の保全と創出
良好な景観は、各地域の歴史文化や風土、人々の営みとの関わりの中で、長い時間
をかけて形づくられてきた、かけがえのない市民共通の資産です。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題
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40.0

10.0 20.0 40.0 40.0 40.0

33.2 34.0 35.0

33.7 32.5 36.032.6 32.3

27.7 29.2 31.7

－ －

◆草津川跡地の空間
整備

草津川跡地の活用の
ための空間整備が進
んでいる!

整備進捗率(整備面積
/計画面積)

％
目標値

－ －

40.0 40.0 45.0

実績値 10.0 15.0 21.0 40.0 40.0

実績値 27.5 31.5 33.4 26.3 32.1

－

◆良好な景観の保全
と創出

誰もが快適で心地い
いと感じる場所が増
える！

市内および居住地周
辺の景観に好感が持
てると感じる市民の
割合

％

目標値 － 28.0 28.0 31.0

75.9 79.1 88.6 88.9 90.9 －実績値 62.6 67.2 67.4 67.7 75.1

36.0 37.0

78.8 86.8 89.5 92.3 95.0－ 64.5 64.6 64.7 70.6 73.3◆やすらぎ・憩いの
環境づくり

市民が利用できる公
園・緑地が増える！

公園・緑地面積 ha
目標値

H24 H25 H26 H27

76.1

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

草津市環境冷やしたいプロジェクト（地球
温暖化対策実行計画区域施策編）策定

事業所立入り指導、環境汚染等の調査（継
続して令和2年度まで実施予定）

H22～R2

H26～H28 省エネ家電買替費補助制度

H27.3 「草津市の自然」発刊

ごみの分別区分を１０種類から１１種類に
変更
（①古紙類の分別区分を設定、②プラス
チックごみは、容器包装リサイクル法対象
物のみへと変更等）

H23.10 ごみ袋の配布方法を引換券制へと変更

H24～H27 創エネルギー機器補助制度

まちづくり
の基本方向 「心地よさ」が感じられるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

環境

① 生物多様性の保全を重視して自然環境を守るとともに、地球環境との調和や循環型社会づくりについての学びを深めて、
その知識と経験を将来の世代に確実に伝えていきます。
② 省エネルギーや新エネルギー活用をはじめ、環境負荷の低減に取り組む事業者等の拡大を図るとともに、市民自らの日常
生活の見直しと環境にやさしいライフスタイルの実践ができる仕組みを整えます。
③ 廃棄物の減量と適正処理によって省資源とリサイクルの推進を図るほか、環境美化や公害防止など生活環境の保全に努め
ます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

H22 住宅用太陽光発電システム設置費補助制度

①
生物多様性の保全および環境負荷低減のため、環境法令に沿い事業所等への
指導・啓発や環境汚染等の調査を継続して実施し、河川の水質については良
好な環境が高水準で維持できていることが確認できました。また、新たな自
然環境保全地区の指定や市民・団体・事業所等との「いきもの調査」を実施
し、良好な環境の保全と創出を図ることができました。
　草津市の自然の現況については、市内の自然環境を調査し、「草津市の自
然」にまとめ、公表を行い、啓発することができました。
　『環境学習教材の貸出』や『環境学習への講師派遣』、『こども環境会議
の開催』に加え、新たにできた「くさつエコスタイルプラザ」での体験学習
やイベントを実施することで、環境学習の推進を図ることができました。
②
草津市地球冷やしたいプロジェクト（地球温暖化対策実行計画区域施策編）
の推進や、市民・団体・事業者・市が協働して取組む草津市地球冷やしたい
協議会での活動をはじめ、様々なイベントでの啓発活動や環境学習を通じて
環境にやさしいライフスタイルの普及に取組みました。
　様々なイベントや、啓発施設であり発電設備を兼ね備えたクリーンセン
ター（くさつエコスタイルプラザ）での省エネルギーに関する啓発活動、省
エネ機器等の購入助成を行うことで、新エネルギーなどの普及拡大を図りま
した。
③
廃棄物の発生抑制と再使用による廃棄物発生量削減の取組と、資源化による
処分量削減の取組を推進しました。

新クリーンセンター竣工・稼働

蓄電池等設置費補助制度H29～R1

草津市環境冷やしたいプロジェクト（地球
温暖化対策実行計画区域施策編）策定

H29.3

雨水タンク設置費補助制度H28～H30

第２次環境基本計画改定H28.3

・開発に伴う自然環境の変遷、地球温暖化、外来種の侵入および定着により、市内に生
育・生息する動植物やそれらの生態系が変化してきており、従来の草津市の生物多様性
が失われていくことが危惧され、その対応策について検討と、資源の有効利用および持
続可能な社会の実現のため、次世代を担う子どもたちに対する環境学習の重要性が高
まっています。
・資源ごみ量のうち、古紙類が近年減少傾向にある中、家庭系ごみについては、焼却ご
み類に多く含まれる古紙類の分別の徹底、生ごみの削減を中心に取り組み、事業系ごみ
については、引き続き事業所に対するごみの分別徹底や食品残さの削減、資源化に向け
た取り組みを進めるとともに、新たな『草津市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画』を策
定し、目標達成に向け取り組んでいく必要があります。
・地球温暖化問題に対応するため、パリ協定で定められた産業革命からの気温上昇を
２℃未満、できれば1.5℃までに抑える目標に向けて、温室効果ガスの排出を実質ゼロ
にする脱炭素社会への転換の取組が必要です。

R2

３次環境基本計画策定R2

大宮若松神社を自然環境保全地区に指定H31.4

R１ 愛する地球のために約束する草津市条例の
見直し

H23.3 第２次環境基本計画策定

H23.10

H30.3

H25.3 草津市環境冷やしたいプロジェクト（地球
温暖化対策実行計画区域施策編）策定

鞭崎神社を自然環境保全地区に指定H24.3
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第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆自然とともに生活する環境づくり
自然の一部として人がこの地に生きるうえで、もともとある地形や生物多様性
に十分な配慮をすることが求められます。
◆環境学習の充実
持続可能な社会実現のため、環境学習の重要性がますます高まっており、「く
さつエコミュージアム」のいっそうの充実・活用が求められます。
◆地球温暖化対策への貢献
低炭素社会の実現を目指し、地球温暖化対策についての周知・広報に努めると
ともに、省エネルギー、新エネルギー利用の促進を図ります。
◆資源循環型社会の構築と廃棄物の適正処理
資源有効活用についての啓発、指導等を積極的に行って市民の意識を高め、実
践行動をさらに促進していく必要があります。
◆環境汚染・公害への適切な対策
住工混在地域での騒音、悪臭など、生活に身近な環境公害が増えてきていま
す。

◆良好な環境の保全と創出
自然環境の保全と住環境充実のために環境に配慮した取り組みが求められている
中、住工混在地域での騒音、振動、悪臭等、生活に身近な環境公害が増加しつつあ
ります。
◆低炭素社会への転換
低炭素社会の実現をめざし、市民・団体・事業者への周知・広報に努めるととも
に、省エネルギー、新エネルギー利用の促進を図ります。
◆資源循環型社会の構築
資源の有効活用について啓発等を積極的に行い、資源化をさらに推進していく必要
があります。

◆良好な環境の保全と創出
自然環境の保全と住環境充実のために環境に配慮した取り組みが求められている
中、住工混在地域での騒音、振動、悪臭等、生活に身近な環境公害への対策が求め
られています。
◆低炭素社会への転換
市民・団体・事業者とともに、さらなる省エネルギー、新エネルギー利用等を進め
る必要があります。
◆資源循環型社会の構築
資源の有効活用について啓発等を積極的に行い、資源化をさらに推進していく必要
があります。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆自然とともに生活する環境づくり
生物多様性に配慮した開発・まちづくりが、ひいては、人とまちにうるおいと
豊かさをもたらすことが、広く認知されてきています。
◆環境学習の充実
次世代を担う子どもを主な対象として、総合的な環境学習の展開を進めていま
す。
◆地球温暖化対策への貢献
温暖化防止条例（「愛する地球のために約束する草津市条例」）の施行を受
け、温暖化対策地域推進計画に基づく諸施策を実施しています。
◆資源循環型社会の構築と廃棄物の適正処理
イベント等を通じ、市民のリサイクル、ごみ減量・資源化の推進や環境美化の
推進を図るとともに、廃棄物の適正処理を行ってきています。
◆環境汚染・公害への適切な対策
必要な環境調査・環境影響評価等を実施し、公害規制基準の遵守と公害リスク
の管理を行ってきています。

◆良好な環境の保全と創出
生態系に配慮した環境保全と環境負荷低減のため、事業所等への指導・啓発や環境
汚染等の調査を継続して公害規制基準の順守と公害リスクの管理を行っています。
◆低炭素社会への転換
温暖化防止条例（「愛する地球のために約束する草津市条例」）の施行を受け、草
津市地球冷やしたいプロジェクトに基づく諸施策を実施しています。
◆資源循環型社会の構築
イベント等を通じ、ごみの減量・資源化の推進や環境美化の推進を図るとともに、
廃棄物の適正処理を行っています。

◆良好な環境の保全と創出
生態系に配慮した環境保全と環境負荷低減のため、事業所等への指導・啓発や環境
汚染等の調査を継続して公害規制基準の順守と公害リスクの管理を行っています。
◆低炭素社会への転換
草津市地球冷やしたいプロジェクトに基づく諸施策等、低炭素社会への転換に向け
た取組を推進しています。
◆資源循環型社会の構築
リサイクルフェア等のイベント等を通じ、ごみの減量・資源化の推進や環境美化の
推進を図るとともに、廃棄物の適正処理を行っています。
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◆自然とともに生活する環境づくり
・自然環境保全地区について、1地区の追加指定を行った。
・保護樹木の薬剤治療を実施し、これにかかる費用の半額を補助。病害虫の駆
除には治療の効果が確認された。
・自然観察会は事業仕分けにより平成22年度をもって廃止した。
・水鳥観察会の参加者数は天候により左右されたが、守山市とともに啓発に取
り組んだ結果、目標以上の参加となった。
・いきもの調査は、初年度は大きく下回ったが、次年度は目標値以上の参加者
を集めることができた。
◆環境学習の充実
・学校や団体等への参加呼びかけを継続し、こども環境会議の参加団体数が目
標値に対して９０％を上回り、こども環境会議が定着してきた。
・くさつエコミュージアムについて、エコミュージアム推進講座として、新た
な見学会やイベントを実施することができた。
◆地球温暖化対策への貢献
・勧誘活動などの結果、草津市地球冷やしたい推進協議会の会員数は増加して
おり、協議会事業として新規に啓発活動を行うなど、温暖化防止に向けた活動
が活発になりつつある。
・環境家族宣言やエコドライブ宣言などにより、H21～2４年度で延べ１万人
以上の方に省エネルギーなどの温暖化防止活動に取り組んでいただけた。
・市域の住宅用太陽光発電システムの設置件数は、市の補助に加え、国や県の
補助制度、電力買い取り制度、システム設置費の価格低下などの効果もあって
年々増加しており、太陽光エネルギーの利用は着実に広がりつつある。
◆資源循環型社会の構築と廃棄物の適正処理
・平成２３年１０月のごみ分別区分変更により資源化が推進でき、また市民の
ごみ減量リサイクルに対する意識が高まり、今後も資源化を推進できる機運が
できてきた。
・古紙回収を開始したことから、市民の資源回収活動の実績も増え、相乗効果
が見られた。
・安全安心パトロール活動により、不法投棄箇所の重点地区数が減ってきた。
・新たな廃棄物処理施設の建設に向けた準備業務を着実に進めた。
◆環境汚染・公害への適切な対策
・環境管理基準をあてはめている２河川(伊佐々川、狼川）において、各項目に
ついて毎月１回、調査を実施した。 調査の結果、伊佐々川（7月・2月）と狼
川（5月・2月）において、BODがそれぞれ２回基準超過していた。
・事業所管理の徹底を図り、環境負荷の低減を図るために定期的な事業所の立
入りと指導を実施するとともに、環境負荷が強いと懸念される事業所について
は定期的にパトロールを実施した。

◆良好な環境の保全と創出
・工場・事業所の設置時、また設置後には定期的に事業所へ立入調査を実施し、公
害の未然防止やさらなる環境負荷低減に向け、積極的に指導・啓発を行いました。
・水質等に係る環境調査を継続的に実施し、河川の水質から良好な環境が高水準で
維持していることを確認しました。
◆低炭素社会への転換
・草津市地球冷やしたい協議会において、環境学習・地球温暖化防止の啓発や、省
エネ・再生可能エネルギーの導入促進について、市民・団体・事業者・市が連携し
て身近なことから取り組みました。
・市民、団体、事業者、市が一体となって、草津市地球冷やしたいプロジェクトに
取り組み、重点アクションの行動目標を概ね達成することができました。
◆資源循環型社会の構築
・ごみ問題を考える草津市民会議の各種啓発事業により、廃棄物の発生抑制・資源
化推進のための市民意識の向上を図りました。
・パトロール業務の継続により不法投棄ごみ量が減少しました。
・新たなごみ焼却処理施設の平成30年3月稼動を見据え、現焼却処理施設の適正な
維持管理および新たな廃棄物処理施設の稼働に向けて、工事を計画どおり進めてお
ります。

◆良好な環境の保全と創出
・良好な環境を次世代に引き継ぐため、身近な自然に興味や関心を持っていただく
ための「いきもの調査」や良好な自然を維持している地域を保全する取組等を市
民・団体・事業所等とともに進めました。
・環境学習等に関わる様々な情報の提供や発信、環境学習に取り組む人・団体等の
活動支援を図りながら、市民・事業者・行政等の連携を拡充し、市全体のエコ
ミュージアムの取組を推進しました。
・河川の水質等に係る環境調査を継続的に実施するとともに、環境負荷の低減のた
め事業所等の適切な指導に努めました。
・「草津市の良好な環境保全条例」に基づき、残された自然環境を少しでも多く保
全し次世代に継承すべく、大宮若松神社を自然環境保全地区として新たに指定する
ことに努めました。また、現存の地区については、台風２１号により倒木等の被害
が発生した地区を対象に、他の健全な植物への２次被害を防止する等、良好な環境
の保全に努めました。
・『環境学習教材の貸出』や『環境学習への講師派遣』、『こども環境会議の開
催』に加え、新たにできた「くさつエコスタイルプラザ」での体験学習やイベント
を実施しました。
・平成３０年度においては、狼川においてのみ基準を満足しない結果が何度かあ
り、昨年度と比較すると目標値に対する実績値としては減少していました。
◆資源循環型社会の構築
・廃棄物の発生抑制と再使用による廃棄物発生量削減の取組と、資源化による処分
量削減の取組を推進しました。
・ペットボトル、空き缶、びん、古紙の定期収集と、乾電池、蛍光管の拠点回収を
実施し、ごみ減量とリサイクルの推進に努めました。
・ごみ問題を考える草津市民会議が主催となり、行政との協働により、市内一斉清
掃やリサイクルフェアの開催、各種イベントでの啓発等、３Ｒの推進に努めまし
た。
・『草津市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画』に定める１人１日あたりのごみの排
出量の目標について、家庭系ごみの目標値４３０ｇ/人に対して４３９ｇ/人、事業
系ごみの目標値２８５ｇ/人に対して２８３ｇ/人となっており、令和３年度目標の
達成に向けて、廃棄物の発生抑制を図ることができています。（参考　平成２０年
度実績　家庭系ごみ５３６ｇ/人、事業系ごみ３５６ｇ/人）
◆低炭素社会への転換
・様々な主体が参画するプラットフォーム（基盤組織）である「草津市地球冷やし
たい推進協議会」の会員数の増加によるネットワークの拡充を図り、低炭素社会へ
の転換に向けた取組を推進しました。
・イベントや助成制度等を通じ、省エネ・省ＣＯ２の推進、新エネルギー利用等の
普及啓発を図り、環境に配慮したまちづくり（スマートエコシティ）に寄与しまし
た。
・草津市地球冷やしたいプロジェクトの推進や各イベントでの啓発活動、先進地視
察研修などを協議会で取り組むことができました。
・様々なイベントのほか、啓発施設であり発電施設を兼ね備えたクリーンセンター
（くさつエコスタイルプラザ）の来場者に対し啓発を行いました。また、蓄電池等
設置費補助金や雨水タンク設置費補助金によるエネルギー効率を高める機器等の購
入助成を行うことで、スマートエコシティの推進を図りました。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

51



－

78 80

実績値 69 69 71 71 72 72 －

72 74 76 78 74 76
◆低炭素社会への転
換

低炭素社会づくりに
取り組む市民・事業
者等の活動が活発で
ある!

草津市地球冷やした
い推進協議会の会員
数

者

目標値

24/24 22/24 23/24

◆環境汚染・公害へ
の適切な対策

環境基準が常に達成
されている！

環境管理基準(BOD)
の達成状況(達成回数
／測定回数)

％
目標値 － 24/24 24/24

19.2

◆資源循環型社会の
構築と廃棄物の適正
処理

家庭や事業所からで
るごみの量が減る！

ごみの資源化率 ％

19/24 － －

24/24 24/24 24/24

実績値 21/24 21/24 21/24 20/24 24/24 23/24

24/24 24/24 24/24 24/24 24/24 24/24

19.5

21.4 21.8 22.3 22.8 23.4

実績値 15.6 16.3 18.4 19.4

15.7 22.3 22.5 22.7 22.8 23.0目標値 －

－ －19.2 19.1 20.2 19.3

◆地球温暖化対策へ
の貢献

地球温暖化対策に関
する市民活動が活発
である！

地球温暖化対策に取
り組む市民の割合

％
目標値 －

実績値 55 59 56 60

57.0 59.0 61.0

実績値 54.9 50.4 51.0 50.9

◆環境学習の充実
環境学習に参画する
団体が増える！

こども環境会議参加
団体数

団体
目標値 － 57 59 61

◆自然とともに生活
する環境づくり

多種多様な生物が生
息する空間が増え
る！

自然環境保全地区 地区
目標値 － 15 15 17

実績値 15 15 16 16

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位

H27 H28 H29 H30 R1 R2
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

Ｈ30.10 草津市立地適正化計画・草津市版地域再生
計画・草津市地域公共交通網形成計画策定

Ｒ2.3 北中西・栄町地区市街地再開発ビル竣工
（予定）

Ｒ2.12 （仮称）市民総合交流センターオープン
（予定）

Ｈ29.4 草津川跡地公園de愛ひろばオープン

陽ノ丘団地竣工

・人口減少社会の到来、少子・高齢化、住まい・まちづくりに対するニーズの多様化、
安全・安心に対する意識の高まり、環境に対する意識の高まり、先行き不透明な経済状
況等、住宅・住生活に関わる社会経済状況の変化に対する不安が高まっています。
・市街地では、人口増加傾向にありますが、郊外地域においては人口減少と高齢化が進
んでいます。今後、地域間での人口および高齢化の差が著しくあらわれ、特に郊外地域
における生活環境や地域コミュニティの維持が困難になるおそれがあります。
・現在進めている（仮称）市民総合交流センター事業や北中西・栄町地区市街地再開発
事業の整備完了後、拠点周辺への波及効果やエリア全体の活性化に繋がるよう、継続的
なソフト事業の展開や、関係機関との連携が必要となります。

①
・計画期間中において、「草津市住宅マスタープラン」を策定・推進すると
ともに、長期優良住宅の認定等により質の高い優良住宅の普及促進を図り、
「草津市市営住宅長寿命化計画」に基づく公営住宅の計画的な建替え・改修
の実施により良質な住宅資産の形成を進めることができました。
・将来の人口減少社会の到来に適応できる「コンパクトシティ・プラス・
ネットワーク」のまちづくりの実現に向け、市街地への居住および都市機能
の誘導を図る「草津市立地適正化計画」、郊外地域における生活環境および
地域コミュニティの維持を図る「草津市版地域再生計画」、市街地と郊外地
域を結ぶ交通ネットワークの充実を図る「草津市地域公共交通網形成計画」
を策定できました。

②
・ＪＲ草津駅前の低未利用地に「niwa+（ニワタス）」や、「草津川跡地公
園de愛ひろば」などの拠点施設を整備するとともに、それらの施設を利用し
たイベントなどのソフト事業を行うことで、中心市街地の賑わいの創出と回
遊性の向上を図ることができました。
・計画期間中において、「草津市空き家情報バンク」の設置および「草津市
空き家等対策計画」の策定、啓発活動・セミナー開催の実施により、戸建空
き家の発生抑制・適正管理の促進を図りました。

Ｈ24.3 草津市住宅マスタープラン策定

Ｒ3.3

Ｈ29.10 草津市住宅マスタープラン改定

草津市都市計画マスタープラン改定

草津市市営住宅長寿命化計画策定

Ｈ24.3 笠縫団地2期竣工

Ｈ24.3

Ｈ29.3 草津市空き家等対策計画策定

Ｈ28.6 草津市空き家情報バンク設置

まちづくり
の基本方向 「心地よさ」が感じられるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

住宅・住生活

① 住まいへの多様なニーズを受け止める、良質な住宅ストックによる良好な住環境の誘導を図り、これらの環境を将来に引
き継いでいくとともに、市民が住居の場に困ることがないよう支援します。
② 市外からも親しみと憧れを集める本市の“まちなか”の魅力をさらに高めるため、ＪＲ駅周辺の市街地の整備など、利便
性の高い快適な暮らしを実現する基盤づくりを進めます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

芦浦団地竣工

Ｈ26.7 niwa+（ニワタス）オープン

Ｈ28.3

Ｈ24.3
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30.4 34.7 34.3 － －

33.0 34.0

実績値 18.3 20.0 23.7 18.0 28.3 27.6 27.2

19.0 22.0 24.0 28.0 31.0 32.0－ 19.0 19.0 22.0

64.652.1 54.2 58.9 54.9 61.7

◆“まちなか”の魅
力向上

“まちなか”に人が
つどい、ゆっくり楽
しんでいる！

“まちなか”に魅力
があると感じる市民
の割合

％

目標値

H28 H29

－69.1 67.6 67.4 69.3 －

71.0 72.0－ 54.0 56.0 58.0 57.0 58.0 59.0 60.0 69.0 70.0
◆住まいと住生活の
魅力向上

誰もが住みたい・住
み続けたいと感じ
る、魅力と安心があ
る！

良好な居住環境が形
成されていると感じ
る市民の割合

％
目標値

実績値

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H24 H25 H26 H27

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆住まいと住生活の魅力向上
・公営住宅の計画的な建替え・改修を行なったことにより、良質な住宅資産の
形成に寄与した。
・「草津市住宅マスタープラン」および「草津市市営住宅長寿命化計画」を策
定したことにより、今後１０年間の改修計画等が定められた。
・草津駅前の都市機能の更新、良好な市街地形成および中心市街地の活性化を
目的とした市街地再開発事業の検討を行った。
◆“まちなか”の魅力向上
平成２１年度には、前年に「草津まちなか活性化プログラム」を取りまとめら
れた「草津まちづくり委員会」が、NPO法人「草津まちづくりNPO」として法
人格を取得され、「（仮称）草津駅前ガーデン広場提案書」を提出されるな
ど、民主体の活性化の動きが活発化する一方で、市内部での活性化事業の検討
を行い「中心市街地再生計画（案）」を取りまとめました。
平成２２年度には、「都市再生本部会議」を設置し、様々な事業を体系的に整
理し、出来ることから実行していくこととして「中心市街地再生計画（案）」
を精査しました。
平成２３年度には、行政と民間の取組みとの連携を図り、実行性の高い計画と
して「まちなかステップアップ計画」の策定を進めましたが、事業を具体的に
進め魅力的な”まちなか”作りを行うためには、法に基づく「中心市街地活性
化基本計画」が必要であるとの結論に至りました。
平成２４年度には都市再生室にまちなか再生課を新設し、「中心市街地活性化
基本計画」の策定に向けた取り組みを開始しました。

◆“まちなか”の魅力向上
・草津市中心市街地活性化基本計画に基づき、niwa+（ニワタス）の整備や空き家
等を活用したテナントミックス事業を実施したほか、市街地再開発事業等の進捗を
図りました。
・中心市街地の低未利用地の活用など、歩いて暮らせるまちづくりに取り組んでき
た結果、中心市街地の通行量増加や空き店舗率減少などの一定の効果が見えまし
た。
◆住まいと住生活の魅力向上
・良好な居住環境や充実した都市機能を確保するため、都市計画法等に基づく調和
の取れた土地利用や秩序ある都市の形成を進めつつ、都市機能の再構築に取組むと
ともに、長期優良住宅の認定等により質の高い優良住宅の普及促進に努めました。
・組合施行の北中西・栄町地区市街地再開発事業に対して支援を行い、円滑な事業
進捗に寄与することができました。
・耐久性、耐震性、省エネ性能に優れた長期優良住宅の審査・認定を行うことによ
り、質の高い住宅ストックの普及を進めました。

◆“まちなか”の魅力向上
・中心市街地において市民の憩いの場、市民活動の場として活用するため、「草津
川跡地公園de愛ひろば」を整備し、平成２９年４月に供用を開始しました。
・中心市街地の賑わいの創出と回遊性の向上を目的として、草津川跡地公園de愛ひ
ろばをはじめとした中心市街地の公共空間を活用した賑わい創出事業を実施しまし
た。
・“まちなか”の都市基盤整備を行うため、（仮称）市民総合交流センターや北中
西・栄町地区市街地再開発事業など、拠点施設の整備を進めました。
・草津川跡地公園de愛ひろばの整備が完了し、niwa+（ニワタス）などを含めた公
共空間を活用したイベントなどにより、新たなにぎわいが生まれ、歩行者通行量は
増加し、空き店舗率は低下するなど、中心市街地の活性化に寄与しました。
◆住まいと住生活の魅力向上
・良好な居住環境や充実した都市機能を確保するため、適切な土地利用の誘導を図
るとともに、長期優良住宅の認定等により質の高い優良住宅の普及促進を進めまし
た。また、空き家等の発生抑制・適正管理促進に取り組みました。
・郊外部における地域の産業・資源を活かして、新たな交流や生活機能の確保等、
さらなる活性化に向けて取り組みました。
・将来の人口減少局面に対応できる、「コンパクトシティ・プラス・ネットワー
ク」のまちづくりの実現に向けて、草津市立地適正化計画を策定しました。
・郊外地域における生活環境やコミュニティを維持していくため、草津市版地域再
生計画を策定しました。
・耐久性、耐震性、省エネ性能に優れた長期優良住宅の審査・認定を行うことによ
り、質の高い住宅ストックの普及を進めました。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆住まいと住生活の魅力向上
成熟の段階を迎えた既成市街地の良好な環境を守るとともに、ゆとりとうるお
いある市街地整備・住宅開発を誘導していく必要があります。
◆“まちなか”の魅力向上
JR草津駅東地区等の密集した市街地において、都市基盤整備と都市機能の更新
を図り、“まちなか”の居住環境の質的向上を図っていく必要があります。

◆“まちなか”の魅力向上
“まちなか”を暮らす人にとって、より魅力的な場所とするため、適切な都市基盤
整備と商業機能等の生活機能の集積を進めていく必要があります。
◆住まいと住生活の魅力向上
成熟の段階を迎えた既成市街地の良好な環境を守るとともに、ゆとりとうるおいあ
る市街地整備・住宅開発を誘導していく必要があります。

◆“まちなか”の魅力向上
将来の人口減少を見据えた都市基盤の整備と、“まちなか”の魅力ある都市環境の
形成により、市全体としての居住魅力の維持・向上を図っていく必要があります。
◆住まいと住生活の魅力向上
既成市街地の良好な住宅・住環境を守リ、市街地整備・住宅開発誘導を進めていく
とともに、人口減少地域への対策を進めていく必要があります。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆住まいと住生活の魅力向上
昭和40年代から住宅開発が大きく進み、近年は大学の立地もあいまって、JR
駅周辺を中心とした“まちなか”の市街地整備と住宅開発が続いています。
◆“まちなか”の魅力向上
“まちなか”では、計画的な市街地整備が進む一方で木造住宅の密集した地区
もあり、防災面も含めて、複合的な課題が残された居住環境となっています。

◆“まちなか”の魅力向上
“まちなか”では、計画的な市街地整備が進む一方で木造住宅の密集した地区もあ
り、防災面も含めて、複合的な課題が残された居住環境となっています。
◆住まいと住生活の魅力向上
昭和40年代から本格化した住宅開発は、大学の展開もあいまって、さらに大きく広
がり、ＪＲ駅周辺など“まちなか”の市街地整備も進んでいます。

◆“まちなか”の魅力向上
全国的に人口減少が進んでいますが、本市では、計画的な市街地整備の進展等に
よって、居住人口が増加しています。
◆住まいと住生活の魅力向上
昭和40年代から本格化した住宅開発は、大学の誘致やＪＲ駅周辺の開発を中心とす
る“まちなか”整備の進展のもとでさらに進んでいます。
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

水道事業経営計画（中間見直し）

H28～R1

下水道耐震診断（地震対策）

マンホール蓋更新（長寿命化対策）

H26.3 下水道事業第７期経営計画（後期）策定

H26.4

H25～

農業集落排水の公共下水道接続工事

H29.3 下水道事業第8期経営計画策定

H30.2

まちづくり
の基本方向 「心地よさ」が感じられるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

上下水道

① 安全で安定した水を供給するため、上水道の整備拡充と適切な維持管理を行います。
② 家庭や事業所等からの汚水を確実に処理するため、下水道の整備拡充と適切な維持管理を行うとともに、水洗化を促進
し、生活環境の向上と河川・琵琶湖の水質保全への寄与を図ります。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

①
・水道ビジョンおよび水道事業経営計画に基づき、上水道施設の耐震化およ
び更新を進めました。また、公営企業としての健全経営を維持しながら事業
経営を行いました。
・浄水場の耐震工事および基幹管路の更新に取り組みました。また、長期的
な視点で公営企業としての健全経営、経営基盤の強化に努め、効率的な事業
運営を行い、水道料金の10％還元を継続実施しました。
②
・下水道事業第８期経営計画に基づき、下水道施設の計画的な更新や耐震化
を進めるとともに、農業集落排水を公共下水道へ接続する工事を実施しまし
た。また、公営企業としての健全経営を維持しながら事業経営を行いまし
た。
・長寿命化対策、総合地震対策として、マンホール蓋の更新および重要な幹
線の耐震診断を実施しました。また、長期的な視点で公営企業としての健全
経営、経営基盤の強化に努め、効率的な事業運営を行いました。

上下水道業務継続計画策定

R2～ 北山田浄水場耐震補強工事

下水道事業地方公営企業法適用

ロクハ浄水場耐震補強工事

H28.3 水道ビジョン（中間見直し）

・老朽施設の大量更新時期に備えるとともに、耐震化による災害に強いライフラインの
確保に努め、事故・災害時の対応力を強化する必要があります。また、官民連携による
業務委託の推進や近隣事業体との広域連携など、事務事業の効率化が求められていま
す。
・下水道施設の老朽対策として、点検調査を始め維持管理および耐震対策が急務となっ
ております。また、初期投資の企業債の償還が高水準で推移しており、厳しい経営状況
にあります。平成26年度に地方公営企業法を適用しましたが、より一層の経営の透明化
および経営の健全化に努める必要があります。

浄水場設備更事業

配水管更新整備事業

H15～H26 導水管整備更新事業

通年

H25～R1

H25～R1

H23.３ 水道ビジョン策定

水道事業経営計画策定

水道料金１０％還元

ロクハ系配水池耐震補強工事

H23.10～

H24～H25
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◆水の安定供給
・導水管整備更新事業の進捗率については、事業費ベースで約84％完了し、当
初の計画どおり事業実施しました。
・配水管更新事業については、老朽化した管路等から更新事業を実施し、管路
耐震化の向上を図りました。また、平成23年度には基幹管路等の更新を優先的
に進める内容の管路整備更新基本計画を策定しました。
・浄水場施設整備事業については、浄水場の日常点検や運転の中で、不具合箇
所を早期に発見し、状況等を勘案しながら、機器の更新、修繕等を行い、経年
化設備率の向上を図りました。
・浄水施設については、毎日及び定期の水質点検や機器の日常点検、整備を行
い、また、本管および給水管については、日常的な漏水調査を実施してきまし
た。加えて、漏水を発見した際には速やかに修繕工事および路面復旧工事を実
施し、有収率の向上に努めてきました。
・平成23年3月に「草津市水道ビジョン」を策定したことにより、本市水道事
業の柱として長期的な視点での経営計画が完成し、水道事業ガイドラインに基
づく指標による各施策の目標達成状況の確認と事業進捗の把握が容易となると
ともに、健全経営を維持しながら的確な事業展開ができるようになりました。
◆汚水の適正処理
・水洗化啓発については、広報やホームページにおいて啓発を行うとともに、
市域全体を４～５年で一巡できるよう計画的に年4回の戸別訪問等により啓発を
実施してきました。このようなことから、水洗化率は９５．１％となりまし
た。
・下水道の整備を計画的に行った結果、普及率が９５．４％となり、農業集落
排水区域を含めると９９．５％に達しました。
・維持管理については、遠隔監視システムや維持管理業務委託等にて良好な維
持管理を行いました。また、管路施設の延命を図る長寿命化対策に向けた下水
道台帳システムを構築し、管路情報のデータベース化を行いました。これによ
り、老朽管路や重要管路の抽出が容易に行えるようになり、修繕更新が効率的
に行うことができるようになりました。

◆水の安定供給
・草津市水道ビジョンおよび経営計画に基づき、老朽施設の更新および耐震化事業
を計画的に進めるとともに、公営企業として健全経営を維持しながら事業を展開し
ました。
・計画に基づき、基幹管路の更新および浄水場の耐震工事に取り組みました。ま
た、平成27年度に水道ビジョンおよび経営計画の見直しを行い、コスト抑制や効率
化を進めたことから、平成23年度より実施している料金の一律10％還元を平成33
年度末まで継続実施することを実現しました。
◆下水道の安定基盤づくり
・農業集落排水を公共下水道へ接続するための工事に取り掛かりました。
・平成25年度から長寿命化対策、総合地震対策として、マンホール蓋の更新および
重要な幹線の耐震診断を実施しました。
・平成28年度には、下水道使用料の適正化、公営企業として安定した経営の継続を
目指し、下水道事業第8期経営計画の策定を行いました。

◆水の安定供給
・水道ビジョンおよび水道事業経営計画に基づき、上水道施設の耐震化および更新
を進めました。また、公営企業としての健全経営を維持しながら事業経営を行いま
した。
・浄水場の耐震工事および基幹管路の更新に取り組みました。また、長期的な視点
で公営企業としての健全経営、経営基盤の強化に努め、効率的な事業運営を行い、
水道料金の１０％還元を継続実施しました。
◆下水道の安定基盤づくり
・下水道事業第８期経営計画に基づき、下水道施設の計画的な更新や耐震化を進め
るとともに、農業集落排水を公共下水道へ接続する工事を実施しました。また、公
営企業としての健全経営を維持しながら事業経営を行いました。
・長寿命化対策、総合地震対策として、マンホール蓋の更新および重要な幹線の耐
震診断を実施しました。また、長期的な視点で公営企業としての健全経営、経営基
盤の強化に努め、効率的な事業運営を行いました。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆水の安定供給
老朽化が進む初期に整備した水道管や施設の更新・耐震化を推進し、適切な維
持管理を行うことが最大の課題となっています。
◆汚水の適正処理
未整備地域があとわずかとなった今、下水道施設の普及促進と老朽化した施設
の更新や機能強化などの適切な維持管理が求められます。

◆水の安定供給
老朽化が進む初期に整備した水道管や浄水場など上水道施設の更新・耐震化を推進
し、適切な維持管理を行うことが最大の課題となっています。
◆下水道の安定基盤づくり
未整備地域があとわずかとなった今、下水道施設の普及促進と老朽化した施設の更
新・耐震化や機能強化などの適切な維持管理が求められます。

◆水の安定供給
老朽化が進む初期に整備した水道管や浄水場など上水道施設の更新・耐震化を推進
し、適切な維持管理を行うことが最大の課題となっています。
◆下水道の安定基盤づくり
未整備地域があとわずかとなった今、下水道施設の普及促進と老朽化した施設の更
新・耐震化や機能強化等の適切な維持管理が求められています。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆水の安定供給
本市の水道は昭和39年から一部給水を開始し、人口急増に対応しながら拡張事
業を着実に進め、概ね100%の普及率となっています。
◆汚水の適正処理
快適な暮らしを実現し、琵琶湖をとりまく水環境を守るために、市民・事業者
等がすべて下水道に接続し、適正に管理することが大切です。

◆水の安定供給
本市の水道は昭和39年から一部給水を開始し、人口急増に対応しながら拡張事業を
着実に進め、概ね100%の普及率となっています。
◆下水道の安定基盤づくり
快適な暮らしを実現し、琵琶湖を取り巻く水環境を守るために、市民・事業者等が
すべて下水道に接続し、適正に管理することが大切です。

◆水の安定供給
本市の水道は昭和39年から一部給水を開始し、人口急増に対応しながら拡張事業を
着実に進め、概ね100%の普及率となっています。
◆下水道の安定基盤づくり
快適な暮らしを実現し、琵琶湖を取り巻く水環境を守るために、市民・事業者等が
全て下水道に接続し、適正に管理することが大切です。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価
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86.0 86.0 86.0 86.0

実績値 83.6 78.9 － －

95.0 95.1

実績値 6.5 5.4 4.8 5.7

汚水の適正処理に対
して不満を感じてい
ない市民の割合

％
目標値

5.7 5.4 5.1 4.8

89.0

実績値 86.8 83.6 － －

◆汚水の適正処理

市内の水洗化が完了
する！

水洗化率(処理区域内
水洗化人口／処理区
域内人口)

％
目標値 －

快適な生活環境を維
持するため、下水道
がいつでも使用でき
る。

汚水の適正処理に対
して不満を感じてい
る市民の割合

％
目標値

93.8 94.4 95.0

実績値 93.2 95.0

％
目標値

3.4 3.1 2.8

89.0 89.0 89.0
◆水の安定供給

エコにも配慮した
ローコストで安心･安
全な水を、いつでも
利用できる！

水の安定供給に対し
て不満を感じている
市民の割合

％

H27 H28 H29

実績値 5.9 5.6 4.8 4.0 5.8

目標値 － 5.9 5.4 4.9 3.7

5.1 5.1 5.0

水の安定供給に対し
て不満を感じていな
い市民の割合

H30 R1 R2

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

H28.3

H28.4

H28.10

H30.10

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

①
・大江霊仙寺線をはじめとする市内の道路や歩道・自転車道等について整備
を実施し、安全で快適に利用できる道路環境の充実を図ったほか、道路パト
ロールにより道路の経年劣化を早期に発見・補修し、道路の適切な維持管理
に努めました。
・「草津市自転車安全安心利用促進計画」を策定し、同計画内で定めた自転
車ネットワーク計画に基づき、自転車道の整備を実施することで、自転車の
安全で安心な走行環境の創出に努めました。
②
・平成２５年１０月のまめバス本格運行開始と併せて、栗東市コミュニティ
バス「くりちゃんバス」の宅屋線および大宝循環線とのジョイント運行を開
始し、平成２８年１０月には「草津・栗東くるっとバス」における宅屋線の
守山市延伸を行い、「草津・栗東・守山くるっとバス」として運行を開始し
ました。また、平成３０年１０月には、「草津市地域公共交通網形成計画」
を策定し，「草津・栗東くるっとバス」における大宝循環線の守山市延伸を
行い、「草津・栗東・守山くるっとバス」として運行を開始しました。さら
に、同年１１月には、まめバス草津駅医大線において、９便から１０便の増
便をしたことで、利用の促進を図ることができました。
③
「草津市バリアフリー基本構想」を策定し、基本構想に基づいて、草津駅周
辺等の歩道整備を実施し、誰にとっても安全で安心できる、バリアのないま
ちづくりに努めました。

H22.3 「草津市バリアフリー基本構想」策定

大江霊仙寺線（川の下工区）供用開始

「草津市地域公共交通網形成計画」策定

草津・栗東・守山くるっとバスの運行開始
（大宝循環線）

H30.11

まちづくり
の基本方向 「心地よさ」が感じられるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

道路・交通

① 自動車・自転車・歩行者などが、安全で快適に利用できる道路環境を充実させていくため、道路や交通安全施設の整備と
適切な維持管理に努めるとともに、交通安全対策の充実を図ります。
② 市内や市内外を結ぶ移動をさらに円滑なものとするため、公共交通を中心とする総合的な交通体系の充実を図っていきま
す。
③ 歩道の段差解消やわかりやすい案内表示等を行い、ハード面・ソフト面の両面からバリア（障壁）を無くし、誰にとって
も安全で安心できる、快適なまちと社会をつくっていきます。

まめバス草津駅医大線の増便

H25.10 まめバス本格運行開始

Ｈ27.4

「草津市自転車安全安心利用促進計画」策
定

連節バス（ＪＯＩＮＴ　ＬＩＮＥＲ）運行
開始

草津・栗東・守山くるっとバスの運行開始
（宅屋線）

栗東市とのジョイント運行開始
（宅屋線、大宝循環線）

・主要幹線道路において交通渋滞が慢性化しており、生活道路で交通量が増加している
ことから、道路の計画的な整備と交通安全対策が求められています。
・管理する橋梁等の道路施設の経年劣化が進んでおり、計画的な点検、修繕によって予
防保全的な維持管理を行うための取り組みや体制づくりが必要です。
・「草津市自転車安全安心利用促進計画」に基づき、自転車道の整備が一部路線で実施
されておりますが、今後、他の道路事業との優先順位を勘案し、計画的に事業を進める
必要があります。
・バス交通の空白地・不便地の存在、公共交通の情報提供が不十分である等の課題があ
ることから、効率的かつ効果的な利便性の高い持続可能な公共交通ネットワークの形成
のため、県、市、関係事業者等と連携を図りながら、さらなる公共交通の利用促進を図
る必要があります。
・“まちなか”を誰もが行き来でき、諸施設を利用できるよう整備し、都市の便益を誰
もが享受できるようにしていくことが求められています。
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆安全で快適な道路づくり
主要幹線道路および生活道路、また、歩道・自転車道等の、計画的・体系的な
整備と安全で快適な道路空間の整備が求められています。
◆公共交通体系の充実
市民・来訪者の移動利便性・生活利便性を高めるため、新たな公共交通システ
ムを整備していく必要があります。
◆バリアのないまちづくり
今後とも、継続的かつ精力的にバリアフリー化の促進を図り、指導を行うとと
もに、市内移動の円滑化を進めていく必要があります。

◆快適な道路の整備
主要幹線道路および生活道路、また、歩道・自転車道等の、計画的・体系的な整備
が求められています。
◆安全・安心な道路空間の構築
主要幹線道路および生活道路、また、歩道・自転車道等の、安全で快適な道路空間
の構築が求められています。
◆公共交通体系の充実
市民・来訪者の移動利便性・生活利便性を高めるため、新たな交通ネットワークを
推進していく必要があります。
◆バリアのないまちづくり
今後とも、継続的かつ精力的にバリアフリー化の促進を図り、指導を行うととも
に、市内移動の円滑化を進めていく必要があります。

◆安全・安心な道路の整備
主要幹線道路の計画的な整備と生活道路での交通安全対策、また、計画的な点検・
修繕による道路施設の予防保全的な維持管理等が求められています。
◆公共交通ネットワークの構築
公共交通空白地・不便地の解消や交通弱者等の生活交通手段の確保等が求められて
います。
◆バリアのないまちづくり
“まちなか”を誰もが行き来でき、諸施設を利用できるよう整備し、都市の便益を
誰もが享受できるようにしていくことが求められています。

◆安全で快適な道路づくり
主要幹線道路における交通量の増加と整備の遅れ等によって慢性的な交通渋滞
が生じており、生活道路への交通流入量も増加傾向にあります。
◆公共交通体系の充実
公共交通空白地等の解消、移動制約者の生活交通の確保などの課題に対し、
「草津市地域公共交通活性化再生協議会」を設置し検討を進めています。
◆バリアのないまちづくり
公共公益的な建築物等に対してバリアフリー化を指導していますが、県の条例
に強制力がないことから、整備が進まない状況にあります。

◆快適な道路の整備
主要幹線道路における交通量の増加と整備の遅れ等によって慢性的な交通渋滞が生
じており、生活道路への交通流入量も増加傾向にあります。
◆安全・安心な道路空間の構築
生活道路等における交通量の増加と老朽化に伴い、経年劣化が進んでいる施設が増
加傾向にあります。
◆公共交通体系の充実
公共交通空白地等の解消、移動制約者の生活交通の確保などの課題に対し、「草津
市総合交通戦略」で検討を進めます。
◆バリアのないまちづくり
公共公益的な建築物等に対してバリアフリー化を指導していますが、県の条例に強
制力がないことから、整備が進まない状況にあります。

◆安全・安心な道路の整備
主要幹線道路で交通渋滞が慢性化し、生活道路で交通量が増加しているほか、橋梁
等の道路施設の経年劣化が進んでいます。
◆公共交通ネットワークの構築
自動車依存の高まりから、慢性的な道路渋滞が発生し、公共交通の利便性の低下と
それに伴う利用者の減少が懸念されます。
◆バリアのないまちづくり
“まちなか”の整備が進んでいますが、公共公益施設等の間の移動経路と施設自体
のバリアフリー化が十分に進んでいません。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題
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23.0 24.0 25.0 21.0

－ －27.2 28.6 28.3 28.2 25.7 28.6

24.0 29.0 29.0 30.0 30.022.0 23.0◆バリアのないまち
づくり

車いすで“まちな
か”を自由に移動で
きる！

まちに障壁(バリア)
が少ないと思う市民
の割合

％
目標値 －

46.0 46.0

実績値 41.6 44.8 － －

◆公共交通ネット
ワークの構築

％
目標値

－
45.0 45.0

実績値 21.5 24.8 25.5 20.5.

実績値 33.4 38.3 36.6 37.4 43.1 42.8 41.1 44.7

43.0 45.0 38.0 39.0 40.0 41.0
◆公共交通体系の充
実 公共交通機関が便利

で市内の移動がしや
すい！

公共交通機関の利便
性に満足している市
民の割合

％
目標値 － 40.0

実績値 21.6

33.0 34.5 25.0 26.0 27.0 28.0

70.2 70.2

◆安全・安心な道路
空間の構築

安全・安心な道路空
間がある!

道路空間の安全性に
満足している市民の
割合

％
目標値 30.0 31.5

24.9 － －21.1 20.5 23.7 21.4

◆安全で快適な道路
づくり

70.6

実績値 65.6 66.9 69.3 69.0 69.2 70.2

－ 66.5 66.5 66.5 69.0 69.6
スムーズに通行で
き、草津らしさを感
じる道路景観があ
る！

環状道路および主要
な都市計画道路等の
整備率（整備済延長
／整備予定延長）

％
目標値

H24 H25 H26 H27

70.6

◆安全で快適な道路づくり
・広域主要幹線道路等の整備促進として、国・県道路整備関係機関への要望活
動を進めた結果、安全で快適な道路づくりができていると感じている市民の割
合が、平成２２年度実績、および平成２３年度の目標値を上回りました。 県都
市計画道路大津湖南幹線が平成２３年で草津市全線について4車線化の事業完了
となり、このことが大きな要因の一つだと考えます。
・幹線道路の整備として、都市計画道路大江霊仙寺線（川ノ下工区）の用地買
収や建物等補償を進めており、整備進捗率は、平成２4年度末で72％でありま
す。
・生活道路や歩道・自転車道等の整備として、道路や歩道の拡幅整備を進めた
結果、交通事故件数は、減少傾向にあります。道路や歩道の拡幅整備により、
道路空間の安全性および快適性が高まったことが、要因の一つだと考えます。
・安全で快適な道路空間の整備として、道路等の不良箇所の補修等の維持管理
を実施した結果、交通事故件数は、減少傾向にあります。道路等の不良箇所の
補修等の維持管理により、道路空間の安全性および快適性が高まったことが、
要因の一つだと考えます。
◆公共交通体系の充実
公共交通空白地・不便地を解消することで交通弱者の方に更なる移動手段を提
供することが出来きました。そのことにより外出する機会が増えたという声も
ありました。
また、コミュニティバスを運行させていき、ワークショップや利用促進を行
い、市民の方と話す機会を増やしていく中で、人々のニーズ、利用目的などを
把握することができ、公共交通システムの検討を行う上での材料を得ることが
できました。
◆バリアのないまちづくり
Ｈ21年度に、すべての人が安心して移動できるまちづくりを目指した、「草津
市バリアフリー基本構想」を策定しました。また、基本構想に基づき、重点整
備地区内での施設や経路の、バリアフリー化にかかる進捗管理を行いました。

◆快適な道路の整備
・広域主要幹線道路の整備促進を、国・県へ継続して要望し、山手幹線について
は、平成36年までの整備という明確な整備時期の確保に繋がりました。
・幹線道路の整備として、市内の円滑な移動に資する、都市計画道路大江霊仙寺線
（川の下工区）を平成27年4月16日に供用開始しました。
・引き続き、南笠工区として、土地区画整理事業と併せて事業進捗を進めます。
◆安全・安心な道路空間の構築
・安全で快適な道路空間の構築のため、通学路の路肩にカラー舗装を実施し、安全
確保を図りました。
・道路の経年劣化の早期発見・早期補修のため、道路パトロールを実施し、良好な
道路環境の確保を図りました。
◆公共交通体系の充実
・まめバスの利便性向上や市民のマイバス意識向上を図るため、栗東市コミュニ
ティバスとのジョイント運行や、守山市までの一部路線の延伸、地域との話し合い
による路線の一部改編等を行いました。
・平成25年度からの3年間で、まめバスの年間利用者数が約1万増えました。
◆バリアのないまちづくり
・各事業者等において、段差解消や手すり設置などの公共空間等のバリアフリー化
や、市内移動の円滑化を図るための低床車両の導入、ＪＲ駅の視覚障害者の移動に
対する整備等の取組が行われました。

◆安全・安心な道路の整備
・安全で安心な道路づくりのため、国・県の道路整備に関しては、「国・県要望」
として、要望活動を実施しました。春、秋の要望活動に加えて、滋賀県南部土木事
務所との意見交換会等を実施しました。
　また、広域幹線道路整備については、大津湖南地域幹線道路整備促進協議会等で
の要望活動を実施しました。
・交通渋滞の緩和のため、大江霊仙寺線（南笠工区）の整備に向けて、南草津プリ
ムタウン土地区画整理組合と協定を結び、用地買収や移転補償を組合にて実施しま
した。
・生活道路の安全性や利便性の向上のため、道路の整備を実施しました。
・橋梁等の道路施設の維持管理のため、道路パトロールや点検業務を実施しまし
た。
・山手幹線の整備について、明確な整備時期が定まっていませんでしたが、過去の
要望活動の成果が実り、令和６年に開催される国民スポーツ大会までに整備を行う
と滋賀県が表明されました。平成２９年度末には草津川の橋梁工事が着手されまし
た。
・平成２９年度～平成３０年度の２年間で大江霊仙寺線（南笠工区）の整備進捗率
を１３．２％まで進めました。
・平成２９年度～平成３０年度の２年間で延長約９４０ｍの道路整備を実施し、延
長約３，６６０ｍの歩道整備を実施しました。
・平成２９年度～平成３０年度の２年間で２１７橋の点検、４橋の修繕設計、２橋
の修繕工事を実施しました。
◆公共交通ネットワークの構築
・市民や来訪者など誰もが安全で安心に生活できるまちの形成を目指し、効率的か
つ効果的な利便性の高い持続可能な公共交通ネットワークの形成のため、草津市地
域公共交通網形成計画を策定しました。
・草津・栗東くるっとバス大宝循環線を守山市へ延伸し、草津・栗東・守山くるっ
とバスとして、平成３０年１０月より運行を開始しました。
・まめバス草津駅医大線において、平成３０年１１月より、９便から１０便への増
便を行いました。
・平成２９～３０年度の２年間で、草津・栗東くるっとバス大宝循環線を守山市へ
延伸し、草津・栗東・守山くるっとバスとして運行したことやまめバス草津駅医大
線の増便など、公共交通の拡大に取り組むことができ、利用者数が増加しました。
◆バリアのないまちづくり
・重点整備地区内において、施設や経路の移動等の円滑化のため、バリアフリー化
整備を実施しました。
・平成２９年度～平成３０年度の２年間で、約４７０ｍのバリアフリー化整備を実
施しました。

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

H28.3

H31.3

H26.3 人・農地プランの策定

草津市農業振興計画（H21.3策定）の見直
し（予定）

第１回農地利用最適化ブロック会議を開催

Ｈ28.11 県、市、ＪＡによる第１回草津市関係機関
連携会議を開催（以降毎月１回程度開催）

H29.7 第1回ベジクサ☆次世代マルシェ（湖南農
業・青年農業者クラブ）を開催

R1 草津市農業振興計画の見直し（R2）に向け
た農業懇談会を開催

Ｈ30.7

R1

H31.4 「工芸品」、「名産品」をブランド認証の
対象に追加

H29.1 7品目目（琵琶湖からすま蓮根）のブラン
ド認証

Ｈ30.1

馬場・山寺地区基盤整備事業の実施

まちづくり
の基本方向 「活気」があふれるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

農林・水産

① 地産地消など、地域の生産者と消費者を結びつけ、“顔の見える安心”や食育への寄与を大切にする農業の展開を促進す
るとともに、生産物の付加価値を高め、ブランド化を進めていきます。
② 本市の農業が地域の環境を守る安定した産業として将来にわたって継続していけるよう努めるとともに、水産業や畜産業
の振興を図ります。

・新規就農者がいない、高齢化や後継者不足など、担い手不足が課題となっています。
・国では平成３０年度から米の直接支払交付金が廃止され、農業所得の減少が課題と
なっています。また、農地が集約されていないなど、非効率な耕作が営まれています。
・琵琶湖の水質汚濁や湖岸堤整備、侵略的外来魚の定着等を要因に漁獲量は年々減少
し、水産業者も高齢化や後継者不足が著しく進んでいます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

草津農業振興地域整備計画の見直し（S46
計画策定、Ｈ15計画見直し（１回目））

６品目【草津メロン、愛彩菜、匠の夢（コ
シヒカリ）、草津産アスパラガス、草津あ
おばな、草津ホンモロコ】をブランド認証

H28.1

草津市農業振興計画（H21.3策定）を改訂

①計画期間中において、「草津ブランド推進協議会」を設立し、農水産物の
ブランド認証（７品目）、野菜マルシェを開催し、草津産農水産物のPR、ブ
ランドに向けた取組みを進めました。また、今年度から「農水産物」に加え
て、「工芸品」、「名産品」にまでブランド認証の対象を拡大しました。

②計画期間中において、「人・農地プラン」を策定するとともに、農業委員
会やＪＡなどの関係機関と連携し、地区ごとのブロック会議や、農地相談会
を開催するなど、農地の集積・集約化に努めました。

③水産業者との連携よる市民参加型イベント「草津水産まつり」を毎年開催
し、外来魚の魚釣り大会や稚魚放流、環境学習の場の提供に努めました。ま
た、漁業組合による水草の除去など、環境保全の取組みを行いました。

H26.12 「草津ブランド推進協議会」を設立

H27.3 第1回草津野菜マルシェを開催

アル・プラザ草津に「草津あおばな館ミニ
ショップ」を開設

R2
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第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆農業の振興
農のあるまちづくりに向けて農業者戸別所得補償制度の展開の他、各施策を実
施。認定農業者として６５人、就農認定者(新規就農者）２人増など農業経営の
確立の布石が打てた。また、農業振興計画による関係機関とのネットワークの強
化が図られ、安全安心な市内産物の地産地消が図れた。
◆水産業等の振興
水産振興事業にかかる市民参加者数も過去３年間微増ではあるが伸びてきてい
る。漁場環境の保全、漁業資源の確保と地元水産物の消費拡大等に寄与できた。

◆農業の振興
・持続可能な地域農業を目指すため「人・農地プラン」を策定し、担い手の育成や農地
の集積などに取り組みました。
・草津の特産物や新たな特産品の育成に取り組むため、草津ブランド推進協議会を設立
しました。
・小学校給食での地場産使用品目を増やすため、関係機関との連携会議を行いました。
・市民が草津産農産物に触れる機会を増やすため、各種イベント等での販売や、メディ
アを使ったPRを行いました。
・県営草津用水二期事業の円滑な推進と早期完了を図るため、農業生産施設の適正な機
能更新を図りました。
・「人・農地プラン」における中心経営体への農地集積率が38.6%となり、プラン策定
の効果が見えました。
・7品目のブランド認証を行い、小学校給食での使用やイベント等のPR活動を通じて購
買意欲の向上に効果が見えました。
・県営草津用水二期事業において、適正な機能更新を行い、第一段送水路の更新につい
て事業完了いたしました。
◆水産業等の振興
・水産業の振興を図るため、草津水産まつりを開催しました。
・環境保全活動の一環として、淡水真珠養殖実験を行いました。
・漁場環境の保全活動として、琵琶湖の日には一斉清掃を行いました。
・指定管理者制度による漁港施設の適正な管理を行いました。
・イケチョウガイが順調に育つ水環境になってきており、真珠養殖による効果が見えま
した。
・草津水産まつりでは年々参加者が増え、琵琶湖環境保全の重要性と水産業への興味や
関心が高まっていることがわかります。

【農業の振興】
・認定農業者等の担い手に対して、抱えている課題を聞き込み、それに対して研修
を行い、農業経営の確立に繋げる取組ができました。
・農業人材の確保として、就農したいという方に対し相談を受け対応しました。ま
た、JA、県、市と連携を行い、相談会を実施しました。
・地産地消を促進するため、草津ブランド推進協議会において、草津野菜マルシェ
等のイベントの開催や飲食店舗への支援を通じて、草津産野菜「ベジクサ」の普
及・啓発をしました。
・草津野菜マルシェ等のイベントにおいて、子どもを含めた来場者の方々に、地元
の野菜を知ってもらうための企画を行い、地元産野菜と食の大切さについて啓発を
行いました。
・農業所得の向上が課題であることから、JA、県、市で連携し、大規模水稲農家に
よる水田での高収益作物（たまねぎ）の取組を支援しました。
・平成２９年度に「雇用に関する基礎知識」というテーマで、社会保険労務士の方
を招き、研修会を実施しました。認定農業者・新規就農者合計１０名が参加されま
した。。
・平成２９年度～３０年度の２年間で、２１人、延べ３３回の方から相談を受け、
１人の方が新たに、認定新規就農者に認定されました。
・平成２９年度～３０年度の２年間で、野菜マルシェを計４日間開催し、推計
３，０００人に対して草津産野菜の普及・啓発や地産地消の促進に寄与できまし
た。
・平成３０年度に大規模水稲農家３名により、たまねぎを約１ha作付され、また、
販売事業者との打ち合わせや、農福連携にも取り組み、生産から販売までの分業体
制のモデルを構築することができました。
【水産業の振興】
・湖魚とのふれあいや漁業体験を通じて自然と親しみ、琵琶湖環境保全の重要性と
水産業への興味や理解を深め、水産業の振興に資するため、また、外来魚の問題を
意識する機会として、「草津水産まつり」を開催しました。
・漁場環境の保全のため、水草の刈り取りや琵琶湖のごみ回収の取組を支援しまし
た。
・平成２９年～３０年度と続けて「草津水産まつり」を開催し、たくさんの方に参
加していただき（平成２９年度約７００人、平成３０年度約１，１００人）、水産
業の振興を図りました。
・平成２９年～３０年度と続けて琵琶湖の日に行うごみ回収等の琵琶湖の漁場環境
の保全活動を実施し、在来魚が生育しやすい環境づくりや、琵琶湖（漁港）を利用
する人にとっての良好な環境づくりに寄与することが出来ました。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆農業の振興
業として成り立つ農業経営の確立と活力ある農業人材の確保、また、食育と連携
した地産地消の仕組みづくりが求められます。
◆水産業等の振興
漁場環境の保全・確保と栽培漁業への転換、また、観光漁業など経営の多角的展
開を進めて、水産業基盤の確立と後継者確保を図る必要があります。

◆農業の振興
業として成り立つ農業経営の確立と活力ある農業人材の確保、また、食育と連携した地
産地消の仕組みづくりが求められます。
◆水産業等の振興
漁場環境の保全・確保と栽培漁業への転換、また、観光漁業など経営の多角的展開を進
めて、水産業基盤の確立と後継者確保を図る必要があります。

◆農業の振興
業として成り立つ農業経営の確立と活力ある農業人材の確保、また、食育と連携し
た地産地消の仕組みづくりが求められています。
◆水産業の振興
漁場環境の保全・確保と栽培漁業への転換、また、観光漁業など経営の多角的展開
を進めて、水産業基盤の確立と後継者確保を図る必要があります。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆農業の振興
食と農への消費者の関心が高まる一方で、農業者の高齢化等により、農村活力の
低下と本市農業の担い手不足がいっそう深刻化してきています。
◆水産業等の振興
琵琶湖の水質汚濁や湖岸堤整備、侵略的外来魚の定着等を要因に漁獲量は年々減
少し、水産業者も高齢化や後継者不足が著しく進んでいます。

◆農業の振興
食と農への消費者の関心が高まる一方で、農業者の高齢化等により、農村活力の低下と
本市農業の担い手不足がいっそう深刻化してきています。
◆水産業等の振興
琵琶湖の水質汚濁や湖岸堤整備、侵略的外来魚の定着等を要因に漁獲量は年々減少し、
水産業者も高齢化や後継者不足が著しく進んでいます。

◆農業の振興
食と農への消費者の関心が高まる一方で、農業者の高齢化等により、農村活力の低
下と本市農業の担い手不足がいっそう深刻化してきています。
◆水産業の振興
琵琶湖の水質汚濁や湖岸堤整備、侵略的外来魚の定着等を要因に漁獲量は年々減少
し、水産業者も高齢化や後継者不足が著しく進んでいます。
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－ －30.8 29.8 28.0 25.3 26.4 23.933.8 36.6 34.3 31.8

35.034.0 35.0 36.0 32.0 33.0 34.0－

49.5 46.8 － －

26.0 27.0 28.0 29.0
◆水産業等の振興

琵琶湖固有の魚が増
え、その魚を買う人
が増える！

地元の水産物を購入
するよう心掛けてい
る市民の割合

％
目標値

実績値

70.0

実績値 63.8 59.0 60.1 58.7 50.9 53.6 50.6 51.5

61.0 62.0 63.0 67.0 68.0 69.060.0

項目 単位

◆農業の振興
地元農産物を求める
市民が増える！

地元の農産物を購入
するよう心掛けてい
る市民の割合

％
目標値 － 66.0 68.0 70.0

R2

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

・これまでに整備された拠点施設周辺への効果の波及やエリア全体の活性化、中心市街
地を回遊してもらうための環境整備といった課題が残されており、今後も継続的なソフ
ト事業の展開や、各事業、拠点間の連携、行政、民間事業者、地域住民などが一体と
なった取組を推進する必要があります。
・商店街組織の高齢化、担い手不足により、商店街をあげて催事を行うことが難しく
なっています。一方で新しい飲食店が増えており、新旧店舗での連携を図り魅力と特色
ある商業空間をつくりだす必要があります。
・観光入込客数は年々増加していますが、既存事業を継続するだけでなく、新たな観光
資源の発掘や磨き上げを行うことが必要です。また、観光消費額や域内調達率を向上さ
せる取り組みを実施し、経済波及効果を高めることが求められています。
・市内に企業を誘致するためのまとまった工業用地がないことから、今後の企業誘致施
策の方向性について、検討する必要があります。

Ｈ29.3 第三次草津市就労支援計画を策定

Ｈ27.10 市観光案内所リニューアルオープン

Ｈ31.3 市観光入込客数300万人突破

年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

Ｈ24.3 第二次草津市就労支援計画を策定

Ｈ23.12 みなくさまつり開始

まちづくり
の基本方向 「活気」があふれるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

商工観光

① 市民生活を支える地域の商店街の振興を図るとともに、既存商業などの集積を生かし、魅力と特色ある都市の商業空間づ
くりを進めます。
② 産業の高度化と活力ある都市づくりのため、市内立地企業や大学とのネットワークのもとで、異業種交流や産学連携によ
る新産業の創出等を促していきます。
また、市内企業の振興に加えて、地域の資源を生かし、新たな活力をもたらす企業誘致に努めます。
③ 自然・歴史の資源だけでなく、まち・暮らし・産業など、本市の様々な資源を生かして、魅力ある観光の振興を図りま
す。
④働く人々が働きがいをもって生き生きとできるよう、勤労者福祉の向上を図るとともに、就労相談などの総合的な支援を
行います。

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

①
草津市中心市街地活性化基本計画（第１期）〔平成２５年１１月認定〕およ
び草津市中心市街地活性化基本計画（第２期）〔平成３１年３月認定〕に基
づき、草津市中心市街地活性化協議会や草津まちづくり株式会社と連携し、
「草津まちイルミ」などの事業実施により、中心市街地の活性化を図ること
ができました。また、地域の商店街振興を図るとともに、草津商工会議所な
どの商工団体が実施する事業に対し補助を行い、地域経済の発展を図りまし
た。
②
立命館大学BKCインキュベータに入居するベンチャー企業等の支援を行い新
産業の創出を図りました。また、企業誘致、企業集約・拡大に対する支援を
行い産業振興を図りました。
③
草津宿場まつりや熱気球搭乗事業などの誘客イベント活動を支援するととも
に、地元の観光資源を活かしながら、草津市の魅力をさらに全国に発信する
ための観光宣伝事業にも取り組みました。
④市内の勤労者福祉団体に対し、補助金を交付し勤労者福祉の向上を図りま
した。また、就職困難者に対する就労相談などを行い就労につなげる支援を
行いました。

Ｈ21.3 商店街管理用カメラの設置

Ｈ25.11

Ｈ31.3 草津市中心市街地活性化基本計画（第２
期）認定

Ｒ2.3（予定） 商店街管理用カメラの更新

草津市中心市街地活性化基本計画（第１
期）認定

Ｈ22.7 熱気球搭乗事業開始

■総括評価
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第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆工業の振興
まとまった用地の確保と併せた企業立地優位性の対外発信や、積極的な企業支
援、中小企業等の技術力のPRと販路の開拓・拡大が求められます。
◆商業の振興
既存商店街対大型商業施設という構図ではなく、両者の強みを引き出して共存
の枠組みをつくり、地域経済発展の地盤としていく必要があります。
◆観光の振興
来訪者の観光ニーズに敏感に応えられるよう、広域的な連携も図りながら、限
られた観光資源を最大限に生かした事業を展開することが求められます。
◆勤労者福祉の増進
豊かでゆとりある暮らしと活力ある地域社会の基礎として、誰もが安心して働
くことができる環境を守っていくことが、ますます求められています。

◆中心市街地の魅力向上
地域資源の活用や新たな都市魅力の構築等、中心市街地の活性化を進める必要があ
ります。
◆工業の振興
まとまった用地の確保と併せた企業立地優位性の対外発信や、積極的な企業支援、
中小企業等の技術力のＰＲと販路の開拓・拡大が求められます。
◆商業の振興
地域ごとの商業振興を進め、既存商店街と大型商業施設の共存を図り、地域経済発
展につなげる必要があります。
◆観光の振興
来訪者の観光ニーズに敏感に応えられるよう、広域的な連携も図りながら、限られ
た観光資源を最大限に生かした事業を展開することが求められます。
◆勤労者福祉の増進
豊かでゆとりある暮らしと活力ある地域社会の基礎として、誰もが安心して働くこ
とができる環境を守っていくことが、ますます求められています。

◆中心市街地の活性化
地域資源の活用や“まちなか”の回遊性の向上、新たな都市魅力の構築等により、
中心市街地の活性化を進める必要があります。
◆商業の振興
地域ごとの商業振興を進め、既存商店街と大型商業施設の共存を図って、地域経済
発展につなげる必要があります。
◆工業の振興
まとまった用地を確保するとともに、企業立地優位性を対外発信することや、積極
的な企業支援、中小企業等の技術力のＰＲと販路の開拓・拡大が求められていま
す。
◆観光の振興
来訪者の観光ニーズに敏感に応えられるよう、広域的な連携も図りながら、限られ
た観光資源を最大限に生かした事業を展開することが求められています。
◆勤労者福祉の増進
豊かでゆとりある暮らしと活力ある地域社会の基礎として、誰もが安心して働くこ
とができる環境を守っていくことが、ますます求められています。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆工業の振興
恵まれた交通の利便性のもとで企業立地が進んでいることに加え、ベンチャー
企業育成施設や技術力の高い中小企業等が集積しています。
◆商業の振興
本市を含む琵琶湖南部地域は、非常に消費購買力が高く、全国でもまれに見る
大型商業施設の集積地となっています。
◆観光の振興
本市の観光入込客数は、“観光元年”である平成８年以降、毎年微増傾向にあ
りますが、その多くは日帰りによる立寄り観光となっています。
◆勤労者福祉の増進
社会・経済情勢の厳しさが継続するなか、勤労者を取り巻く環境もますます厳
しさを増しています。

◆中心市街地の魅力向上
大型商業施設の集積が進み、中心市街地では、商店街などの商業機能の低下が懸念
されています。
◆工業の振興
恵まれた交通の利便性のもとで企業立地が進んでいることに加え、ベンチャー企業
育成施設や技術力の高い中小企業等が集積しています。
◆商業の振興
本市を含む琵琶湖南部地域は、非常に消費購買力が高く、大型商業施設の集積地と
なっています。
◆観光の振興－観光資源の活用と草津のブランド力の強化
本市の観光入込客数は、近年横ばいの傾向にあり、その多くは日帰り観光となって
います。
◆勤労者福祉の増進－勤労者への支援
社会・経済情勢の厳しさが継続するなか、勤労者を取り巻く環境もますます厳しさ
を増しています。

◆中心市街地の活性化
中心市街地では、人口や大型商業施設の集積が進む一方、商店街等の商業機能の低
下が懸念されています。
◆商業の振興
本市を含む琵琶湖南部地域は、非常に消費購買力が高く、大型商業施設の集積地と
なっています。
◆工業の振興
恵まれた交通の利便性のもとで企業立地が進んでいることに加え、ベンチャー企業
育成施設や技術力の高い中小企業等が集積しています。
◆観光の振興－観光資源の活用と草津のブランド力の強化
本市の観光入込客数は、宿泊者の増加や集客イベントの実施等により近年微増傾向
にあります。
◆勤労者福祉の増進－勤労者への支援
社会・経済情勢は回復基調であるが、勤労者を取り巻く環境は依然として厳しい状
況です。
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33.8 － －実績値 29.3 28.8 28.0 31.3 34.8

31.0 35.0 32.0 34.0 36.0 38.0

－ －

◆中心市街地
の魅力向上

魅力ある中心市街地
に人が集まる！

“中心市街地”に魅
力があると思う市民
の割合

％
目標値 26.0 29.0

23.8 25.3 22.0 26.7 26.2 31.9
◆勤労者福祉の増進

安心して働き暮らせ
る！

31.0

実績値 10.9 12.3 14.9 18.7

13.0 15.0 17.0 20.0 21.0 22.0働きやすい労働環境
であると感じる市民
の割合

％
目標値 －

25.1 27.2 26.5 33.0 －

23.0 28.0 29.0 30.0

－

29.0 30.0 31.0

実績値 15.0 18.0 17.3 18.3 25.5 27.6

21.0 19.0 20.0 21.0 22.0. 28.0

－ 74.0 73.0 74.0

◆観光の振興
草津を楽しむ観光客
が増える！

観光の振興に満足し
ている市民の割合

％
目標値 － 17.0 19.0

68.5
◆商業の振興

市内の商業者が活発
に活動する！

買い物する環境が
整っていると思う市
民の割合

％

33 35 －

75.0 76.0

実績値 66.0 71.5 76.8 70.4

67.0 68.0 69.0 71.0 72.0 73.0

－ －71.7 67.7 72.5 71.1 74.5

目標値

－
◆工業の振興

元気な企業がたくさ
ん集まる！

創業・第二創業した
企業の立地件数

企業
(累計)

H27 H28 H29

51

実績値 9 11 18 22 24 27 28 30

30 34 38 39 43 47目標値

H30 R1 R2基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位

－ 13 17 21 26

◆工業の振興
・草津イノベーションコーディネータによる企業訪問を継続的に実施し、市内
企業の事業内容や製品、技術、現況、ニーズ等の把握を行うことにより、企業
間や産学連携のマッチングを促進するなど、市内企業の成長段階に応じた効果
的な支援を実施した。
・県内各産業支援機関との連携強化によりベンチャー企業等の情報把握を行う
とともに、ベンチャー企業育成施設や高い技術力を持つ企業等の集積、大学の
立地、交通利便性等の本市の強みについて積極的な対外発信を行うことによ
り、成長が見込まれる企業の市内への誘致や定着を図った。
◆商業の振興
・中心市街地活性化推進のため、平成２０年度から実施している空き店舗対策
事業と宿場街道景観形成事業が徐々に浸透しつつあり、商店街の活性化と歴史
的街並みの景観形成による魅力ある街づくりに繋がってきている。
・市域全体での商業エリアの拡大が、「買い物をする環境が整っていると思う
市民の割合」の市民の満足度向上に繋がっていると考えられる。
・小規模企業者への小口簡易資金貸付については、セーフティネット資金の運
用に関して全国的に制度強化が図られている中で、これらに対応できない部分
での補完ができた。
◆観光の振興
・「宿場まつり」は第４０回を超えて草津市の観光資源として定着している中
で、平成２２年度から新たに実施している「熱気球搭乗体験事業」が草津の夏
の風物詩として定着しつつあり、蓮の大群生との相乗効果により交流人口の拡
大が図られている。
・平成２２年度から実施している着地型観光推進事業により、「藤の志那三郷
創造事業」、「草津ヨシ松明まつり」がモデル事業として定着しつつあり、地
域に対する愛着や誇りといったシビック・プライドの醸成に繋がっている。
◆勤労者福祉の増進
・勤労者福祉向上を目的とした勤労者教育資金貸付事業を実施したが、昨今の
厳しい経済情勢の影響を受け、相対的に民間金融機関の金利が低下しているこ
となどの要因により、本事業の新規の利用はなかった。
・草津・栗東地区労働者福祉協議会や勤労者福祉サービスセンターへの活動費
補助を行った結果、草津・栗東地区労働者福祉協議会における各年度ごとの事
業参加者数は増加したが、勤労者福祉サービスセンターについては事業の見直
しなどが行われ、各年度ごとの事業参加者は減少傾向となっている。
・多様化するニーズや社会経済情勢の変化を踏まえ、勤労者の「幸せ」や「豊
かさ」、「生活環境の安定」が図られるよう、平成２３年３月に勤労者福祉基
本方針の改定を行った。

◆中心市街地の活性化
・引き続き中心市街地の活性化に取り組むため、草津市中心市街地活性化基本計画
（第２期）を策定し、平成３１年３月に内閣総理大臣の認定を受けました。
・草津市中心市街地活性化協議会や草津まちづくり株式会社と連携して、「みんな
でつなご　草津まちイルミ」などの事業実施により、賑わいを創出しました。
・中心市街地における空き店舗を有効活用するため、魅力店舗誘致事業により、出
店者の支援を行いました。
・平成２９年４月に供用を開始した草津川跡地公園de愛ひろばなどの公共空間拠点
を活用したイベントや魅力店舗の誘致などにより、新たなにぎわいが生まれ、中心
市街地の活性化に寄与しました。
◆商業の振興
・事業者の活動基盤である事業体との連携を強固なものとし、地域活性化に様々に
寄与する事業の実施に協働で取り組みました。
・市内小規模企業者の事業経営の安定を図るため、小口簡易資金貸付制度により経
営基盤の強化に努めました。
・草津商工会議所などの商工団体が実施する事業に対し支援を行い、地域商業の活
性化を図りました。
◆工業の振興
・コーディネータの企業訪問による産学間や企業間の新たなマッチングの創出や、
優れた技術をもつ市内企業の販路拡大支援を行いました。
・立命館大学ＢＫＣインキュベータに入居するベンチャー企業等への補助を行い、
新たな産業の創出に向けて支援することができました。
・草津市工業振興計画に基づき、付加価値の高い製品を創造する市内企業の拡張等
を支援することができました。
・コーディネータの活動により、６２件のマッチングを創出することができまし
た。また、市内企業１２社に対して、販路拡大支援を行いました。
・立命館大学ＢＫＣインキュベータに入居するベンチャー企業等に対し、２３件
（延べ件数）の補助を行いました。
・付加価値の高い製品を創造する市内企業の拡張等に対し、１８件（延べ件数）の
支援を行いました。
◆観光の振興
・草津宿場まつりや熱気球搭乗体験事業など誘客イベント活動を支援するととも
に、草津宿本陣や水生植物公園みずの森など、地元の観光資源を活かしながら、草
津市の魅力をさらに全国に発信するための観光宣伝事業にも取り組みました。
・草津宿場まつり、熱気球搭乗体験事業、藤の志那三郷創造事業、草津ヨシ松明ま
つりなどのイベントに支援を行い、観光客の誘致を図るとともに地域に対する愛着
や誇りといったシビックプライドを醸成することができました。
◆勤労者福祉の増進
・市内の勤労者福祉団体に対し、補助金を交付しました。
・各種事業利用人数
Ｈ２９　６，２６６人、Ｈ３０　６，７５２人

◆中心市街地の活性化
・引き続き中心市街地の活性化に取り組むため、草津市中心市街地活性化基本計画
（第２期）を策定し、平成３１年３月に内閣総理大臣の認定を受けました。
・草津市中心市街地活性化協議会や草津まちづくり株式会社と連携して、「みんな
でつなご　草津まちイルミ」などの事業実施により、賑わいを創出しました。
・中心市街地における空き店舗を有効活用するため、魅力店舗誘致事業により、出
店者の支援を行いました。
・平成２９年４月に供用を開始した草津川跡地公園de愛ひろばなどの公共空間拠点
を活用したイベントや魅力店舗の誘致などにより、新たなにぎわいが生まれ、中心
市街地の活性化に寄与しました。
◆商業の振興
・事業者の活動基盤である事業体との連携を強固なものとし、地域活性化に様々に
寄与する事業の実施に協働で取り組みました。
・市内小規模企業者の事業経営の安定を図るため、小口簡易資金貸付制度により経
営基盤の強化に努めました。
・草津商工会議所などの商工団体が実施する事業に対し支援を行い、地域商業の活
性化を図りました。
◆工業の振興
・コーディネータの企業訪問による産学間や企業間の新たなマッチングの創出や、
優れた技術をもつ市内企業の販路拡大支援を行いました。
・立命館大学ＢＫＣインキュベータに入居するベンチャー企業等への補助を行い、
新たな産業の創出に向けて支援することができました。
・草津市工業振興計画に基づき、付加価値の高い製品を創造する市内企業の拡張等
を支援することができました。
・コーディネータの活動により、６２件のマッチングを創出することができまし
た。また、市内企業１２社に対して、販路拡大支援を行いました。
・立命館大学ＢＫＣインキュベータに入居するベンチャー企業等に対し、２３件
（延べ件数）の補助を行いました。
・付加価値の高い製品を創造する市内企業の拡張等に対し、１８件（延べ件数）の
支援を行いました。
◆観光の振興
・草津宿場まつりや熱気球搭乗体験事業など誘客イベント活動を支援するととも
に、草津宿本陣や水生植物公園みずの森など、地元の観光資源を活かしながら、草
津市の魅力をさらに全国に発信するための観光宣伝事業にも取り組みました。
・草津宿場まつり、熱気球搭乗体験事業、藤の志那三郷創造事業、草津ヨシ松明ま
つりなどのイベントに支援を行い、観光客の誘致を図るとともに地域に対する愛着
や誇りといったシビックプライドを醸成することができました。
◆勤労者福祉の増進
・市内の勤労者福祉団体に対し、補助金を交付しました。
・各種事業利用人数
Ｈ２９　６，２６６人、Ｈ３０　６，７５２人

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価
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◆第５次草津市総合計画総括評価シート

・町内会加入率は８９．８％と高い数値を維持していますが、ライフスタイルや価値観
の多様化によって、町内会活動に参加しないあるいは町内会に加入しないなどの問題が
地域で顕在化しているため、まちづくり協議会等をはじめとした地域とともに、町内会
への加入促進や活動の参加促進、地域の担い手の確保などの課題に取り組む必要があり
ます。また、まちづくり協議会を中心とした活動の安定化を図るために必要な支援を継
続して行う必要があります。
・市民公益活動団体については、多くの団体で活動資金や活動の場所に苦慮するととも
に、構成員の固定化・高齢化が進んでいることから、（公財）草津市コミュニティ事業
団と連携し、若い世代の担い手育成と市民公益活動支援の方法について検討する必要が
あります。
・市民活動を活発化させるためには、市民に情報提供を分かりやすく行い、自らの活動
情報を広く公開し透明性を確保する必要があることから、現状の情報発信（市のＨＰや
情報誌等）だけではなく、新たな情報発信の方法も検討する必要があります。

市民センター（公民館）の地域まちづくり
センターへの機能転換および指定管理者制
度の導入

H30.9
町内会活動に関するアンケートの実施

H29.4

H26.8 各まちづくり協議会の認定

H27.3 草津市協働のまちづくり推進計画策定

草津市立地域まちづくりセンター条例施行

まちづくり
の基本方向 「活気」があふれるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

コミュニティ・市民自治

① 地域づくりの拠点として市民センター（公民館）などを積極的に活用して、町内会や学（地）区など地域コミュニティに
よる活動や市民の主体的なまちづくり活動を促進していきます。
② ボランテイアやＮＰＯの活動の場を拡げ、これら活動への市民の参加のための働きかけを充実させるとともに、地域コ
ミュニティ活動との連携を図ります。
③ まちづくりに関わる情報の整備を進め、その積極的な受発信に努めるなかで、「草津の魅力」と「草津のまちづくり活
動」を市内外に広くアピールして、まちづくり市民活動の交流を図っていきます。

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

草津市協働のまちづくり条例施行

H24.4 草津市自治体基本条例施行

H25.3 草津市市民参加条例施行

H26.7

①
・地域コミュニティの根幹である町内会活動を促進するために、町内会に対
して補助金を通じた財政的支援を実施したほか、町内会活動の意義が市民に
広く理解してもらえるよう、転入者へのチラシの配布やホームページ上での
周知などを通して、町内会活動による市民の主体的なまちづくりの推進を図
ることができました。
・地域の総合的な住民自治組織であるまちづくり協議会に対しては、各地域
の特色を活かした取り組みに活用いただくため、各種交付金を交付すること
で、住民主体のまちづくりを推進しました。
・地域のまちづくりの拠点施設となるよう、市民センター（公民館）を地域
まちづくりセンターに機能転換し、その指定管理者として、各まちづくり協
議会に施設の管理・運営を担っていただきました。
②
・草津市市民協働推進計画（Ｈ24.3策定）および草津市協働のまちづくり推
進計画（Ｈ27.3策定）に基づき、中間支援組織である(公財)草津市コミュニ
ティ事業団や（社福）草津市社会福祉協議会と連携・協力を行いながら、市
民公益活動を推進しました。
③
・市のホームページや広報くさつなどでまちづくりに関する情報を発信する
とともに、公財）草津市コミュニティ事業団における市民公益活動団体の活
動を紹介する情報誌の作成や、市内で活動する市民公益活動団体の基礎情報
を収集した冊子の発行などの事業などに補助を行い、情報発信と市民の公益
活動への参加促進に努めました。

H24.3 草津市市民協働推進計画策定
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◆地域コミュニティ活動の活性化
・地域のコミュニティの根幹組織である町内会や自治連合会に対し必要な支援
を行うことにより、地域コミュニティの振興を図った。
・地域づくり組織（まちづくり協議会）の設立に向けた支援を行い、市内１３
学（地）区で地域づくり組織（まちづくり協議会）の設立をみることができ
た。
・地域づくり組織（まちづくり協議会）に対して、地域一括交付金や地域ふる
さとづくり交付金を交付し、特色のある地域づくりの促進を図った。
◆市民活動の活性化
・市民公益活動団体を支援する補助金制度、講座、交流イベントなどを展開す
る（公財）草津市コミュニティ事業団の活動を支援した。
・平成２４年３月に策定された「草津市市民協働推進計画」に基づき、(公財)草
津市コミュニティ事業団や（社福）草津市社会福祉協議会等の中間支援組織と
連携・協力を行いながら、市民公益活動を推進した。
◆市民主体のまちづくりを支援する体制の充実
・指定管理者において、イベントの周知および施設利用のPRに取り組んでいた
だいていたことで、目標を超える成果があらわれたと考えられる。
・市民提案件数は未達成であったが、応募型を充実させたことで事業化数は目
標を達成した。
・まちづくり協議会（地域協議会）の設立に向けた支援を行い、市内全１３学
（地）区でまちづくり協議会（地域協議会）の設立をみることができた。
・まちづくり協議会（地域協議会）の設立支援について、地域一括交付金や地
域ふるさとづくり交付金を交付し、特色ある地域づくりの促進を図った。

◆市民自治の確立
・市民活動の活動拠点施設として、草津市立まちづくりセンターを利用いただくこ
とで、協働のまちづくりを推進しました。
・住民自治の強化に向け、市民センター・公民館を地域まちづくりセンターとして
機能転換し、指定管理者として各まちづくり協議会にその運営を担っていただく準
備を行いました。
・平成25年からの4年間で草津市立まちづくりセンターの利用者が大幅に増加し、
市民活動活性化の効果が見えました。
◆基礎的コミュニティの活性化
・市ホームページや転入者へのチラシ配布等を通じて、町内会活動の意義を伝え、
町内会に加入するよう啓発を行いました。
・毎年約5千世帯ある転入世帯に対して町内会加入啓発チラシを配布するなどの啓発
を行い、平成28年度末で町内会加入率が91.5％となりました。
◆市民公益活動の促進
・中間支援組織である（公財）草津市コミュニティ事業団と連携を強化し、市民公
益活動団体等への支援の充実を図りました。
・平成25年からの4年間で市民活動等の団体数における目標値を達成することがで
き、各種支援の成果が見えました。

◆市民自治の確立
・様々な市民活動に取り組まれている団体等の活動拠点施設として、草津市立まち
づくりセンターを利用いただくことで、協働のまちづくりを推進しました。
・地域のまちづくり活動の拠点施設となるよう、市民センター（公民館）を地域ま
ちづくりセンターに機能転換し、その指定管理者として各まちづくり協議会に管
理・運営を担っていただきました。
・地域での特色ある取り組みに対する支援として各種交付金を交付し、住民主体の
まちづくりを推進しました。
・地域まちづくりセンターを拠点とした、住民主体のまちづくり活動が展開されま
した。
◆基礎的コミュニティの活性化
・市ホームページや転入者へのチラシ配布等を通じて、町内会活動の意義を伝え、
町内会に加入するよう啓発を行いました。
・町内会の運営実態を把握するために、町内会アンケートを実施しました。
・様々な学区の町内会の取組事例を共有および紹介する機会を作るために、町内会
長全体説明会において、町内会の活動事例を紹介しました。
・平成３０年度末で町内会加入率が８９．８％と依然として高い数字を維持できて
います。
◆市民公益活動の促進
・市民公益活動団体が積極的かつ安全に活動が行えるよう、団体の立ち上げ支援
や、協働コーディネーターによる相談窓口事業を通じて、これからの新しい活動展
開につながるよう支援を図りました。また、市の助成事業等を取りまとめた資料集
の発行や、市民公益活動団体が加入する保険料の一部を補助しました。
・市民公益活動の団体数は減少しましたが、（公財）草津市コミュニティ事業団と
の連携強化により市民公益活動団体が安全かつ積極的に活動できるよう支援しまし
た。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆地域コミュニティ活動の活性化
コミュニティ意識の高揚を図りながら、地域が一体となった取り組みを展開で
きる仕組みづくりが求められます。
◆市民活動の活性化
市民活動団体間の交流・情報交換を活発にし、各地域のまちづくりの取り組み
との連携を促していくことが求められます。
◆市民主体のまちづくりを支援する体制の充実
各支援施設・機能の整備活用の経緯や状況を踏まえながら、市民主体のまちづ
くり活動の支援体制を再構築していく必要があります。

◆市民自治の確立
各支援施設・機能の整備活用の経緯や状況を踏まえながら、市民主体のまちづくり
活動の支援体制を推進していく必要があります。
◆基礎的コミュニティの活性化
コミュニティ意識の高揚を図りながら、地域が一体となった取り組みを展開できる
仕組みづくりが求められます。
◆市民公益活動の促進
市民公益活動団体間の交流・情報交換を活発にし、各地域のまちづくりの取り組み
との連携を促していくことが求められます。

◆市民自治の確立
各支援施設・機能の整備活用の経緯や状況を踏まえながら、市民主体のまちづくり
活動を支援していく必要があります。
◆基礎的コミュニティの活性化
コミュニティ意識の高揚を図りながら、地域が一体となった取組を展開できる仕組
みづくりが求められています。
◆市民公益活動の促進
市民公益活動団体間の交流・情報交換を活発にし、各地域のまちづくりの取組との
連携を促していくことが求められています。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆地域コミュニティ活動の活性化
町内会、自治連合会など、地域づくり組織によって、それぞれの地域で特色あ
る活動が展開されています。
◆市民活動の活性化
テーマによるまちづくりや地域づくりに取り組むNPO・ボランティア・各種団
体の育成と支援を行っています。
◆市民主体のまちづくりを支援する体制の充実
各種のまちづくり支援拠点における市民活動や、地域協働合校の取り組みな
ど、様々なまちづくり活動が展開されています。

◆市民自治の確立
各種のまちづくり支援拠点における市民活動や、まちづくり協議会の取り組みな
ど、様々なまちづくり活動が展開されています。
◆基礎的コミュニティの活性化
町内会、自治会など基礎的コミュニティによって、それぞれの地域で特色ある活動
が展開されています。
◆市民公益活動の促進
テーマによるまちづくりや地域づくりに取り組むＮＰＯ・ボランティア・各種団体
の育成と支援を行っています。

◆市民自治の確立
各種のまちづくり支援拠点における市民活動や、まちづくり協議会の取組等、様々
なまちづくり活動が展開されています。
◆基礎的コミュニティの活性化
町内会、自治会など基礎的コミュニティによって、それぞれの地域で特色ある活動
が展開されています。
◆市民公益活動の促進
テーマによるまちづくりや地域づくりに取り組むＮＰＯ・ボランティア・各種団体
の活動が展開されています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題
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実績値 89.0 101.0 101.8 103.0

－

20.0 21.0

実績値 14.5 16.7 14.8 16.2 15.8 18.2 －

17.3 18.3 19.3 20.3 18.0 19.0
◆市民自治の確立

市民主体のまちづく
りが進んでいる!

市民主役のまちづく
りが進んでいると思
う市民の割合

％
目標値

◆市民主体のまちづ
くりを支援する体制
の充実

市民まちづくり活動
の支援体制が充実し
ている！

市立まちづくりセン
ターの利用者数

千件
(延べ)

目標値

250 255 265 267目標値

－

◆市民公益活動の促
進

市民公益活動団体が
幅広い分野で活動し
ている!

市民活動等の団体数 件

◆基礎的コミュニ
ティの活性化

基礎的コミュニティ
活動への“参加の窓
口”がさまざまに用
意されている!

町内会の活動に参加
している市民の割合

％
54.0 55.0

実績値 45.8

－ 90.0 91.0 92.0

269 271

実績値 272 263 264 263 265 252 －

240 245

◆市民活動の活性化
市民活動団体が幅広
い分野で活動してい
る！

市民活動等の団体数 団体
目標値 － 250 260 270

－

51.5 52.5 53.5 54.5 52.0 53.0

実績値 238 238 243 236

－

目標値

◆地域コミュニティ
活動の活性化

地域コミュニティ活
動への“参加の窓
口”がさまざまに用
意されている！

町内会の活動に参加
している市民の割合

％
目標値

H24 H25

－ 59.0 63.0 67.0

実績値 55.9 49.6 54.1 50.5

51.9 50.3 48.9 48.6 45.8

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H30 R1 R2
項目 単位

H28 H29H26 H27

69



◆第５次草津市総合計画総括評価シート

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

市ホームページリニューアル

H26.11 福島県伊達市と友好交流協定書締結

H22.8 成安造形大学との協定締結

H30.11 ポンティアック市との姉妹都市友好交流40
周年を記念し現地へ使節団を派遣

H26.12

H28.5 上海徐匯区友好交流議定書締結２５周年を
記念し、草津市国際交流協会が現地訪問

H28.10

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

H22.5 滋賀大学との協定締結①
・（公財）草津市コミュニティ事業団やまちづくり協議会のホームページ、
情報誌等で必要な各種情報の提供を積極的に行いました。また、広報くさつ
の利用も年々増加してきており、情報提供による支援をより多く行うことが
できました。
・広報くさつをはじめ、市ホームページ、フェイスブック、新聞、ラジオ、
テレビ、民間情報誌等の多様なメディアを活用し、戦略的な情報発信を展開
しました。
②
・近隣自治体との共通課題について、情報共有を図り、課題解決に向けて協
議を進めるなど、本市単独では対応が困難な課題や、複数の自治体で情報発
信した方がより効果的なものについて、関係する自治体間で連携・協力しな
がら取り組むことができました。
・国外交流では友好交流都市である徐匯区（中国上海）や、姉妹都市である
ポンティアック市（米国ミシガン州）へ使節団を派遣し、親交を深める事業
を実施しました。併せて、姉妹都市等との交流や国際理解講座、国際交流イ
ベントの開催等、市民に国際交流の機会を提供し、多文化共生に対する意識
の向上を図りました。
・都市間交流として民間同士の交流をきっかけにして、福島県伊達市と友好
交流協定書を締結しました。
③
・立命館大学との共同研究等の実施や、産学公民の協働・連携を図る拠点と
して、アーバンデザインセンター（UDCBK）を開設したほか、大学や高校
との協力協定を新たに締結するなど、産学公民との協働によるまちづくりの
推進を図ることができました。

暮らしの便利帳発行・全戸配布

R2年度 多文化共生推進プラン策定予定

H30.12 市ホームページ再リニューアル

H25.10

まちづくり
の基本方向 「活気」があふれるまちへ

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

情報・交流

① 地域情報誌やコミュニティＦＭなどを活用して多様な地域情報の共有を図るとともに、広報の充実など、行政情報をこれ
まで以上に適宜適切に提供できるよう努めます。
② 充実した都市機能を最大限に生かすとともに、都市間・国際間の交流・協力を進めて、本市に様々な人と文化の出会いと
ふれあいを導いていきます。
③ “若い力”が地域社会のなかで活躍し、新たなまちづくりの動きをつくる原動力となっていけるよう、大学等との連携に
よる仕組みづくりを充実させていきます。

UDCBK開設（フェリエ5階）

・まちづくりの情報発信については、草津市協働のまちづくり推進計画においても各団
体の期待される取組に位置付けており、現状の情報発信（市ホームページや情報誌等）
だけではなく、新たな手法による情報発信も検討する必要があり、今後も市の積極的な
支援・協力が必要です。
・SNS等の普及で情報の入手方法が多様になったことを社会的背景に、メディアの信頼
性の問題や利用の技術的な格差などが生じていることから、単一の方法で行政情報を届
けることが難しくなっています。
・本市が関係する自治体等と協力・連携して取り組んでいる事業について、課題解決に
向けて継続的な取組が必要です。
・本市においては留学生に加えて技能実習生などの外国人労働者も増加傾向にあり、出
入国管理及び難民認定法の改正に伴い、今後ますますの増加が予測されます。外国人住
民が地域社会にもたらす変化に対応していくためにも様々な分野の施策を系統立てなが
ら、国、県の動向に注視しつつ、関係機関と連携し、対応を検討していく必要がありま
す。
・各大学・高校との協定締結後の連携強化を図る必要があります。

H30.12 滋賀県立湖南農業高等学校との協定締結

忍者列車（SHINOBI－TRAIN）がJR草津
線で運行開始

H29.3 滋賀医科大学との協定締結

H29.8 UDCBK移転（西友1階）

H31.1

H29.2

京都橘大学との協定締結

H28.3 滋賀県立大学との協定締結

H30.2 龍谷大学との協定締結
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◆まちづくり情報の提供の充実
・地域ポータルサイト「くさつ情報ネット」を平成２２年度にリニューアルを
し、周知・啓発等を積極的に行ったことによりアクセス数の増加を図った。
・インターネット等の活用により市政情報を市民の皆様に正確かつ迅速に発信す
ることができた。
◆多様な交流活動の展開
・多文化交流事業において、平成２２年よりウィッシュプランナー制度を設け、
国際交流協会の会員による企画事業を展開することで参加者数の増加につなげ
た。
・社会情勢の変化に伴い新たな時代を見据えた事業を展開するため、平成２３年
度にＫＩＦＡビジョンを改訂し、今後の協会の果たすべき役割を示した。また、
改定ビジョンに基づき、既存事業の見直しおよび組織の再編を行い、多文化共生
社会の実現に向け取り組んだ。
◆大学などを生かしたまちづくりの展開
・立命館大学と草津商工会議所との連携のもと「南草津のまちづくりに関する調
査研究」を共同研究として実施した。(平成23年度から平成24年度の2ヵ年）
・平成21年度に締結した「草津市と立命館大学とのサービスラーニングに関す
る協定書」に基づき、立命館大学の学生を受け入れた。
・滋賀県内に立地する13大学と自治体等が加盟する「環びわ湖大学・地域コン
ソーシアム」にて共同事業を実施した。

◆まちづくり情報の提供の充実
・（公財）草津市コミュニティ事業団のＨＰにおいて、まちづくりにおいて、必要な
各種情報の提供を積極的に行いました。
・広報紙において市民レポーターのコーナーを設け、市民目線での情報発信を行いま
した。
・従来の紙媒体の広報紙に加え、スマートフォンアプリでの広報紙の配信を開始する
など、多様な媒体で情報を提供しました。また、広報紙面のリニューアルを行い、よ
りわかりやすい紙面づくりに努めました。
・各学区のまちづくり協議会ＨＰの作成についても支援を行いました。
・パブリシティ活動を推進し、マスコミ報道を利用した情報提供や民間情報誌に市政
情報を掲載するなど、様々な手法により行政情報を広く提供しました。
・広報配布数とホームページアクセス数は共に増加しており、情報提供の充実が進み
ました。
◆多様な交流活動の展開
・市の政策審議機能の充実に寄与する政策提案を行うため、立命館大学等と共同研究
を行いました。
・近隣自治体と連携し、様々な課題等に対する取組を進めました。
・草津市国際交流協会に対して、人件費、事業費等の補助を行い、各種取組みを実施
いただくことで、本市の多文化交流の促進を図りました。
・大学立地の優位性を生かしたまちづくりのあり方として連携拠点の創出や、草津市
の地域経済の好循環を進める中長期的な産業振興施策として地域経済分析システム活
用に基づく産業政策の方向性等について提案できました。
・観光情報の発信や情報共有、草津線沿線の誘客に向けた取組、また、新たな協議会
の設立などにより、市単独では対策が困難な課題に取り組むことができました。
・草津市国際交流協会に中国上海市徐匯区を訪問いただく等、友好交流都市との交流
を深められました。

◆まちづくり情報の提供の充実
・協働のまちづくりの活発な展開に資するよう、（公財）草津市コミュニティ事業団
やまちづくり協議会のまちづくり情報の積極的な提供に努めました。
・市民による活発なまちづくり活動の展開を図るため、行政情報を提供し、市政への
関心を高め、共有化を促進しました。
・（公財）草津市コミュニティ事業団やまちづくり協議会の情報発信について、Ｈ
Ｐ、情報誌等で必要な各種情報の提供を積極的に行いました。
・市ホームページのリニューアルと暮らしの便利帳の発刊ができ、市民がより情報を
入手しやすくなる環境づくりをしました。
◆多様な交流活動の展開
・大学等との共同研究の実施や、産学公民の協働・連携を図る拠点としてのＵＤＣＢ
Ｋの整備、およびプラットフォームとしての運営を行いました。
・関係する自治体と連携し、共通課題等に対する取組を進めました。
・草津市国際交流協会に対して、人件費、事業費等の補助を行い、各種取組みを実施
いただくことで、本市の多文化交流の促進を図りました。
・立命館大学との共同研究を含めた市の課題に応じた調査研究を行うとともに、ＵＤ
ＣＢＫにおいて産学公民のそれぞれの立場で活躍する個人や組織が、様々な場面で連
携・協力して都市課題の解決に取り組むためのプログラム等を展開しました。
・平成２９年２月から運行を開始した、JR草津線を走る忍者列車（SHINOBI－
TRAIN）や沿線の観光素材を活かした観光誘客の促進等に関係する自治体と連携し
て取り組むことができました。
・草津市国際交流協会と協力し、姉妹都市であるポンティアック市（米国ミシガン
州）との交流４０周年を記念する使節団を派遣し、ホームステイ事業を通してさらな
る親交を深める事業を実施しました。併せて、姉妹都市等との交流や国際理解講座、
国際交流イベントの開催等、市民に国際交流の機会を提供し、多文化共生に対する意
識の向上を図りました。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆まちづくり情報の提供の充実
まちづくりに係る地域情報や行政情報は多岐にわたって膨大であることから、よ
り活用できる工夫を図ることが求められます。
◆多様な交流活動の展開
多文化交流・市民交流の促進を図るとともに、近隣自治体との連携により、効率
的で効果的なまちづくりを進めていく必要があります。
◆大学などを生かしたまちづくりの展開
立命館大学の知的、人的資源を更に活用し、地域の課題解決に向けて取り組むこ
とが求められています。

◆まちづくり情報の提供の充実
地域情報や行政情報を活用できる工夫をさらに進めて、市民によるまちづくり活動が
活発に展開されるよう図っていくことが求められます。
◆多様な交流活動の展開
立命館大学・近隣自治体等との連携や市民交流と多文化交流の促進を図る中で、効率
的で効果的なまちづくりを進めていく必要があります。

◆まちづくり情報の提供の充実
地域情報や行政情報を活用できる工夫をさらに進めて、市民によるまちづくり活動が
活発に展開されるよう図っていくことが求められています。
◆多様な交流活動の展開
産学公民との協働や近隣自治体等との連携、また、市民交流と多文化交流の促進を図
る中で、効率的で効果的なまちづくりを進めていく必要があります。

■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆まちづくり情報の提供の充実
市民によるまちづくり活動が様々に高まりを見せ、各活動がネットワークして、
互いの情報を有効に活用していく段階へと進んできています。
◆多様な交流活動の展開
市民の交流活動は、文化や地域の垣根を越えた広がりを見せています。
◆大学などを生かしたまちづくりの展開
立命館大学との連携・協力を更に推進する仕組みづくりをするための気運が、大
学・地域とも高まっています。

◆まちづくり情報の提供の充実
市民によるまちづくり活動が様々に高まりを見せ、各活動がネットワークして、互い
の情報を有効に活用していく段階へと進んできています。
◆多様な交流活動の展開
立命館大学との連携・協力をさらに推進する気運の高まりがあり、また、市民の交流
活動も文化や地域の垣根を越えた広がりを見せています。

◆まちづくり情報の提供の充実
市民によるまちづくり活動が様々に高まりを見せ、各活動が連携して、互いの情報を
有効に活用していく段階へと進んできています。
◆多様な交流活動の展開
産学公民との協働や近隣自治体との連携をさらに推進する気運の高まりがあり、ま
た、市民の交流活動も文化や地域の垣根を越えた広がりを見せています。

第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価
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実績値 132 148 142 143

－

◆大学などを生かし
たまちづくりの展開

学生が地域で活躍し
ている！

地域交流市内依頼件
数

件
目標値 － 150 180 200

◆多様な交流活動の
展開

新しい出会いとふれ
あいがある！

国際交流事業参加者
数

人

学生への地域活動依
頼件数（市内分）

件
実績値 132 140 158 151 141 135 －

150 160 170 180 170 180 190目標値

実績値 334 524 848 1,168

目標値 －

200

23.6 24.6 25.6 25.0 26.0 27.0

350 360 370

実績値 18.8 21.5 19.4 24.1 20.7 22.8 － －

◆まちづくり情報の
提供の充実

地域のまちづくり情
報が簡単に手に入
る！

ポータルサイトアク
セス数

千件
(延べ)

H27 H28 H29

115.5

地域のまちづくり情
報が簡単に手に入る
と思う市民の割合

％
目標値 22.6

目標値 － 60.0 62.0 64.0

実績値 58.0 57.6 110.7

28.0

H30 R1 R2

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位

72



◆第５次草津市総合計画総括評価シート

Ｒ３．３ 「草津市人材育成基本方針」改訂予定

Ｈ２４．１２ 草津市情報公開・個人情報保護審議会設置
条例制定

Ｈ２９．４ 第３次草津市行政システム改革推進計画策
定

Ｈ２６．１１ 草津市公共施設白書発行、草津市市有建築
物中長期保全計画策定

Ｈ２７．８ 事務事業点検中間レビュー実施

Ｈ２５．１０ 財政規律ガイドライン策定

Ｈ２６．７ 事務事業点検中間レビュー実施

Ｒ１．７ スマート自治体滋賀モデル研究会の発足

■総括評価 年月
■主な取組実績および令和２年度までの取
組予定

草津市健全で持続可能な財政運営および財
政規律に関する条例制定

Ｈ２９．１１ 業務見直し工程表（スクラップロードマッ
プ）策定

Ｈ２３．７ 草津市自治体基本条例制定

■第６次草津市総合計画の策定にあたっての課題

Ｒ３．３ （仮称）第４次草津市行政システム改革推
進計画策定予定

①
将来にわたって健全で持続可能な財政運営を行うにあたり、新たに「草津市
健全で持続可能な財政運営および財政規律に関する条例」や「財政規律ガイ
ドライン」を策定し、財政規律を確保しつつ財政運営の透明化を図るととも
に、「草津市ファシリティマネジメント推進基本方針」に基づき計画的な長
寿命化工事等を行い保全費用の縮減に努めました。また、行政システム改革
における事務事業の総点検や業務見直し工程表（スクラップロードマップ）
による事業の見直しを行い、段階的な外部委託化を導入するための基盤を整
えるとともに、県内７市による「おうみ自治体クラウド協議会」を立ち上げ
るなど、これまでの近隣市町との連携に加えて、施策や事業によって戦略的
にパートナーを選択し効果的・効率的な広域連携を進めました。
②
職員の人材育成にあたり、「草津市人材育成基本方針」に基づき研修による
適切な人材育成や政策形成能力の向上に努めました。また、行政情報の積極
的な提供にあたり、建設工事等の入札結果の公開などを行うとともに、新た
に制定した「草津市市政情報の管理に関する条例」や、「草津市情報公開条
例」、「草津市個人情報保護条例」等に基づき、市政情報の適正な管理と個
人の権利や利益の保護を図り、市民への説明の責務の全うと、市政の公正か
つ適正な運営、そして公正で開かれた市政の発展に寄与することを目的とし
て、適切に情報公開を行いました。

Ｈ２２．８ 事業仕分け実施

Ｈ２４．４ 草津市市有建築物保全計画等策定

Ｈ２５．３ 第２次草津市行政システム改革推進計画策
定

Ｒ１．１０ ＲＰＡ導入による生産性向上の共同研究報
告書の作成予定

Ｈ２８．３

働き方改革ロードマップ「Kusa
tsu Smart Project」策定

草津市公共施設等総合管理計画策定

Ｈ２９．３

まちづくり
の基本方向 行財政マネジメント

分野
・

取組の方向性
（基本構想）

行財政マネジメント

① 行政サービスのさらなる効率性と質の確保のため、行政自らの意識改革や行政システムの改革を進めるとともに、広域連
携のさらなる推進を図ります。
②対話型行政を前提とした“協働のまちづくり”のため、行政自らの人材の育成や政策形成能力の強化を図っていきます。
また、行政情報の積極的な提供や市民ニーズの的確な把握に努めて、市民にわかりやすい行政運営を進めます。

・社会保障関係経費の増加が続く中、多額の財政負担を伴う大規模事業が輻輳する集中
投資期間にあり、事業実施による後年度の財政運営への影響を十分に見極めた上で、慎
重かつ計画的な事業の執行を進めていく必要があります。
・草津市独自の施策として実施してきた市有建築物のファシリティマネジメントについ
て、国、県等の動向を注視しながら、コスト面も意識して今後も進めていく必要があり
ます。
・多様化・複雑化していく市民ニーズに対応する公共サービスを提供していくために
は、行政だけでなく多様な主体の自発的な参画による協働・連携の社会の枠組みづくり
を目指す行政システム改革に、より一層取り組む必要があります。
・市民ニーズの多様化や、職員年齢構成の若年化を踏まえ、草津市人材育成基本方針に
掲げる事項を計画的に進め、さらなる職員の資質向上を図る必要があります。
・市政の透明性の確保と市民サービスの向上を図るため、積極的な情報公開を行う必要
があります。

Ｈ３１．３ ＲＰＡの導入に向けた共同研究報告書の作
成

Ｒ２．１０ 第２期財政規律ガイドライン策定予定

Ｒ２．１２ ＲＰＡの本格導入予定

Ｈ２２．７ 草津市人材育成・評価制度策定

Ｈ２４．１２ 草津市市政情報の管理に関する条例制定

Ｈ３０．３ 地方公会計制度による統一的な基準の財務
書類を作成・公表開始

Ｈ３０．８ 「大規模事業の実施状況の確認」のモデル
実施

Ｈ３１．３
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■各基本計画ごとの評価（※第3期は期中評価）

第１期　計画策定時の現況 第２期　計画策定時の現況 第３期　計画策定時の現況

◆市民から信頼される市政運営
草津市情報公開条例に基づき、積極的に市政情報を公開するとともに、市民窓
口サービスの提供等に努めています。
◆行財政資源の有効活用
「人・物・金」を適切に配置・配分し、成果を最大限引き出す行財政マネジメ
ントに取り組んでいます。

◆健全な市政運営
行財政資源を適切に配置・配分し、成果を最大限引き出す行財政マネジメントに取
り組んでいます。
◆職員力の向上
職員の年齢構成の偏りから職員の入れ替わりが多くなってきているとともに、臨時
職員・嘱託職員、任期付き任用職員など、人材の多様化が進んでいます。
◆市民との情報共有の推進と公正の確保
草津市自治体基本条例に基づき、積極的に市政情報の公開に努めています。

◆健全な市政運営
行財政資源を適切に配置・配分し、成果を最大限引き出す行財政マネジメントによ
り、更新時期を迎える多くの公共施設等について、財政負担の軽減・平準化や適正
な配置に向けた取組を進めています。
◆職員力の向上
平成26年度をピークとした職員の大量退職に伴い、職員構成が大きく若返りまし
た。また、再任用、任期付、嘱託および臨時といった職員の多様化も進んでいま
す。
◆市民との情報共有の推進と公正の確保
草津市自治体基本条例に基づき、積極的に市政情報の公開に努めています。

第１期　計画策定時の課題 第２期　計画策定時の課題 第３期　計画策定時の課題

◆市民から信頼される市政運営
市政の透明性の確保と市民サービスの向上を図るため、今まで以上の積極的な
情報公開と市民窓口サービス等の充実が求められます。
◆行財政資源の有効
PDCAサイクルによる、適切なマネジメントを行うとともに、広域的な連携も
含めた、業務・事務の効率化を図っていきます。

◆健全な市政運営
よりよい行財政マネジメントを図るとともに、行財政資源の適正な管理をさらに進
めていく必要があります。
◆職員力の向上
職場マネジメントや部局間連携などの仕組みを充実させ、限られた数の職員が最大
限に能力を発揮できる組織をつくっていく必要があります。
◆市民との情報共有の推進と公正の確保
市政の透明性の確保と市民サービスの向上を図るため、積極的な情報公開が求めら
れます。

◆健全な市政運営
よりよい行財政マネジメントを図るとともに、行財政資源の適正な管理をさらに進
めていく必要があります。
◆職員力の向上
職場マネジメントや部局間連携等の仕組みを充実させ、限られた数の職員が最大限
に能力を発揮できる組織をつくっていく必要があります。
◆市民との情報共有の推進と公正の確保
市政の透明性の確保と市民サービスの向上を図るため、積極的な情報公開が求めら
れています。
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第１期　期末評価 第２期　期末評価 第３期　期中評価

◆市民から信頼される市政運営
・情報公開制度の適正な運用、建設事業の適正な入札等により、市政運営に信
頼がおけると思う市民の割合が向上した。
・平成２２年度において３２事業を対象に事業仕分けを実施し、コスト面では
事業費で9,127千円、人件費で6,103千円、合計15,230千円の改善効果が
あった。これを基に第５次総合計画上の672事業のうち、309の事業に対し
て、執行形態が類似するものを参考に所管所属による自己点検を行った。その
結果、123事業に対して改善の方向性が出され、改善効果は16,238千円と
なった。
・第２次草津市行政システム改革推進計画の策定に向けて、平成２３年度に庁
内プロジェクトチームで推進計画の「指針」を策定し、平成２４年度には第２
次草津市行政システム改革推進委員会からの提言を受けて、平成２５年３月に
同計画を策定した。
・窓口フロア案内職員の配置により、スムーズに来客を案内することができ、
混雑緩和や待ち時間の短縮につながった。
・高齢者や障害のある方にやさしい、プライバシーに配慮した窓口カウンター
の設置や待合スペースの変更により、時間の要する各種届出や相談にも余裕を
持った応対ができた。
・職員の健康管理、労働安全衛生や福利厚生の推進により、元気で意欲的に働
けるソフト施策と低コストで効率的に事務執行ができるよう施設機能更新によ
り執務環境の整備、充実を図ったが、庁舎に対する来庁者からの苦情件数は横
ばいであった。
◆行財政資源の有効
・庁内において共通事務支援を行うとともに、事務機器管理の一元化等により
コスト削減に努めた。
・財政規律の確保を前提とした予算編成、執行管理に努めるとともに、適正な
公債管理を行うことで、自治体運営の健全性を判断する指標である「実質公債
費比率」および「将来負担比率」を適正な水準で維持し、将来にわたり持続可
能な財政運営に努めた。
・職員研修事業については、人材育成・評価制度を構築する中で、研修制度、
人事制度、職場運営それぞれを繋がりのあるものとして体系化を図り推進し
た。
・職員提案活動推進事業については、提案事業の中から、平成22年度は2件、
平成23年度は2件、平成２４年度は２件が事業実施に結びついた。
・湖南４市で構成する湖南広域行政組合において、消防・二次救急医療など、
構成都市間の連携を図りながら、広域での事業展開を進めた。
・湖南4市で運営している湖南広域休日急病診療所について、関係機関との協議
が整い平成25年度から運営主体を湖南広域行政組合に移管するとともに、新た
な施設を整備することとなった。（Ｈ２５年度：建設、Ｈ２６年度：移転）

◆健全な市政運営
・「財政規律ガイドライン（平成25年10月策定、平成28年10月改訂）」や「草
津市健全で持続可能な財政運営および財政規律に関する条例（平成29年4月施
行）」に基づき、予算・決算時に各種財政指標の達成状況を公表し、数値を目標値
内に留めることにより、財政規律の確保を図るとともに、将来にわたって健全で持
続可能な財政運営に努めました。
・市有建築物について、法定点検や調査を実施しました。点検等の結果をもとに、
施設の長寿命化のための保全計画（平成26年11月）と維持管理費の縮減方策（平
成27年5月）を策定しました。また、市有建築物の概要、コスト、利用状況など施
設の現状を示した「草津市施設白書」を平成26年11月に発行しました。こうした
データに基づき、公共施設等の老朽化の状況や、今後の人口や財政状況等の見通し
について把握・分析を行い、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的
な方針等を定めることを目的として、平成28年3月に「草津市公共施設等総合管理
計画」を策定しました。
・総合計画と予算の連動を図りながら、総合計画第2期基本計画の施策評価を実施す
るとともに、第2期基本計画中の成果や課題、環境変化等を抽出し、第3期基本計画
を策定しました。また、魅力的で持続可能なまちであり続けることを目指して、
「草津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。
・第2次行政システム改革推進計画の取組について総括を行い、その結果を反映し、
平成29年度から平成32年度を計画期間とする、第3次行政システム改革推進計画を
策定しました。
・・交付税措置のある市債の活用による実質的な長期債務の抑制や、基金の計画的
な積立や効果的な活用等に努めた結果、期間内において将来負担比率は算定され
ず、良好で健全な財政状況を維持しています。
・点検の実施により施設を適正に維持管理できるようになりました。保全計画に基
づいて長寿命化工事が実施できました。維持管理費の縮減方策の実施により費用の
縮減ができました。草津市公共施設等総合管理計画の策定により、将来の公共施設
マネジメントのあり方等について、課題や方向性を示すことができました。
・第5次総合計画の締めくくりとなる第3期基本計画を策定し、平成32年度までの
市のまちづくりの指針を示すことができました。また「草津市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」に基づく事業を実施できました。
・第2次行政システム改革推進計画の取組について総括により、引き続き取り組むべ
き課題等の整理ができ、その上で、第3次行政システム改革推進計画を策定したこと
により、第5次総合計画の推進に向けた不断の行政システム改革の方向性を示すこと
ができました
◆職員力の向上
・市民満足度向上を目的としたＣＳ研修や、業務および組織マネジメントツールで
ある人材育成評価制度研修等、研修計画に基づく研修を適時実施した結果、適切な
人材の育成を図りました。
・地方公務員法が改正され、職員の能力や業績を公正に把握し、主体的な職務の遂
行およびより高い能力を持った職員を育成し、市民福祉の向上に繋げるため、人材
育成評価制度を総合的に見直しました。
◆市民との情報共有の推進と公正の確保
・市政の透明性の確保と市民サービスの向上を図るため、建設事業契約審査に関し
ては入札の結果をすべて公開し、情報公開の請求に関しては草津市情報公開条例の
基準に基づき、公開・部分公開・非公開等の決定を行いました。
・平成25年度からの4年間で、情報公開制度の適正な運用等を行うことができ、市
政情報等が手に入りやすいと思う市民の割合が増えるという効果が見えました。

◆健全な市政運営
・平成２９年４月施行の「草津市健全で持続可能な財政運営および財政規律に関す
る条例」や「財政規律ガイドライン」に基づき、予算・決算時に各種指標の達成状
況を公表し議会に説明を行いました。一部の数値を除いておおむね目標値内に留め
ることができ、将来にわたって健全で持続可能な財政運営に努めました。
・交付税措置のある市債の活用による実質的な長期債務の抑制や、基金の計画的な
積立と効果的な活用等に努めた結果、平成２９年度（平成２８年度決算）、平成３
０年度（平成２９年度決算）において将来負担比率は算定されず、良好で健全な財
政状況を維持しました。
・平成２８年度決算から、地方公会計制度による統一的な基準に基づく財務書類を
作成するとともに、公共サービスの実情や市が置かれている財務状況を正しく伝え
るため、市民目線で見やすく分かりやすい紙面づくりに努めました。
・市有建築物について、法定点検等の実施により施設状況を把握するとともに、平
成２６年１１月に策定した市有建築物の長寿命化のための保全計画の年次修正を実
施しながら保全工事を進めました。また、現在の劣化状況に応じて保全計画を見直
すために、施設の劣化度調査を平成３０年度から３箇年の予定で実施しています。
・法定点検を平生２９年度に１２８施設、平成３０年度に１３１施設実施し、劣化
度調査を平成３０年度に６１施設実施し、維持管理の適正化と保全計画の見直しに
活用しました。
・国の業務改革モデルプロジェクトを活用し、ＢＰＲ手法による窓口業務および会
計事務の業務分析を行い、総合窓口化とアウトソーシングが可能な業務領域の切り
分けを行いました。
・事業等の抜本的な見直しの徹底と、将来を見越した「選択と集中」を推進するた
めの手法として、業務見直し工程表（スクラップロードマップ）を策定し、不断の
取組として継続的に実施することにより、事業の最適化を進めました。
・大規模事業に対する外部の多様な意見等により事業の実施状況等を確認する「大
規模事業の実施状況の確認」をモデル的に実施し、実施結果の検証や今後の方向性
を定めました。
・民間企業とのＲＰＡ導入のための共同研究を実施しました。
◆職員力の向上
・個々の職員がその能力を高め、最大限に発揮するとともに、組織力を生かして市
民福祉の向上につなげるため、草津市人材育成基本方針に掲げる事項を計画的に進
めるとともに、草津市役所働き方改革プランに基づく研修を行い、職員の資質向上
を図りました。
・市民満足度向上を目的としたＣＳ研修や、業務および組織マネジメントツールで
ある人材育成評価制度研修等、研修計画に基づく研修を適時実施した結果、適切な
人材の育成を図りました。
・平成２８年４月にイクボス宣言を行い、平成２９年度および３０年度に策定した
草津市役所働き方改革プランに基づく管理職層への意識改革研修等を実施した結
果、職員の資質向上を図りました。
◆市民との情報共有の推進と公正の確保
・市政の透明性の確保と市民サービスの向上を図るため、建設事業契約審査に関し
ては入札の結果をすべて公開し、情報公開の請求に関しては草津市情報公開条例の
基準に基づき、公開・部分公開・非公開等の決定を行いました。
・情報公開･個人情報保護制度の適正な運用を行うことができました。

■ベンチマークにおける目標値および実績値の経年変化

基本方針 目標像
ベンチマーク

H21 H22 H23 H24 H25 H26
項目 単位

◆市民から信頼され
る市政運営

市政への市民の信頼
が高い！

市政運営に信頼がお
けると思う市民の割
合

％

H27 H28 H29

目標値 － 22.0 26.0 30.0

実績値 18.4 19.4 22.7 21.0

H30 R1 R2

◆行財政資源の有効
活用

将来負担比率が適正
に維持されている！

将来負担比率 ％
目標値 － 60％以内 60％以内 60％以内

30.0 31.0

33.8％以内 33.8％以内

実績値 13.4 14.0 0.6 － － － －

60％以内 60％以内 60％以内 60％以内 33.8％以内 33.8％以内

－ － － － －

％
目標値 38.0 41.0 45.0

実績値 35.3 35.5 32.2 32.3 33.9 35.3

32.5 35.0 37.5 40.0 35.0

－ －
◆職員力の向上

－ －

◆市民との情報共有
の推進と公正の確保

市政情報等が手に入
りやすい!

市政情報等が手に入
りやすいと思う市民
の割合

％
目標値 26.0 28.0

27.2実績値 24.2 25.8 25.4 27.0 27.4

30.0 30.0 28.0 29.0

市民に信頼される職
員である!

職員の対応に満足を
感じている市民の割
合
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